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第１章 組     織  

第１節 議員名簿 
 

（平成 24 年 12 月 31 日現在） 

氏 名          所属会派 生 年 月 日 現 住 所              職 業 

市 谷 知 子 共産党    

銀 杏 泰 利 公明党    

坂野 経三郎 絆    

砂 場 隆 浩 かけはし    

谷 村 悠 介 とっとり    

鉄 永 幸 紀 自民党    

野 田  修 自民党    

浜 崎 晋 一 自民党    

濵 辺 義 孝 公明党    

藤 縄 喜 和 自民党    

前田 八壽彦 自民党    

山 口  享 自民党    

稲 田 寿 久 自民党    

内 田 隆 嗣 自民党    

斉 木 正 一 自民党    

澤  紀 男 公明党    

錦 織 陽 子 共産党    

浜 田 妙 子 絆    

廣 江  弌 自民党    

森  雅 幹 絆    

伊藤 美都夫 自民党    

興 治 英 夫 絆    

長 谷川  稔 無所属    
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氏 名          所属会派 生 年 月 日 現 住 所              職 業 

森 岡 俊 夫 かけはし    

安 田 優 子 自民党    

広 谷 直 樹 かいしん    

国 岡 智 志 かけはし    

福 田 俊 史 自民党    

伊 藤  保 絆    

藤 井 省 三 自民党    

横 山 隆 義 自民党    

上 村 忠 史 自民党    

小 谷  茂 自民党    

福 間 裕 隆 絆    

内 田 博 長 自民党    
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第２節 議会分野  

  
１．会派別所属議員数 
 

 
     

 
 
２．会派の結成（役員及び所属議員・平成24年12月31日現在） 

 

◎鳥取県議会自由民主党 

 
平成２３年４月28日 
平成２３年５月９日 
平成２３年７月21日 
平成２３年７月21日 

結成届出 
役員選出 

所属会派届出 
役員決定 

 
会 長 

顧 問 

    〃 

    〃 

副 会 長 

幹 事 長 

副 幹 事 長 

政 務 調 査 会 長 

副政務調査会長 

鉄 永 幸 紀 

山 口   享 

藤 井 省 三 

廣 江   弌 

野 田   修 

斉 木 正 一 

内 田 博 長 

安 田 優 子 

上 村 忠 史 

 副政務調査会長 

〃 

〃 

会 計 幹 事 

監 査 委 員 

横 山 隆 義 

藤 縄 喜 和 

浜 崎 晋 一 

福 田 俊 史 

前 田 八壽彦 

稲 田 寿 久 

内 田 隆 嗣 

伊 藤 美都夫 

小 谷   茂 
 
 

◎鳥取県議会会派「絆」 

 〔 平成２３年４月28日 結成届出 

平成２３年４月28日 役員選出 〕 
会 長 

副 会 長 

幹 事 長 

福 間 裕 隆 

浜 田 妙 子 

伊 藤   保 

 政 策 調 査 会 長 

政策調査会長代理 

総 務 会 長 代 理 

興 治 英 夫 

森   雅 幹 

坂 野 経三郎 
 
 
◎鳥取県議会会派「かけはし」 

 
平成２３年４月28日 結成届出 

平成２３年４月28日 役員選出 

平成２４年12月18日 役員選出  
会 長 

幹 事 長 

森 岡 俊 夫 

国 岡 智 志 

 政 務 調 査 会 長 砂 場 隆 浩 

 
 
◎公明党鳥取県議会議員団 〔 

平成２３年４月27日 結成届出 

平成２３年５月１日 役員選出 〕 
団 長 

幹 事 長 

銀 杏 泰 利 

澤   紀 男 

 政 調 会 長 

会 計 

濵 辺 義 孝 

濵 辺 義 孝 
 
 

区  分 自民党 絆 かけはし 公明党 共産党 
新生 
自民 

かい 
しん 

とっ 
とり 無所属 備  考 

平成23. 5. 9 １７ ６ ４ ３ ２ １ １ １  県議会議員一般選挙後
の結成届出 

平成23. 7.21 １８ ６ ４ ３ ２  １ １  所属会派届 

平成24.12.18 １８ ６ ３ ３ ２  １ １ １ 会派離脱届 
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◎日本共産党鳥取県議会議員団 〔 
平成２３年４月22日 結成届出 

平成２３年５月２日 役員選出 〕 
団 長 市 谷 知 子  幹 事 長 錦 織 陽 子 

 

    
◎会派「かいしん」 〔 

平成２３年４月28日 結成届出 

平成２３年５月11日 役員決定 〕 
代 表 広 谷 直 樹    

 

 

◎県議会とっとり 〔 
平成２３年４月28日 結成届出 

平成２３年５月11日 役員決定 〕 
代 表 谷 村 悠 介    

 

 

 

第３節 常任委員会（平成24年12月31日現在） 
 

◎総務教育常任委員会（９名） 

委 員 長 

副委員長 

委  員 

  〃 

  〃 

浜 崎 晋 一（自民党） 

広 谷 直 樹（かいしん） 

長谷川   稔（無所属） 

谷 村 悠 介（とっとり） 

澤   紀 男（公明党） 

 委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

伊 藤   保（絆） 

廣 江   弌（自民党） 

鉄 永 幸 紀（自民党） 

斉 木 正 一（自民党） 

  
 

◎福祉生活病院常任委員会（９名） 

委 員 長 

副委員長 

委  員 

  〃 

  〃 

浜 田 妙 子（絆） 

砂 場 隆 浩（かけはし） 

森   雅 幹（絆） 

市 谷 知 子（共産党） 

濵 辺 義 孝（公明党） 

 委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

野 田   修（自民党） 

小 谷   茂（自民党） 

山 口   享（自民党） 

横 山 隆 義（自民党） 

  
 

◎農林水産商工常任委員会（９名） 

委 員 長 

副委員長 

委  員 

  〃 

  〃 

上 村 忠 史（自民党） 

内 田 隆 嗣（自民党） 

坂 野 経三郎（絆） 

錦 織 陽 子（共産党） 

福 間 裕 隆（絆） 

 委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

森 岡 俊 夫（かけはし） 

安 田 優 子（自民党） 

内 田 博 長（自民党） 

伊 藤 美都夫（自民党） 

  
 

◎企画県土警察常任委員会（８名） 

委 員 長 

副委員長 

委  員 

  〃 

前 田 八壽彦（自民党） 

福 田 俊 史（自民党） 

国 岡 智 志（かけはし） 

稲 田 寿 久（自民党） 

 委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

興 治 英 夫（絆） 

藤 縄 喜 和（自民党） 

藤 井 省 三（自民党） 

銀 杏 泰 利（公明党） 
  
付記 平成24年中の異動 

   ６月14日に藤縄喜和氏が委員長を辞任。前田八壽彦氏を委員長に選任。 
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第４節 議会運営委員会（平成24年12月31日現在） 
 

委 員 長 

副委員長 

委  員 

  〃 

野 田   修（自民党） 

伊 藤   保（絆） 

興 治 英 夫（絆） 

斉 木 正 一（自民党） 

 委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

安 田 優 子（自民党） 

横 山 隆 義（自民党） 

内 田 博 長（自民党） 

藤 縄 喜 和（自民党） 
 

 
 

第５節 特別委員会（平成24年12月31日現在） 

 
 

◎エネルギー・雇用促進調査特別委員会（１４名） 

  〔平成２３年６月２０日 設置〕 

次の事項の調査を行うことを目的として、本特別委員会が設置された。 

・新産業に関する件 
・雇用振興に関する件 

・エネルギー（省エネルギーを含む。）に関する件 
 

委 員 長 

副委員長 

委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

横 山 隆 義（自民党） 

福 田 俊 史（自民党） 

砂 場 隆 浩（かけはし） 

長谷川   稔（無所属） 

市 谷 知 子（共産党） 

浜 崎 晋 一（自民党） 

広 谷 直 樹（かいしん） 

 委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

伊 藤   保（絆） 

福 間 裕 隆（絆） 

野 田   修（自民党） 

山 口   享（自民党） 

藤 縄 喜 和（自民党） 

藤 井 省 三（自民党） 

銀 杏 泰 利（公明党） 
 

 
 

◎ 防災・危機管理調査特別委員会（１２名） 

  〔平成２３年６月２０日 設置〕 

次の事項の調査を行うことを目的として、本特別委員会が設置された。 

・防災対策及びＢＣＰの構築に関する件 

・原子力発電所に関する件 

 

委 員 長 

副委員長 

委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

斉 木 正 一（自民党） 

濵 辺 義 孝（公明党） 

坂 野 経三郎（絆） 

国 岡 智 志（かけはし） 

錦 織 陽 子（共産党） 

谷 村 悠 介（とっとり） 

 委  員 

  〃 

  〃 

〃 

  〃 

  〃 

興 治 英 夫（絆） 

小 谷   茂（自民党） 

鉄 永 幸 紀（自民党） 

前 田 八壽彦（自民党） 

内 田 博 長（自民党） 

伊 藤 美都夫（自民党） 
 
 

 

◎中海圏域調査特別委員会（９名） 

  〔平成２３年６月２０日 設置〕 

次の事項の調査を行うことを目的として、本特別委員会が設置された。 

・大橋川拡幅に関する件 
・圏域の交通・観光に関する件 
・中海の水質対策に関する件 
・中海の水産資源管理に関する件 
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委 員 長 

副委員長 

委  員 

  〃 

  〃 

安 田 優 子（自民党） 

内 田 隆 嗣（自民党） 

森   雅 幹（絆） 

澤   紀 男（公明党） 

稲 田 寿 久（自民党） 

 委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

浜 田 妙 子（絆） 

森 岡 俊 夫（かけはし） 

廣 江   弌（自民党） 

上 村 忠 史（自民党） 

 

 

 

◎中国地方広域連合調査特別委員会（１０名） 

  〔 平成２４年６月２５日設置 〕 

次の事項の調査を行うことを目的として、本特別委員会が設置された。 

・広域連合設立に関する件 
・広域連合議会のあり方に関する件 
 

委 員 長 

副委員長 

委  員 

  〃 

  〃 

安 田 優 子（自民党） 

浜 田 妙 子（絆） 

長谷川   稔（無所属）   

広 谷 直 樹（かいしん） 

稲  田 寿  久（自民党） 

 委  員 

  〃 

  〃 

  〃 

福 間 裕 隆（絆）   

山  口     享（自民党）  

上 村 忠 史（自民党）   

内 田 博 長（自民党） 

銀 杏 泰 利（公明党） 
 

 

 

◎決算審査特別委員会（３１名） 

  〔 平成２３年６月２０日設置 〕 

次の事項の調査を行うことを目的として、本特別委員会が設置された。 

・一般会計、特別会計及び企業会計決算の概要に関する件 
・財政的援助団体の経営状況に関する件 
 

委 員 長  福 間 裕 隆（絆） 

副委員長  長谷川   稔（無所属） 

◎一般会計 

○総務教育分科会  ○福祉生活分科会 

主  査 安 田 優 子（自民党） 

坂 野 経三郎（絆） 

福 田 俊 史（自民党） 

濵 辺 義 孝（公明党） 

横 山 隆 義（自民党） 

 主  査 内 田 博 長（自民党） 

国 岡 智 志（かけはし） 

錦 織 陽 子（共産党） 

伊 藤   保（絆） 

上 村 忠 史（自民党） 

○農林水産商工分科会  ○企画県土警察分科会 

主  査 澤   紀 夫（公明党） 

森   雅 幹（絆） 

市 谷 知 子（共産党） 

広 谷 直 樹（かいしん） 

小 谷   茂（自民党） 

斉 木 正 一（自民党） 

 主  査 浜 崎 晋 一（自民党） 

長谷川   稔（無所属） 

内 田 隆 嗣（自民党） 

福 間 裕 隆（絆） 

藤 縄 喜 和（自民党） 

 
 

◎企業会計 

○県営企業分科会  ○病院事業分科会 

主  査 森 岡 俊 夫（かけはし） 

谷 村 悠 介（とっとり） 

廣 江   弌（自民党） 

鉄 永 幸 紀（自民党） 

銀 杏 泰 利（公明党） 

 主  査 浜 田 妙 子（絆） 

砂 場 隆 浩（かけはし） 

野 田   修（自民党） 

山 口   享（自民党） 

藤 井 省 三（自民党） 
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第６節 協議等の場（平成24年12月31日現在） 

 
◎代表者会議 

招集権者 議長 

構成員 

 〃 

 〃 

伊 藤 美都夫（議長） 

稲 田 寿 久（副議長） 

鉄 永 幸 紀（自民党） 

 構成員 

 〃 

 〃 

斉 木 正 一（自民党) 

福 間 裕 隆（絆） 

伊 藤   保（絆） 
 

 

◎議員全員協議会 

招集権者  議長   

構成員   すべての議員 

 

◎正副委員長会議 

 招集権者 議長 

構成員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

浜 崎 晋 一（自民党） 

広 谷 直 樹（かいしん） 

浜 田 妙 子（絆） 

砂 場 隆 浩（かけはし） 

上 村 忠 史（自民党） 

内 田 隆 嗣（自民党） 

 構成員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

前 田 八壽彦（自民党） 

福 田 俊 史（自民党） 

横 山 隆 義（自民党） 

斉 木 正 一（自民党） 

濵 辺 義 孝（公明党） 

安 田 優 子（自民党） 

 

◎議会改革推進会議 

 招集権者 議長 

構成員 

 〃 

 〃 

 〃 

伊 藤 美都夫（議長） 

稲 田 寿 久（副議長） 

斉 木 正 一（自民党） 

前 田 八壽彦（自民党） 

 構成員 

 〃 

 〃 

興 治 英 夫（絆） 

浜 田 妙 子（絆） 

砂 場 隆 浩（かけはし） 

銀 杏 泰 利（公明党） 

 

◎広報委員会 

 招集権者 委員長 

委員長 

 〃 

 〃 

横 山 隆 義（自民党） 

稲 田 寿 久（副議長） 

福 田 俊 史（自民党） 

 構成員 

 〃 

 〃 

森   雅 幹（絆） 

砂 場 隆 浩（かけはし） 

広 谷 直 樹（かいしん） 

 

◎政策調整会議 

 招集権者 議長 

構成員 

〃 

安 田 優 子（自民党） 

興 治 英 夫（絆） 

 構成員 

〃 

砂 場 隆 浩（かけはし） 

澤   紀 男（公明党） 
 当該会派以外の各会派の代表者１名及び会派に属さない議員（政策条例等を提案しようとする者を除く。）

は、当該会議に出席して意見を述べることができる。 
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第７節 議会事務局 
 

◎職員名簿（平成 24 年 12 月 31 日現在） 

事 務 局 長  有 田   裕     

次 長  谷 口  透     
 

総 務 課 

課  長 

課 長 補 佐 

係 長 

〃 

〃 

主 事 

 中 山 みゆき 

下 田 奈美子 

溝 内  博 

田 辺 正 博 

小 島 紀 代 

北 村 典 代 

 現 業 技 術 員 

〃 

非 常 勤 職 員 

〃 

〃 

〃 

 石 田 重 幸 

古 家 章 裕 

矢 芝 文 男 

橿 村 道 男 

出 谷 千 尋 

岡 嶋 未 佳 
 

調査課 

課   長（兼） 

課 長 補 佐 

〃 

〃 

〃 

係 長 

〃 

〃 

 谷 口  透 

上 野 芳 広 

賴 田  慎 

浜 田 定 則 

上 月 光 則 

川 口 豊 長 

梅 林 一 成 

前 田 秀 明 

 係 長 

主 事 

非 常 勤 職 員 

〃 

〃 

〃 

〃 

 五百川 和 久 

西 村 英 士 

金 岡 文 緒 

丸 山 有巳子 

岡 田 智 子 

石 谷 美 紀 

中 嶋 恵 子 

 
議事・法務政策課 

課 長 

課 長 補 佐 

〃 

 本 家  進 

山 﨑 陽 子 

山 根 茂 幸 

 係 長 

〃 

 

 伊 藤 康 司 

中 倉 秀 将 

 
図 書 室 

室 長 （ 兼 ）  本 家  進  係 長 （ 兼 ）  伊 藤 康 司 
 
付記 平成24年中の異動 

○出向 

福 田  健 

柳 楽 利 明 

田 中  稔 

田 住 利 晃 

伊 井 野 美 雪 

前 田 康 博 

小 川 博 考 

西部福祉事務所福祉保健局長へ 

人権・同和対策課課長補佐へ 

市場開拓課課長補佐へ 

業務効率推進課係長へ 

人事企画課係長へ 

とっとり暮らし支援課企画員へ 

教育総務課係長へ 

４月１日付 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 
 
○転任 

下 田 奈 美 子 

上 野 芳 広 

賴 田  愼 

小 島 紀 代 

中 倉 秀 将 

梅 林 一 成 

前 田 秀 明 

北 村 典 代 

森林・林業総室副主幹から 

交通政策課企画員から 

産業振興総室副主幹から 

市場開拓課主事から 

税務課副主幹から 

広報課副主幹から 

税務課主事から 

東部総合事務所県民局主事から 

４月１日付 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

10月18日付 
 
○退職 

前 田 圭 子 調査課非常勤職員  ９月18日付 
 
○新規採用 

岡 嶋  未 佳 新規採用  ９月24日付 

 



第２章  本 会 議 
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第２章 本  会  議 
 

第１節 開催状況 
 
◎会期及び出席状況 
 

区分 会期及び期日 本会議日数 
本会議出席日数 

延人数（人） 出席率（％） 

２月定例会   ２９日間（２月20日～３月19日） １２日       ４１７ ９９．３

６月定例会   ２４日間（６月11日～７月４日） １０日       ３５０ １００．０

９月定例会   ２５日間（９月18日～10月12日） １１日       ３７４ ９７．１

11月定例会   ２２日間（11月27日～12月18日） ９日     ２９８ ９４．６

年間計  １００日間 ４２日 １，４３９ ９７．８

 

 

◎案件別審議一覧 
 

区    分 ２月定例会 ６月定例会 ９月定例会 11月定例会 計 

１．知事提出議案 １００   ２１ ２７    ３８ １８６  

Ａ 予算 （３２） （ ３） （ ３） （ ５） （ ４３） 

Ｂ 条例（継続分も含む） （４０） （ ６） （１３） （２３） （ ８２） 

Ｃ 認定,承認,同意(継続分も含む) （１０） （ ５） （ ３） （ ６） （ ２４） 

Ｄ その他議案（Ａ,Ｂ,Ｃ以外） （１８） （ ７） （ ８） （ ４） （ ３７） 

２．議員提出議案 ８ １ ６  ４ １９  

Ａ 条例 （ １） （ １） （ １） （  ３） 

Ｂ 会議規則 （ １）   （  １） 

Ｃ 意見書 （ ４） （ ４） （ ３） （ １１） 

Ｄ 決議 （ １） （ ２）  （  ３） 

Ｅ その他 （ １）   （  １） 

３．動議      １  １  

４．報告事項 １０  １４   １２ ７ ４３  

５．請願、陳情の審査（延件数） １４ １２ １１ ２０ ５７  

Ａ 請願 １ １ ２   ４  

継続   （ １）  （  １） 

新規 （ １） （ １） （ １）  （  ３） 

Ｂ 陳情 １３ １１ ９  ２０ ５３  

継続 （ ５） （ ６） （ ５） （ ５） （ ２１） 

新規 （ ８） （ ５） （ ４） （１５） （ ３２） 
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第２節 審議事項 
１．知事提出議案 
 Ａ 予算（４３件） 

区分 議案番号 議  案  名 議決月日 採 決 

２月 第 １ 号 平成24年度鳥取県一般会計予算 3月19日 可 決 

定例 第 ２ 号 平成24年度鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計予算 〃 〃 

 第 ３ 号 平成24年度鳥取県公債管理特別会計予算 〃 〃 

 第 ４ 号 平成24年度鳥取県給与集中管理特別会計予算 〃 〃 

 第 ５ 号 平成24年度鳥取県母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 〃 〃 

 第 ６ 号 平成24年度鳥取県天神川流域下水道事業特別会計予算 〃 〃 

 第 ７ 号 平成24年度鳥取県中小企業近代化資金助成事業特別会計予算 〃 〃 

 第 ８ 号 平成24年度鳥取県就農支援資金貸付事業特別会計予算 〃 〃 

 第 ９ 号 平成24年度鳥取県林業・木材産業改善資金助成事業特別会計予算 〃 〃 

 第 1 0 号 平成24年度鳥取県県営林事業特別会計予算 〃 〃 

 第 1 1 号 平成24年度鳥取県県営境港水産施設事業特別会計予算 〃 〃 

 第 1 2 号 平成24年度鳥取県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計予算 〃 〃 

 第 1 3 号 平成24年度鳥取県港湾整備事業特別会計予算 〃 〃 

 第 1 4 号 平成24年度鳥取県収入証紙特別会計予算 〃 〃 

 第 1 5 号 平成24年度鳥取県県立学校農業実習特別会計予算 〃 〃 

 第 1 6 号 平成24年度鳥取県育英奨学事業特別会計予算 〃 〃 

 第 1 7 号 平成24年度鳥取県営電気事業会計予算 〃 〃 

 第 1 8 号 平成24年度鳥取県営工業用水道事業会計予算 〃 〃 

 第 1 9 号 平成24年度鳥取県営埋立事業会計予算 〃 〃 

 第 2 0 号 平成24年度鳥取県営病院事業会計予算 〃 〃 

 第 2 1 号 平成23年度鳥取県一般会計補正予算 3月 2日 〃 

 第 2 2 号 平成23年度鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計補正予算 〃 〃 

 第 2 3 号 平成23年度鳥取県公債管理特別会計補正予算 〃 〃 

 第 2 4 号 平成23年度鳥取県天神川流域下水道事業特別会計補正予算 〃 〃 

 第 2 5 号 平成23年度鳥取県就農支援資金貸付事業特別会計補正予算 〃 〃 

 第 2 6 号 平成23年度鳥取県県営林事業特別会計補正予算 〃 〃 

 第 2 7 号 平成23年度鳥取県県営境港水産施設事業特別会計補正予算 〃 〃 

 第 2 8 号 平成23年度鳥取県港湾整備事業特別会計補正予算 〃 〃 

 第 2 9 号 平成23年度鳥取県育英奨学事業特別会計補正予算 〃 〃 

 第 3 0 号 平成23年度鳥取県営電気事業会計補正予算 〃 〃 

 第 3 1 号 平成23年度鳥取県営工業用水道事業会計補正予算 〃 〃 

 第 3 2 号 平成23年度鳥取県営病院事業会計補正予算 〃 〃 

６月 第 １ 号 平成24年度鳥取県一般会計補正予算 7月 4日 可 決 

定例 第 ２ 号 平成24年度鳥取県天神川流域下水道事業特別会計補正予算  〃 〃 

 第 ３ 号 平成24年度鳥取県営病院事業会計補正予算 〃 〃 

９月 第 １ 号 平成24年度鳥取県一般会計補正予算 10月12日 可 決 

定例 第 ２ 号 平成24年度鳥取県営電気事業会計補正予算 〃 〃 

 第 ３ 号 平成24年度鳥取県営病院事業会計補正予算 〃 〃 

11月 第 １ 号 平成24年度鳥取県一般会計補正予算 12月18日 可 決 

定例 第 ２ 号 平成24年度鳥取県天神川流域下水道事業特別会計補正予算 〃 〃 

 第 ３ 号 平成24年度鳥取県営電気事業会計補正予算 〃 〃 

 第 ４ 号 平成24年度鳥取県営病院事業会計補正予算 〃 〃 

 第 3 2 号 平成24年度鳥取県一般会計補正予算 〃 〃 
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Ｂ 条例（８２件） 

区分 議案番号 議  案  名 議決月日 採 決 

２月 第33号 鳥取県児童福祉法施行条例の設定について 3月19日 可 決 

定例 第34号 鳥取県が設置する専用水道の水道技術管理者の資格を定める条例

の設定について 

〃 〃 

 
第35号 鳥取県指定猟法禁止区域等の標識の寸法を定める条例の設定につ

いて 
〃 〃 

 第36号 鳥取県スポーツ審議会条例の設定について 〃 〃 

 第37号 鳥取県基金条例の一部改正について 3月 2日 〃 

 
第38号 鳥取県情報公開条例及び鳥取県個人情報保護条例の一部改正につ

いて 
3月19日 〃 

 第39号 鳥取県特定非営利活動促進法施行条例の一部改正について 〃 〃 

 第40号 鳥取県非営利公益活動促進条例の一部改正について 〃 〃 

 
第41号 鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正に

ついて 
〃 〃 

 第42号 鳥取県職員定数条例の一部改正について 〃 〃 

 第43号 鳥取県男女共同参画推進条例の一部改正について 〃 〃 

 
第44号 鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部

改正について 
〃 〃 

 第45号 鳥取県市町村交付金条例の一部改正について 〃 〃 

 第46号 鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例の一部改正について 〃 〃 

 第47号 鳥取県福祉事務所設置条例の一部改正について 〃 〃 

 第48号 鳥取県特別医療費助成条例の一部改正について 〃 〃 

 第49号 鳥取県認定こども園に関する条例の一部改正について 〃 〃 

 
第50号 鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部改正に

ついて 
〃 〃 

 第51号 鳥取県環境影響評価条例の一部改正について 〃 〃 

 第52号 天神川流域下水道条例の一部改正について 〃 〃 

 
第53号 鳥取県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例及び鳥取県屋外広

告物条例の一部改正について 

〃 〃 

 第54号 鳥取県環境美化の促進に関する条例の一部改正について 〃 〃 

 
第55号 鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例及び鳥取県特別県営住

宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

〃 〃 

 
第56号 鳥取県環境にやさしい木の住まい建設等助成条例の一部改正につ

いて 

〃 〃 

 
第57号 土地収用法等に基づく鑑定人及び参考人の旅費及び手当に関する

条例の一部改正について 

〃 〃 

 
第58号 公有地の拡大の推進に関する法律施行令第３条第３項ただし書の

規模を定める条例の一部改正について 

〃 〃 

 第59号 鳥取県港湾事務所の設置等に関する条例の一部改正について 〃 〃 

 第60号 貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の一部改正について 〃 〃 

 第61号 鳥取県手数料徴収条例の一部改正について 〃 〃 

 第62号 鳥取県警察職員定員条例の一部改正について 〃 〃 

 第63号 鳥取県警察手数料条例の一部改正について 〃 〃 

 第64号 鳥取県立高等学校等設置条例の一部改正について 〃 〃 

 第65号 鳥取県立図書館の設置及び管理に関する条例の一部改正について 〃 〃 

 第66号 鳥取県立博物館協議会に関する条例の一部改正について 〃 〃 

 第67号 鳥取県監査委員条例の一部改正について  〃 〃 

 
第68号 鳥取県営企業の設置等に関する条例及び鳥取県営病院事業の設置

等に関する条例の一部改正について 

〃 〃 

 第69号 鳥取県病院局企業職員定数条例の一部改正について 〃 〃 

 第87号 鳥取県基金条例の一部改正について 〃 〃 
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 第88号 鳥取県税条例の一部改正について 3月19日 可 決 

 第89号 職員の給与に関する条例等の一部改正について 〃 〃 

６月

定例 

第４号 鳥取県知事が行う予算の執行状況の調査等の対象法人を定める条

例の設定について 

7月 4日 可 決 

第５号 鳥取県出資法人等における給与等の状況の公表等に関する条例の

一部改正について 

〃 〃 

 
第６号 鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部改正に

ついて 

〃 〃 

 第７号 鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について 〃 〃 

 第８号 鳥取県企業立地等事業助成条例の一部改正について 〃 〃 

 第９号 警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 〃 〃 

９月 

定例 

第４号 とっとりの豊かで良質な地下水の持続的な利用に関する条例の設

定について 

10月12日 継続審査 

 
第５号 鳥取県高齢者、障害者等の移動等の円滑化を図るための信号機等

の基準を定める条例の設定について 

〃 可 決 

 第６号 鳥取県防災会議条例の一部改正について 〃 〃 

 第７号 鳥取県税条例の一部改正について 〃 〃 

 第８号 鳥取県青少年健全育成条例の一部改正について 〃 〃 

 第９号 鳥取県国民健康保険財政調整交付金条例の一部改正について 〃 〃 

 第10号 鳥取県石綿健康被害防止条例の一部改正について 〃 〃 

 第11号 鳥取県都市公園条例の一部改正について  〃 〃 

 
第12号 鳥取県公衆浴場法施行条例及び鳥取県旅館業法施行条例の一部改

正について 

〃 〃 

 第13号 鳥取県食品衛生法施行条例の一部改正について 〃 〃 

 第14号 鳥取県被災者住宅再建支援条例の一部改正について 〃 〃 

 第15号 貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の一部改正について 〃 〃 

 第16号 鳥取県特別県営住宅の設置及び管理に関する条例の廃止ついて 〃 〃 

11月 

定例 

第５号 鳥取県保護施設及び授産施設に関する条例の設定について 12月18日 可 決 

第６号 鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例の設定について 〃 〃 

第７号 鳥取県障碍者支援施設に関する条例の設定について 〃 〃 

第８号 鳥取県地域活動支援センター及び福祉ホームに関する条例の設定

について 

〃 〃 

第９号 鳥取県軽費老人ホームに関する条例の設定について 〃 〃 

第10号 鳥取県養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに関する条例の設

定について 

〃 〃 

 
第11号 鳥取県居宅サービス事業及び介護予防サービス事業に関する条例

の設定について 

〃 〃 

 第12号 鳥取県介護保険施設に関する条例の設定について 〃 〃 

 第13号 鳥取県指定介護療養型医療施設に関する条例の設定について 〃 〃 

 第14号 鳥取県児童福祉施設に関する条例の設定について 〃 〃 

 第15号 鳥取県婦人保護施設に関する条例の設定について 〃 〃 

 
第16号 鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例の設

定について 

〃 〃 

 
第17号 

第18号 

鳥取県医療法施行条例の設定について  

鳥取県保健所条例の一部改正について  

〃 

〃 

〃 

〃 

 第19号 鳥取県認定こども園に関する条例の一部改正について  〃 〃 

 第20号 鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について  〃 〃 

 
第21号 鳥取県立高等技術専門校の位置、名称等を定める条例の一部改正

について  

〃 〃 

 第22号 鳥取県手数料徴収条例の一部改正について  〃 〃 

 第23号 鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部改正について  〃 〃 
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 第29号 鳥取県職員の給与に関する条例等の一部改正について  12月18日 可 決 

 第30号 鳥取県知事等の給与及び旅費等に関する条例の一部改正について 〃 〃 

 
第33号 とっとりの豊かで良質な地下水の保全及び持続的な利用に関する

条例の設定について  

〃 〃 

 [平成24年9月定例会議案]   

 
第４号 とっとりの豊かで良質な地下水の保全及び持続的な利用に関する

条例の設定について 

12月 6日 撤回承認 

 

 Ｃ 認定、承認、同意事項（２４件） 

区分 議案番号 議  案  名 議決月日 採 決 

２月 第 9 1 号 鳥取県監査委員の選任について  3月19日 同 意 

定例 第 9 2 号 鳥取県監査委員の選任について 〃 〃 

 第 9 3 号 鳥取県男女共同参画推進員の任命について 〃 〃 

 第 9 4 号 鳥取県廃棄物審議会委員の任命について 〃 〃 

 第 9 5 号 鳥取県廃棄物審議会委員の任命について 〃 〃 

 第 9 6 号 鳥取県廃棄物審議会委員の任命について 〃 〃 

 第 9 7 号 鳥取県廃棄物審議会委員の任命について 〃 〃 

 第 9 8 号 鳥取県廃棄物審議会委員の任命について 〃 〃 

 第 9 9 号 鳥取県廃棄物審議会委員の任命について 〃 〃 

 第10 0号 鳥取県廃棄物審議会委員の任命について 〃 〃 

６月 

定例 

第 1 7 号 専決処分の承認について 

(1)公立大学法人鳥取環境大学が定めた料金の上限の認可について 

7月 4日 承 認 

 第 1 8 号 鳥取県公安委員会委員の任命について 〃 同 意 

 第 1 9 号 鳥取県収用委員会委員の任命について 〃 〃 

 第 2 0 号 鳥取県収用委員会委員の任命について 〃 〃 

 第 2 1 号 鳥取県収用委員会委員の任命について 〃 〃 

９月

定例 

第 2 5 号 平成23年度鳥取県営電気事業会計未処分利益剰余金の処分及び

平成23年度鳥取県営企業決算の認定について 

10月12日 継続審査 

 第 2 6 号 平成23年度鳥取県営病院事業決算の認定について 〃 〃 

 第 2 7 号 鳥取県教育委員会委員の任命について 〃 同 意 

11月 第 2 8 号 平成23年度決算の認定について 12月18日 認 定 

定例 第 3 1 号 専決処分の承認について 

(1)平成24年鳥取県一般会計補正予算（平成24年11月16日専決） 

〃 承 認 

 第 3 4 号 鳥取県教育委員会員の任命について 〃 同 意 

 第 3 5 号 鳥取県収用委員会予備委員の任命について 〃 〃 

 [平成24年9月定例会議案]   

 第 2 5 号 平成23年度鳥取県営電気事業会計未処分利益剰余金の処分及び

平成23年度鳥取県営企業決算の認定について 

〃 可決及び 

認 定 

 第 2 6 号 平成23年度鳥取県営病院事業決算の認定について 〃 認 定 

  

Ｄ その他の議案（Ａ、Ｂ、Ｃ以外）（３７件） 

区分 議案番号 議  案  名 議決月日 採 決 

２月

定例 

第 7 0 号 財産を減額して貸し付けること（鳥取市人権交流プラザ及び鳥取

市中央人権福祉センター用地）について 

3月19日 可 決 

 第 7 1 号 財産を減額して貸し付けること（鳥取バスターミナル用地）につ

いて 

〃 〃 

 第 7 2 号 財産を減額して貸し付けること（鳥取県建設技術センターの建物

及び用地）について 

〃 〃 

 第 7 3 号 財産を無償で貸し付けること（グラウンド等用地）について 〃 〃 

 第 7 4 号 財産を無償で貸し付けること（（元）鳥取農業高等学校実習農 〃 〃 
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園）について 

 第 7 5 号 財産を無償で貸し付けること（倉吉市道用地）について 3月19日 可 決 

 第 7 6 号 財産の取得（青谷上寺地遺跡保存用地）についての議決の一部変

更について 

3月 2日 〃 

 第 7 7 号 損害賠償請求に係る訴えの提起について 3月19日 〃 

 第 7 8 号 損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について 3月 2日 〃 

 第 7 9 号 損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について 〃 〃 

 第 8 0 号 全国自治宝くじ事務協議会及び西日本宝くじ事務協議会を設ける

普通地方公共団体の数の増加並びに全国自治宝くじ事務協議会

規約及び西日本宝くじ事務協議会規約の変更に関する協議につ

いて 

3月19日 〃 

 第 8 1 号 公立大学法人鳥取環境大学中期目標の制定について 〃 〃 

 第 8 2 号 第３次鳥取県男女共同参画計画の策定について 〃 〃 

 第 8 3 号 公の施設の指定管理者の指定(鳥取県立大山自然歴史館)について 〃 〃 

 第 8 4 号 公の施設の指定管理者の指定（鳥取県立大山駐車場）について 〃 〃 

 第 8 5 号 県営土地改良事業等の施行に伴う市町村負担金についての議決の

一部変更について 

〃 〃 

 第 8 6 号 包括外部監査契約の締結について 〃 〃 

 第 9 0 号 関西広域連合規約の変更に関する協議について  〃 〃 

６月

定例 

第 1 0 号 工事請負契約（県道日野溝口線（Ⅱ期）矢倉トンネル（仮称）工

事（交付金改良））の締結について 

 7月 4日 可 決 

 第 1 1 号 財産を無償で貸し付けること（グラウンド等用地）についての議

決の一部変更について 

〃 〃 

 第 1 2 号 財産の取得及び債務の免除について  〃 〃 

 第 1 3 号 損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について 〃 〃 

 第 1 4 号 関西広域連合規約の変更に関する協議について 〃 〃 

 第 1 5 号 土木その他の建設事業の施行に伴う市町村負担金について改正す

る議決の一部改正について 

〃 〃 

 第 1 6 号 県道の路線の廃止（智頭停車場線）について 〃 〃 

９月 

定例 

第 1 7 号 工事請負契約（国道431号（境水道大橋）耐震補強工事（上部

工））の締結について 

10月12日 可 決 

 第 1 8 号 工事請負契約（県道猪ノ子国安線（源太橋）橋梁補強工事（上部

工１工区）（交付金））の締結について 

〃 〃 

 第 1 9 号 工事請負契約（県道猪ノ子国安線（源太橋）橋梁補強工事（上部

工２工区）（交付金））の締結について 

〃 〃 

 第 2 0 号 工事請負契約（国道178号（岩美道路）トンネル工事（（仮称）岩

美３号トンネル）（補助））の締結について 

〃 〃 

 第 2 1 号 工事請負契約（県立鳥取工業高等学校建築・電気実習棟改築工事

（建築））の締結について 

〃 〃 

 第 2 2 号 財産の取得（鳥取空港化学消防車）について 〃 〃 

 第 2 3 号 債務の免除（財団法人鳥取県環境管理事業センター運営資金貸付

金等償還額の減額）について 

〃 〃 

 第 2 4 号 損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について 〃 〃 

11月 

定例 

第 2 4 号 財産を無償で譲渡すること（みなとさかい交流館さかいポートサ

ウナ、駐車場用地及び駐車場設備）について 

12月18日 可 決 

 第 2 5 号 財産の取得(青谷上寺地遺跡保存用地）についての議決の一部変

更について 

〃 〃 

 第 2 6 号 鳥取県建設工事等入札制度基本方針の一部変更について 〃 〃 

 第 2 7 号 当せん金付証票の発売について 〃 〃 
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２．議員提出議案 
 Ａ 条例（３件） 

区分 議案番号 議  案  名 議決月日 採 決 

２月 

定例 

第 １ 号 鳥取県議会委員会条例の一部を改正する条例 3月 9日 可 決 

６月

定例 

第 １ 号 鳥取県議会基本条例 7月 4日 可 決 

11月 

定例 

第 １ 号 鳥取県議会委員会条例等の一部を改正する条例 12月18日 可 決 

 

 Ｂ 会議規則（１件） 

区分 議案番号 議  案  名 議決月日 採 決 

２月 第 ２ 号 鳥取県議会会議規則の一部を改正する規則 3月 9日 可 決 

定例     

 

 Ｃ 意見書（１１件） 

区分 議案番号 議  案  名 議決月日 採 決 

２月 第 ４ 号 北朝鮮当局による拉致問題の早期解決を求める意見書  3月19日 可 決 

定例 第 ５ 号 原子力発電所に係る安全法制の整備及び防災体制の強化等を求

める意見書 

〃 〃 

 第 ６ 号 水道施設の耐震化等に対する国の財政支援の充実を求める意見

書 

〃 〃 

 第 ７ 号 「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」の法制化を求め

る意見書 

〃 〃 

９月 第 ２ 号 平成24年度における特例公債法の早期成立等を求める意見書 10月12日 可 決 

定例 第 ３ 号 日韓暫定水域等における漁業秩序の確立を求める意見書 〃 〃 

 第 ５ 号 「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書 〃 〃 

 第 ６ 号 Ｂ型・Ｃ型肝炎患者の救済に関する意見書 〃 〃 

11月 

定例 

第 ２ 号 地球温暖化対策を推進するための森林整備等に係る財源の確保

を求める意見書 

12月18日 可 決 

 第 ３ 号 自治体における防災・減災のための事業に対する国の財政支援

を求める意見書  

〃 〃 

 第 ４ 号 北朝鮮による｢人工衛星｣と称するミサイル発射に関する意見書 〃 〃 

 

 Ｄ 決議（３件） 

区分 議案番号 議  案  名 議決月日 採 決 

２月 

定例 

第 ８ 号 災害廃棄物の処理の推進を求める決議 3月19日 可 決 

９月 第 １ 号 谷村悠介議員に対する辞職勧告決議 9月18日 可 決 

定例 第 ４ 号 島根原子力発電所に係る中国電力との安全協定等の改定を求め

る決議 

10月12日 〃 

 

Ｅ その他の議案（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ以外）（１件） 

区分 議案番号 議  案  名 議決月日 採 決 

２月 

定例 

第 ３ 号 議会の権限に属する事項中、知事において専決処分すべき事項

指定の件の一部改正について 

3月 9日 可 決 
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[平成24年２月定例会] 

議員提出議案第１号 

鳥取県議会委員会条例の一部を改正する条例 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年３月９日 

野 田   修      伊 藤   保 
砂 場 隆 浩      長谷川   稔 
興 治 英 夫      斉 木 正 一 
安 田 優 子      横 山 隆 義 
内 田 博 長      藤 縄 喜 和 

   
烏取県議会委員会条例の一部を改正する条例 

鳥取県議会委員会条例（昭和 31 年鳥取県条例第 32 号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（委員会の公開等） 

第 14 条 委員会の会議は、公開する。 

 

 

 

２ 委員長は、秩序を保持するため必要があると   

認めるときは、傍聴人の退場を命ずることがで

きる。  

３ 前項に定めるもののほか、委員会の傍聴人数 

の制限、傍聴人の遵守事項その他傍聴に関し必

要な事項は、議長が別に定める。 

（傍聴の取扱い） 

第 14 条 委員会の会議は、公開する。ただし、傍 

聴希望者が集中し、入室を制限する必要がある

ときは、委員長は、傍聴人の人数を制限するこ

とができる。 

２ 委員長は、秩序を保持するため必要があると

認めるときは、傍聴人の退場を命ずることがで

きる。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
 
   
議員提出議案第２号 

鳥取県議会会議規則の一部を改正する規則 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年３月９日 

                       野 田   修       伊 藤   保 
砂 場 隆 浩       長谷川   稔 
興 治 英 夫       斉 木 正 一 
安 田 優 子       横 山 隆 義 
内 田 博 長       藤 縄 喜 和 

   
鳥取県議会会議規則の一部を改正する規則 

鳥取県議会会議規則（昭和 31 年鳥取県会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 

別表（第 13 条の２関係） 

名称 目的 構成員 招集権者 備考 

議会改

革推進

会議 

 

 

 

 

議会の在

り方及び

当面の諸

課題につ

いて協議

又は調整

を行う。 

議長、副議

長、各交渉

団体から選

出された議

員各２名及

び交渉団体

に属さない

議長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第 13 条の２関係） 

名称 目的 構成員 招集権者 備考 

議会改

革推進

会議 

 

 

 

 

議会の在

り方及び

当面の諸

課題につ

いて協議

又は調整

を行う。 

議長、副議

長、各交渉

団体から選

出された議

員各２名及

び交渉団体

に属さない

議長 
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議員から選

出された議

員２名 

 

 

 

 

 

広報委

員会 

議会が発

行する広

報紙の企

画、編集

及び校正

について

協議又は

調整を行

う。 

副議長及び

各会派に所

属する議員

の数を勘案

して議長が

指名した議

員５名 

委員長（委

員会におい

て委員長が

選出される

までの間に

あっては、

事務局長） 

 

 略 
 

 

 

 

 

 

 

議員から選

出された議

員２名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略 
 

備考 改正部分は太線で囲まれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
 
   
議員提出議案第３号 

議会の権限に属する事項中、知事において専決処分すべき 
事項指定の件の一部改正について 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年３月９日 

野 田   修      伊 藤   保 
砂 場 隆 浩      長谷川   稔 
興 治 英 夫      斉 木 正 一 
安 田 優 子      横 山 隆 義 
内 田 博 長      藤 縄 喜 和 

   
議会の権限に属する事項中、知事において専決処分すべき 
事項指定の件の一部改正について 

 議会の権限に属する事項中、知事において専決処分すべき事項指定の件（昭和 39 年３月 26 日議決）

の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改正前 

 議会の権限に属する事項中、次の事項は地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条の規定に

より、知事において専決処分することができる。 

(１)～(７) 略 

(８) 法令の制定、改正又は廃止に伴い、当該法

令の条項若しくは用語又は当該法令に基づく法

人、機関等の名称を引用する規定を整理するた

め、条例を改正すること。 

(９) 略 

 議会の権限に属する事項中、次の事項は地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条の規定に

より、知事において専決処分することができる。 

(１)～(７) 略 

(８) 法令の改正又は廃止に伴い、当該法令の条

項又は用語を引用する規定を整理するため、条

例を改正すること。 

 

(９) 略 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
 
   
議員提出議案第４号 

北朝鮮当局による拉致問題の早期解決を求める意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年３月 19 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 
砂 場 隆 浩       長谷川   稔 
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興 治 英 夫       斉 木 正 一 
安 田 優 子       横 山 隆 義 
内 田 博 長       藤 縄 喜 和 

   
北朝鮮当局による拉致問題の早期解決を求める意見書 

 北朝鮮が日本人拉致被害者に関する再調査を約束しておきながら一方的に先送りしてから既に３年

が経過し、この間何らの進展もなく、依然として北朝鮮は極めて不誠実な態度をとり続けている。 

 北朝鮮当局による拉致問題は、国家の主権と日本国民の生命、人権に関わる重大な問題であり、国

の責任において解決すべき喫緊の課題である。 

 本県には、政府認定の拉致被害者松本京子さんのほか、拉致の可能性が指摘されながらも政府に認

定されていない失踪者として古都瑞子さん、矢倉富康さん、上田英司さんの少なくとも３人がおり、

数十年の時間の経過の中で、御本人や御家族には御高齢になられる方も多く、一刻も早い対面を待ち

わびる御家族の方々の心情は筆舌に尽くしがたいものがある。 

 昨年１２月の金正日朝鮮労働党総書記の死去とその後の金正恩後継体制の発足により、北朝鮮の国

際社会への姿勢が大きく変わり、拉致問題に転機が訪れる可能性があり、この機をとらえ、拉致問題

の解決に向けたあらゆる努力が求められる。 

 よって、国におかれては、すべての拉致被害者の方々の一刻も早い帰国を実現するためにも、下記

事項について全力で取り組むよう強く要望する。 

 

                       記 

 

 １ 北朝鮮に拉致問題の再調査を強く求め、拉致問題の早期解決に向けて取り組むこと。 

 ２ 拉致の可能性が指摘されている失踪者について、徹底した捜査を実施し、早期に拉致被害者へ

の認定に努めること。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 24 年３月 19 日 

                                   鳥 取 県 議 会 

衆 議 院 議 長  

 

 

  様  

 

 

 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

外 務 大 臣 

国 家 公 安 委 員 会 委 員 長 

拉 致 問 題 担 当 大 臣 

   
 

議員提出議案第５号 

原子力発電所に係る安全法制の整備及び防災体制の強化等を求める意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年３月 19 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 
砂 場 隆 浩       長谷川   稔 
興 治 英 夫       斉 木 正 一 
安 田 優 子       横 山 隆 義 
内 田 博 長       藤 縄 喜 和 

   
原子力発電所に係る安全法制の整備及び防災体制の強化等を求める意見書 

 昨年３月１１日に発生した東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故においては、地震発生

から、約２７時間後に周辺２０キロメートル以内の住民には域外に避難、約９２時間後に２０～３０
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キロメートル以内の住民には屋内退避の指示が出されるなどの措置が適宜とられており、このことに

より、防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲（ＥＰＺ）を原発周辺１０キロメートルとする現在

の範囲では住民の安全を確保するためには不十分であることが明らかになった。 

 現在、内閣府原子力安全委員会専門部会の防災指針検討ワーキンググループにおいて、ＥＰＺ（８

～１０キロ）を見直し、緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）の導入等について検討が進められている

ところである。また、原子力災害対策特別措置法改正法案（原子力事業者からの防災業務計画の協議

や原子力発電所等への立入検査等の対象の「関係隣接都道府県」から「関係周辺都道府県」への変更

等）が１月、国会に上程されているが、同法案は国会審議のめどさえ立っていない状況である。しか

も、被害は自治体の区域で区切られるものではないにもかかわらず、原子力事業所の区域を管轄する

都道府県と関係周辺都道府県という枠は残ったままである。 

 本県においては、島根原子力発電所に係る原子力防災対策として、平成２４年２月、従来の島根県

と松江市のほかに鳥取県及び境港市、米子市等も加わった新たな枠組みで防災訓練の実施等を行った

ところである。このような防災対策には、モニタリングポストや防護服などの防災資機材の整備等に

多くの経費を要するほか、専門的知識を有する職員の配置も必要である。 

 よって、国においては、国民の安心・安全に対する信頼を一刻も早く回復するため、原子力災害対

策特別措置法を速やかに改正するとともに、原子力防災対策に必要な経費は国で負担されるよう強く

要望する。加えて、今後は原子力事業所の区域を管轄する都道府県と関係周辺都道府県という壁を取

り除き、原発事故の被害想定を基礎に法制度の整備を進められるとともに、これまで立地自治体中心

に行われてきた原発増設・原発稼動・再稼動等にかかる地元同意を関係周辺都道府県の範囲とするよ

う求める。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 24 年３月 19 日 

                                   鳥 取 県 議 会 
衆 議 院 議 長  

 
 
 
  様  
 
 
 
 
 

参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
財 務 大 臣 
文 部 科 学 大 臣 
経 済 産 業 大 臣 
原発事故の収束及び再発防止担当大臣 
原 子 力 行 政 担 当 大 臣 
防 災 担 当 大 臣 

 

   
議員提出議案第６号 

水道施設の耐震化等に対する国の財政支援の充実を求める意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年３月 19 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 

砂 場 隆 浩       長谷川   稔 

興 治 英 夫       斉 木 正 一 

安 田 優 子       横 山 隆 義 

内 田 博 長       藤 縄 喜 和 

   
水道施設の耐震化等に対する国の財政支援の充実を求める意見書 

住民にとって最も重要なライフラインのひとつである水道施設の耐震化は、緊急に対応しなけ

ればならない重要課題と言える。しかし、施設の耐震化には巨額の資金を必要とし、国の積極的

な財政支援なくしては、実現困難である。 
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 しかるに耐震化を図るための国庫補助事業である水道水源開発等施設整備費（ライフライン機

能強化事業費）においては、補助金採択要件として、地震により水道被害を受けるおそれのある

地域であることに加え、水１㎥当たりの供給単価である「資本単価」が一定額以上であること、

さらに、給水人口５万人以上の上水道事業の場合、補助メニューによっては、家庭用水道料金が

全国平均以上であることが求められている。 

 このため、長年の経営努力により施設の効率的な整備や水道料金の低料金化を達成している水

道事業者にあっては、要件を満たさず、国庫補助を受けられない場合があり、耐震化が進まない

要因となっている。 

 一方、地震等により水道施設が被災した場合に備えて、水道事業者はあらかじめ施設補修用の

資機材や、応急給水用の給水車、給水タンク等を備蓄・整備しているが、これらの備蓄・整備に

は、国の財政支援がないのが現状である。 

 よって、国においては、過去の震災を教訓とし、水道施設の耐震化を推進するとともに、水道

事業の健全経営を確保し水道事業の円滑な推進を図るため、次の事項の実現を強く求める。 

 

記 

 

１ 国庫補助金の採択要件とされている、資本単価が９０円／㎥以上であることと、１０㎥／月

使用した場合の家庭用水道料金が、全国平均以上であることについて、緩和すること。 

２ 水道事業者における給水車・給水タンク等の応急給水資機材の整備及び水道施設被災時の補

修用資機材の備蓄等を対象とした新たな財政支援制度を創設すること。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 24 年３月 19 日 

                                   鳥 取 県 議 会 

衆 議 院 議 長  

 

 

  様  

 

 

 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

    

 

議員提出議案第７号 

「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」の法制化を求める意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年３月 19 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 

砂 場 隆 浩       長谷川   稔 

興 治 英 夫       斉 木 正 一 

安 田 優 子       横 山 隆 義 

内 田 博 長       藤 縄 喜 和 

   
   

「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」の法制化を求める意見書 

 精神疾患患者は、平成２０年患者調査で３２３万人で、４大疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗

塞及び糖尿病）のいずれの患者数よりも多く、精神疾患は国民に広く関わる疾患となっている。

また、平成１０年から毎年３万人を超える自殺者の約９割に何らかの精神疾患に罹患していた可

能性があることが報告されるなど、こころの健康と精神疾患の問題は深刻な状況にある。 

 このような状況に鑑み、平成２３年７月には、厚生労働省が、都道府県が５年ごとに策定する

医療計画に記載する４大疾病に、新たに精神疾患を加え５大疾病とし、求められる医療機能の明

確化、医療機関等の機能分担や連携を推進する方針を決定したところである。 

 しかしながら、精神疾患対策に関しては、医師等の配置基準において他の医療分野との医療水

準の格差や患者を支える家族への支援が不十分など、まだまだ解決すべき課題が山積している。 
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 平成２２年４月に、当事者、家族、医療福祉の専門家及び学識経験者による「こころの健康政

策構想会議」が設立され、同年５月末に新たな法律の制定を求めることなどを内容とする「ここ

ろの健康政策についての提言書」が厚生労働大臣に提出されるなど、総合的な精神疾患対策を求

める国民の声が高まっている。 

 よって、国においては、精神医療改革、精神保健改革、家族支援の３つを軸として、国民すべ

てを対象としたこころの健康についての総合的、長期的な政策を保障する「こころの健康を守り

推進する基本法（仮称）」を早期に制定されるよう強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 24 年３月 29 日 

                                   鳥 取 県 議 会 

衆 議 院 議 長  

 

  様  

 

 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

文 部 科 学 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

   議員提出議案第８号 

災害廃棄物の処理の推進を求める決議 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年３月 19 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 

砂 場 隆 浩       長谷川   稔 

興 治 英 夫       斉 木 正 一 

安 田 優 子       横 山 隆 義 

内 田 博 長       藤 縄 喜 和 

   
災害廃棄物の処理の推進を求める決議 

 東日本大震災発生から１年を経て、政府は、津波被災地の岩手県及び宮城県の災害廃棄物の処

理について、被災３県を除く全国の都道府県に対して、法律に基づき、受入れを文書で要請する

こととした。 

 想定外が許されなくなった現在、いつ、どのような事態を迎えるか、誰にも想定できない。災

害廃棄物の処理も国や被災地だけの問題ではなく、少しでも協力すること、被災地を支え、寄り

添っていくことが、防災の原点であると心し、対応することが肝要である。 

 政府は、被災地以外の処理施設を活用した災害廃棄物の広域処理が不可欠として、全国の自治

体に協力をよびかけているが、受け入れが進んでおらず、現在においても、被災地では多くの災

害廃棄物が積み上げられ、早期の復旧復興への大きな支障となっている。 

 ついては、県においては、次の事項を速やかに実行するよう強く求め、ここに決議する。 

 

１ 国に対し責任をもって法律に基づく代行処理を行うとともに、受入れの際の不安が払拭され

るよう明確な安全基準の設定と災害廃棄物処理の説明責任を果たすことを働きかけること。 

２ 一般廃棄物を実際に処理している県内市町村や企業に対し受入への理解を求めること。 

 

 平成 24 年３月 19 日 

 

   
 

[平成24年６月定例会] 

議員提出議案第１号 

鳥取県議会基本条例 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年６月 25 日 

伊 藤 美都夫       稲 田 寿 久 

砂 場 隆 浩       長谷川   稔 
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市 谷 知 子       興 治 英 夫 

浜 田 妙 子       斉 木 正 一 

前 田 八壽彦       銀 杏 泰 利 

   
鳥取県議会基本条例 

 鳥取県議会は、直接、県民から選挙される議員からなる合議体の議決機関であり、知事とともに二元

代表制を構成する機関として、知事と対等な関係に立ち、互いに緊張関係を保ちつつ県政の運営に取り

組む責務を負っている。 

 地方分権の進展に伴い、地方公共団体の自己決定権が拡大する中で、とりわけ県民の様々な立場の代

表からなる議会には、県政における最高議決機関として、審議の場に県民の多様な意見を反映し、積極

的な議論を経て民意を集約する役割がますます期待されている。県民の視点に立ちつつ、地方議会とし

ての自立性を高め、監視機能や政策立案機能等の更なる充実強化を図ることによって、地方自治の本旨

を実現することが求められている。 

 鳥取県議会は、これまで、議場での活発な議論を通じて数多くの政策的条例を制定すること等により

積極的な政策立案及び政策提言を行うとともに、本会議及び委員会の放映、政務調査費の使途の公開そ

の他の方法により情報公開を推進する等、他の都道府県議会に先んじて改革を断行し、議会の活性化に

努めてきた。 

 今後は、これまでの経験を生かしつつ、より一層の自己改革に取り組むことにより、地域における民

主主義の進展と地方分権を推進すべく、公平かつ公正で透明性が高く、県民に信頼され分かりやすい議

会を更に目指すものである。 

 鳥取県議会は、ここに、議会に関する基本事項を定めることにより、県民の負託にこたえることを決

意し、この条例を制定する。 

 

第１章 総則  

（目的） 

第１条 この条例は、鳥取県議会（以下「議会」という。）の基本理念、議会の役割、議員の職務等を

明らかにするとともに、議会と県民又は知事その他の執行機関（以下「知事等」という。）との関係

その他の議会の基本事項を定めることにより、県民の負託にこたえ、もって県民福祉の向上及び県勢

の発展に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 議会は、地方分権の時代にふさわしい議会を目指し、県民を代表する県政における最高議決機

関として、真の地方自治の確立に取り組むものとする。 

 

第２章 議会の役割及び機能 

（議決） 

第３条  議会は、議決により、県又は議会の意思を確定するものとする。 

（監視及び評価） 

第４条 議会は、知事等の事務執行が適正に、かつ、公平性及び効率性をもって行われているか監視す

るものとし、必要と認める場合には、適切な措置を講ずるよう求めるものとする。 

２ 議会は、知事等の事務執行の効果及び成果について評価し、必要と認める場合には、適切な対応を

講ずるよう求めるものとする。 

（政策立案及び政策提言） 

第５条 議会は、議員提案による条例の制定、議案の修正、決議等を通じて、政策立案及び知事等に対

する政策提言を積極的に行うものとする。 

２ 議会は、議員提案による条例を制定しようとするときは、議員相互で十分に討議し、合意形成を図

るとともに、その内容に関し知事等の意見を聴取するよう努めるものとする。 

（議員相互の討議） 

第６条 議員は、常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会（以下「委員会」という。）並びに議案

の審査又は議会の運営に関し協議又は調整を行うための場（以下「協議等の場」という。）において、

積極的に議員相互の討議に努めるものとする。 

（委員会活動の活性化） 

第７条 委員会は、議会の閉会中又は県庁外における開催、県内外における調査活動の実施等を通じて、

県政の課題に対応した機動的な運営を行うものとする。 

（継続的な議会改革の推進） 
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第８条 議会は、真の地方自治の確立に向け、議会の役割及び責務を適切に果たすため、継続的に議会

改革に取り組むものとする。 

 

第３章 議員の役割及び活動 

（議員の職務） 

第９条 議員は、直接、それぞれが県民から選挙により選出されているという高い独立性の下、県民全

体の奉仕者、県民の代表者及び合議体の構成員としての職責を果たすため、次に掲げる職務を行うも

のとする。 

(１) 県又は議会の意思を確定させるための本会議における議案の審議及び県政の課題に関する議論 

(２) 知事等の事務執行の監視及び評価並びに必要な場合の適切な措置及び対応の要求 

(３) 委員会及び協議等の場における審査、協議等  

(４) 県の政策形成に関わる調査研究、企画及び立案 

(５) 県民の意見の聴取並びに議会活動についての県民への広報及び説明 

(６) 議会活動に必要な見識を高めるための研修への参加その他の自己研さん 

(７) 国、県及び市町村が主催し、又は共催する記念式典等公的行事への出席 

（議員の調査活動） 

第 10 条  議員は、知事等に対し資料の提出又は説明を求める等県政に関する調査活動を行うものとし、

知事等は、鳥取県情報公開条例（平成 12 年鳥取県条例第２号）の趣旨にのっとり議員の求めに応じな

ければならない。 

（政務調査費） 

第 11 条 議員は、議員の調査研究活動の充実を図り、もって監視、政策立案等の議会の機能を強化する

ため、鳥取県政務調査費交付条例（平成 13 年鳥取県条例第９号）の定めるところにより、政務調査費

の交付を受けるものとする。 

２ 政務調査費については、使途を公開し、透明性を確保しなければならない。 

（政治倫理） 

第 12 条 議員は、県民の厳粛な負託により、県政に携わる権能及び職責を有することを自覚し、県民の

代表として高潔性及び公正性を保持しなければならない。 

２  議員の政治倫理に関しては、別に定める。 

 

第４章 議会と県民との関係 

（県民意思の把握と県政への反映） 

第 13 条 議会は、議員の様々な議会活動を通じて、県民の多様な意見を的確に把握し、県政に反映させ

るものとする。 

（議会活動における県民参画の機会確保） 

第 14 条 議会は、公聴会、参考人招致等の制度を積極的に活用するとともに、政策立案等に際して県民

との意見交換の場を設ける等県民の議会活動に参画する機会の確保に努めるものとする。 

２ 議会は、県民から請願書又は陳情書が提出されたときは、誠実に処理するものとし、必要に応じて、

県民の意見を聴く機会を設けるものとする。 

（意思決定過程の透明化） 

第 15 条 議会は、意思決定過程を透明化し、県民に対する説明責任を果たすため、本会議、委員会等を

原則として公開するとともに、県民が傍聴しやすい環境を整備するものとする。 

２ 議会は、本会議及び委員会の状況についてインターネットを利用した配信等を行うとともに、会議

録を広く県民の閲覧に供するものとする。 

（広報活動） 

第 16 条 議会は、県民に対し、その諸活動について、多様な広報媒体を用いた積極的な情報提供を行う

ものとする。 

 

第５章 議会と知事等との関係 

（知事等との関係の基本原則） 

第 17 条 議会は、地方自治における二元代表制の一翼として、知事等との立場及び権能の違いを踏まえ、

対等であり、かつ、緊張ある関係を保ちつつ、県民福祉の向上及び県勢の発展のため、議会の役割及

び責務を果たすものとする。 
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第６章 議会事務局等 

（議会事務局等の機能の強化等） 

第 18 条  議会は、監視、政策立案等の議会の機能を発揮し、議会活動を円滑かつ効率的に行うため、議

会事務局の機能の強化及び組織体制の整備を図るものとする。 

２ 議会は、議員の調査研究に資するために設置する図書室を適正に管理し、運営するとともに、その

機能の強化に努めるものとする。 

３ 知事は、この条例の趣旨を十分に尊重し、議会が行う議会事務局等の機能の強化等について適切に

対応するものとする。 

 

第７章 補則 

（他の条例等との関係） 

第 19 条 この条例は、議会の基本事項を定める条例であり、議会に関する他の条例、規則等を制定し、

又は改廃する場合にあっては、この条例の趣旨にのっとりこの条例との整合を図るものとする。 

（検討及び見直し） 

第 20 条 議会は、県民の意見、社会情勢の変化等を踏まえ、この条例の施行の状況等について検討を加

え、その結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

   
 

 

[平成24年９月定例会] 

議員提出議案第１号 

谷村悠介議員に対する辞職勧告決議 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年９月 18 日 

                     鉄 永 幸 紀       内 田 隆 嗣 
                       福 田 俊 史       浜 崎 晋 一 
                       稲 田 寿 久       野 田   修 

小 谷   茂       山 口   享 
斉 木 正 一       安 田 優 子 
藤 井 省 三       上 村 忠 史 
横 山 隆 義       前 田 八壽彦 
内 田 博 長       藤 縄 喜 和 
広 谷 直 樹 

   
谷村悠介議員に対する辞職勧告決議 

平成２４年８月２７日付けの鳥取県議会議員 谷村悠介氏より発出された自由民主党鳥取県支部連

合会会長 山口 享氏宛の文書は、社会的にも道徳的にも決して許されない不穏当な内容であり、かつ、

脅迫ととられかねないものである。 

 報道でお知りになった多くの県民の皆様が驚きの声をあげると同時に、鳥取県議会にも批判・叱正

の声が寄せられている。 

 今回の事件は、一人の人間としても、ましてや、鳥取県議会議員としてもその品格を疑問視される

に止まらず、鳥取県議会全体の品格と倫理意識が問われていると言っても過言ではない。 

 まことに鳥取県議会として看過できない事件である。 

 既に鳥取県議会では「議会基本条例」を制定しており、現在「倫理条例」の制定に向けて鋭意検討

中であるが、今般の谷村議員の行動は、このような我々鳥取県議会の努力を否定し、その方向性を損

なうものである。 

 よって、我々議員の強い倫理観と規範意識に基づき、一定のけじめをつける必要があると決意せざ

るを得ない。 

 ここに、鳥取県議会として谷村議員に対し、議員としてあるまじき行動を取られた故をもって、議

員を辞職されんことを勧告するものである。 
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 以上、決議する。  

平成 24 年９月 18 日 

 

   
   
議員提出議案第２号 

平成２４年度における特例公債法の早期成立等を求める意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年 10 月 12 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 
長谷川   稔       国 岡 智 志 
興 治 英 夫       斉 木 正 一 
安 田 優 子       横 山 隆 義 
内 田 博 長       藤 縄 喜 和 

   
平成２４年度における特例公債法の早期成立等を求める意見書 

 平成２４年度における特例公債の発行等について定める「財政運営に必要な財源の確保を図るため

の公債の発行の特例に関する法律案」は、第１８０回国会で廃案となり、歳入の４割に当たる約３８

兆円は、確保できていない状況にある。 

 このため、政府は、９月７日に「９月以降の一般会計予算の執行について」閣議決定し、特例公債

金が財源となる全ての経費について予算執行の抑制を図るものとし、道府県分の普通交付税は９月交

付分を９月から１１月までの月割りの交付とするなどの措置としている。 

 このような状況及び今回の措置は、地方財政の安定を根本から脅かすこととなり、極めて不適正と

言わざるを得ず、財政力の弱い鳥取県にとって、こうした状況が長引けば県としても予算執行の見直

しを迫られ、様々な分野で住民生活に直接支障が生じることにもなりかねない。 

 よって、国においては、次の事項について、十分な配慮を行うよう強く要望する。 

 
記 

 

 １ 平成２４年度における特例公債の発行等について定める法律を早期に成立させるとともに、今

後、このたびのような措置を繰り返さないこと。 

 ２ 予算執行の抑制に伴い、金融機関からの借り入れ等により生じる金利負担等に対し、特別な財

政措置を行うなど万全の対策を講じること。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。   

平成 24 年 10 月 12 日 

                                   鳥 取 県 議 会 

衆 議 院 議 長  

 

  様  

参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
財 務 大 臣 

   
   
議員提出議案第３号 

日韓暫定水域等における漁業秩序の確立を求める意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年 10 月 12 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 
長谷川   稔       国 岡 智 志 
興 治 英 夫       斉 木 正 一 
安 田 優 子       横 山 隆 義 
内 田 博 長       藤 縄 喜 和 
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日韓暫定水域等における漁業秩序の確立を求める意見書 

 平成１１年１月に発効した日韓漁業協定により設定された日本海の広大な暫定水域は、本来両国が

共同利用、共同管理すべき水域であるにもかかわらず、韓国漁船に事実上独占され、無秩序操業によ

り資源の枯渇が懸念される状況が続いている。 

 また、日本海の暫定水域に隣接した我が国の排他的経済水域では、韓国漁船の違法操業が恒常化す

るとともに、投棄漁具等による漁場荒廃が続いており、漁業者の自由かつ安全な操業、航行を脅かし

ているのみならず、本県はもとより我が国の漁業に深刻な影響を与えている。 

 このような事態を改善するためには、両国間協議によって暫定水域内における漁業秩序や資源管理

方策を早急に確立するとともに、我が国の排他的経済水域内における韓国漁船の違法操業に対する取

締りの一層の強化等が求められる。 

 よって、国においては、竹島の領土問題の解決を目指し排他的経済水域の境界線の画定に全力を挙

げられるとともに、境界線が画定するまでの間、暫定水域等の漁業秩序等を確立されるよう強く要望

する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 24 年 10 月 12 日 

                                   鳥 取 県 議 会 

衆 議 院 議 長  

 

  様  

 

 

 

参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
外 務 大 臣 
農 林 水 産 大 臣 
国 土 交 通 大 臣 

   
議員提出議案第４号 

島根原子力発電所に係る中国電力との安全協定等の改定を求める決議 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年 10 月 12 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 
長谷川   稔       国 岡 智 志 
興 治 英 夫       斉 木 正 一 
安 田 優 子       横 山 隆 義 
内 田 博 長       藤 縄 喜 和 

   
島根原子力発電所に係る中国電力との安全協定等の改定を求める決議 

 平成２３年１２月２５日、鳥取県、米子市、境港市及び中国電力株式会社は、島根原子力発電所に

係る県民の安全確保及び環境の保全を図ることを目的として、安全協定等の締結を行った。 

 この安全協定は、ＥＰＺ（防災対策を重点的に充実すべき区域）の範囲（８～１０キロ）から外れ

た自治体として、全国で初めて締結されたものであるが、立入調査が現地確認にとどまるなど原発の

所在都道府県とは異なるものとなっており、同協定第１９条において、国の原子力防災対策見直しの

ほか改定すべき事由が生じたときは、改定を申し出ることができ、その場合は誠意をもって協議する

ものとされている。 

 その後、東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故において、その影響が広範囲に及んだ反

省と教訓を踏まえ、平成２４年３月原子力防災指針の中間報告で、ＥＰＺの範囲を見直し、新たに、

避難、屋内退避、安定ヨウ素剤の予防服用等の緊急防護措置を準備する区域（ＵＰＺ）を原子力施設

から概ね３０キロに設定するという考え方が示された。 

 この考え方を踏まえ、第１８０回国会等において原子力災害対策特別措置法及び同法施行令の一部

改正が行われ、立入検査や原子力事業者からの防災業務計画の協議の対象先に原子力発電所の周囲３

０キロの区域内にある都道府県知事も加えられたところである。 
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 さらに今月に入って、新設された原子力規制委員会が原子力災害対策を重点的に充実すべき区域を

３０キロ圏に拡大した新たな「原子力災害対策指針」案をまとめ、月内にも最終決定される見込みで

ある。 

 このような見直しと原子力防災対策の進展を受け、県においては、現在の安全協定等が原発の所在

都道府県並みとなるよう改定を申し入れ、中国電力株式会社においては、これに誠意をもって応じら

れることを強く求め、ここに決議する。 

  平成 24 年 10 月 12 日 

議員提出議案第５号 

「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年 10 月 12 日 

                       鉄 永 幸 紀       内 田 隆 嗣 
福 田 俊 史       浜 崎 晋 一 
稲 田 寿 久       野 田   修 
小 谷   茂       山 口   享 
斉 木 正 一       安 田 優 子 
藤 井 省 三       上 村 忠 史 
横 山 隆 義       前 田 八壽彦 
内 田 博 長       藤 縄 喜 和 
銀 杏 泰 利       濵 辺 義 孝 
澤   紀 男       広 谷 直 樹 

   
「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書 

 昨年３月１１日に発生した東日本大震災は、その規模と範囲、犠牲者の数において未曾有の被

害をもたらした。 

 この震災被害や津波被害、東京電力福島第一原子力発電所の放射能汚染被害等の国家的緊急事

態への対応において、「想定外」という言葉に代表されるように、国民の安全を守るための法律

の不備が明らかになった。 

 一方、世界の多くの国では、今回のような大規模自然災害時には「非常事態宣言」を発令し、

政府主導のもとに迅速に対応している。 

 しかしながら、わが国の憲法は、平時を想定したものであり、諸外国に見られるような外部か

らの武力攻撃、テロや大規模自然災害を想定した「非常事態条項」が明記されておらず、平時体

制のまま国家的緊急事態に対応しようとすると、被災地で活動する自衛隊、警察、消防などの初

動態勢において、部隊の移動、私物の撤去、土地の収用等に手間取り、救援活動にさまざまな支

障をきたし、その結果、更に被害が拡大することとなる。 

 そこで、外国からの侵略やテロ、騒乱等の有事や大規模自然災害、原子力発電所の臨界事故な

ど、国家の独立と安全における危機や国民の生命、財産が脅かされる重大で切迫した事態には、

緊急事態宣言を発動して政府と地方自治体が一体となって迅速かつ適切に対応する必要がある。 

 平成１６年５月には、自由民主党、民主党、公明党の三党により、「緊急事態基本法」の制定

について合意がなされたが、いまだ制定に至っていない。 

 よって、国におかれては、今後想定されるあらゆる事態に備え、日本及び国民の安心・安全を

守るため、「緊急事態基本法」を早急に制定されるよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 24 年 10 月 12 日 

                                   鳥 取 県 議 会 

衆 議 院 議 長  

 

 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 
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総 務 大 臣   様  

 

 

法 務 大 臣 

外 務 大 臣 

国 土 交 通 大 臣 

防 衛 大 臣 

 

   
議員提出議案第６号 

Ｂ型・Ｃ型肝炎患者の救済に関する意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年 10 月 12 日 

福祉生活病院常任委員会 

委員長 浜田 妙子  

   
Ｂ型・Ｃ型肝炎患者の救済に関する意見書 

 我が国には、Ｂ型・Ｃ型肝炎感染者・患者が３５０万人いると推定され、その大半は、集団予防接

種、注射針の使い回し、輸血、血液製剤の投与などの医療行為による感染が原因とされる。このよう

な感染被害の拡大を招いたことに対する「国の責任」と、肝炎患者を救済する責務が明記された肝炎

対策基本法が平成２２年１月に施行された。 

 しかし、「薬害肝炎救済特別措置法」による裁判で救済された薬害Ｃ型肝炎患者はほんの一握りで、

注射針の使い回しや輸血が原因の患者・遺族に対する救済の仕組みはできていない。 

 集団予防接種によるＢ型肝炎感染被害については、特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に

関する特別措置法が平成２３年１２月に成立したが、母子感染ではないとの証明など、救済条件を満

たして裁判による救済が可能な患者は数万人とされ、証明できない大多数の患者や死亡した患者の遺

族は、救済の対象外に置かれている。 

 このように現行法によって法的救済、補償を受けられる患者はごく一部であり、救済を受けられな

い多くのＢ型・Ｃ型肝炎患者等に対して、国が感染被害を償い、肝炎治療と生活を支える公的支援制

度を確立することが求められている。 

 よって、国においては、Ｂ型・Ｃ型肝炎患者等を救済するため、次の事項について、速やかに実現

するよう強く要望する。 

 
記 

 

 １ 肝炎対策基本法に基づき、患者救済に必要な法整備及び予算化を進め、救済策を実施すること。 

 ２ 肝炎治療薬、検査費及び入院費への助成をはじめ、肝炎治療費への公的支援制度を確立するこ

と。 

 ３ 肝硬変、肝がん患者への障害者手帳の交付基準を改善し、患者の救済を図ること。 

 ４ 治療体制、治療環境の整備、治療薬・治療法の開発、治験の迅速化等を図ること。 

 ５ 肝炎ウイルスの未検査者、ウイルス陽性者の未治療者の実態を調査し、早期発見・早期治療に

つながる施策を講じるとともに、Ｂ型・Ｃ型肝炎への偏見差別の解消、薬害の根絶を図ること。 

 ６ 「薬害肝炎救済特別措置法」による救済の枠組みを広げ、血液製剤による感染の可能性が高い

薬害Ｃ型肝炎患者を広く救済する措置を講じること。 

 ７ 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法を改正し、集団予防接種の注

射針の使い回しによる感染の可能性のあるＢ型肝炎患者を広く救済する措置を講じること。 

 ８ 医原病であるＢ型・Ｃ型肝炎による死亡者には一時金、感染者には健康管理手当を支給する法

制度の確立によって、感染被害が償われ、持続的に治療を続けられる環境を整備すること。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 24 年 10 月 12 日 

                          鳥 取 県 議 会 
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衆 議 院 議 長  
 
 
  様  
 
 

参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
法 務 大 臣 
財 務 大 臣 
厚 生 労 働 大 臣 

    

[平成24年11月定例会] 

議員提出議案第１号 

鳥取県議会委員会条例等の一部を改正する条例 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年 12 月 18 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 
                       長谷川   稔       国 岡 智 志 
                       興 治 英 夫       斉 木 正 一 
                       横 山 隆 義       内 田 博 長 
                      藤 縄 喜 和     

   
（鳥取県議会委員会条例の一部改正） 

第１条 鳥取県議会委員会条例（昭和 31 年鳥取県条例第 32 号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 

（委員の選任及び辞任） 

第４条 略 

２ 議員は、一の常任委員となるものとする。 

３ 常任委員及び議会運営委員は、議員の任期中

在任する。 

４ 特別委員は、委員会に付託された事件が議会

において審議されている間在任する。 

５ 略 

６ 略 

７ 第１項ただし書の規定により委員を選任した

とき、第５項ただし書の規定により常任委員の

所属を変更したとき、並びに前項ただし書の規

定により議会運営委員及び特別委員の辞任を許

可したときは、議長は、その旨を次の議会に報

告しなければならない。 

 

 

（委員の選任及び辞任） 

第４条 略 

  

 

 

 

 

２ 略 

３ 略 

４ 第１項ただし書の規定により委員を 選任し

たとき、第２項ただし書の規定 により常任委

員の所属を変更したと き、並びに前項ただし

書の規定により議会運営委員及び特別委員の辞

任を許可したときは、議長は、その旨を次の議

会に報告しなければならない。 

 

（鳥取県政務調査費交付条例の一部改正） 

第２条 鳥取県政務調査費交付条例（平成１３年鳥取県条例第 9号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように

改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 

鳥取県政務活動費交付条例 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律

第 67 号）第 100 条第 14 項から第 16 項までの規

 

鳥取県政務調査費交付条例 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律

第 67 号）第 100 条第 14 項及び第 15 項の規定に
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定に基づき、政務活動費の交付に関し必要な事

項を定め、鳥取県議会の審議能力の強化を図る

ことを目的とする。 

（政務活動費の交付対象） 

第２条 県は、この条例の目的を達成するため、

鳥取県議会議員（以下「議員」という。）に対し、

政務活動費を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

（政務活動費の額等） 

第３条 政務活動費の額は、月額 25 万円とする。 

 

２ 政務活動費は、各四半期の最初の月の 10 日

（その日が県の休日に当たるときは、その日後

において、その日に最も近い県の休日でない日。

以下同じ。）に、当該四半期に属する月（当該四

半期の途中に議員の任期満了の日があるとき

は、その日の属する月の翌月以降の月を除く。）

の分を一括して交付する。ただし、四半期の途

中から議員の任期が始まるときは、議員の任期

が始まる日の属する月（以下「任期開始月」と

いう。）の翌月（議員の任期が始まる日が月の初

日であるときは、任期開始月）の 10 日に、その

月以降の当該四半期に属する月の分を一括して

交付する。 

３ 月の途中に議員の任期満了、辞職、失職、死

亡若しくは除名又は議会の解散により議員でな

くなった場合におけるその月の分の政務活動費

については、これらの事由が生じなかったもの

とみなす。この場合において、議員がその月の

翌月以降の月の分の政務活動費の交付を受けて

いるときは、速やかに、当該政務活動費を県に

返還しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（政務活動費の使途等） 

第４条 議員は、政務活動費を、県政に関する調

査研究その他議会の審議能力の強化に資するた

め必要な経費であって、別表に定めるものに充

てなければならない。 

基づき、政務調査費の交付に関し必要な事項を

定め、鳥取県議会の審議能力の強化を図ること

を目的とする。 

（政務調査費の交付） 

第２条 県は、この条例の目的を達成するため、

鳥取県議会議員（以下「議員」という。）に対し、

政務調査費を交付する。 

２ 政務調査費は、各四半期の最初の月の 10 日

（その日が県の休日に当たるときは、その日後

において、その日に最も近い県の休日でない日。

以下同じ。）に、在職議員に交付する。ただし、

四半期の最初の月の 10 日から末日までの間に

議員の任期満了の日があるときは、その翌月の

10 日に、在職議員に交付する。 

（政務調査費の額） 

第３条 それぞれの議員に交付する政務調査費の

額は、四半期ごとに 75 万円とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 議員は、前項の規定にかかわらず、次の各号

のいずれかに該当するときは、速やかに、当該

各号に定める額の政務調査費を県に返還しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

(１) 四半期の最初の 10 日から末日までの間

に辞職、失職、死亡若しくは除名又は議会の

解散により議員でなくなったとき  50 万円 

(２) 四半期の２番目の月の初日から末日まで

の間（その前月の 10 日から末日までの間に議

員の任期満了の日があったときは、四半期の

２番目の月の 10 日から末日までの間）に任期

満了、辞職、失職、死亡若しくは除名又は議

会の解散により議員でなくなったとき 25

万円 

（政務調査費の使途等） 

第４条 議員は、政務調査費を、規則で定める使

途基準に従い県政に関する調査研究に資する支

出に充てなければならない。 
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２ 議長は、政務活動費の使途及び、支出手続に

関する指針を定めるものとする。 

 

３ 議員は、政務活動費の執行に当たっては、前

項の指針を尊重しなければならない。 

（収支報告書の提出） 

第５条 議員は、その年度に交付を受けた政務活

動費に係る次に掲げる事項を記載した報告書

（以下「収支報告書」という。）を、年度終了日

（その日前に任期満了、辞職、失職若しくは除

名又は議会の解散により議員でなくなったとき

は、議員でなくなった日）の翌日から起算して

30 日以内に、議長に提出しなければならない。 

(１) 政務活動費の総額 

(２) 政務活動費を充てた支出について、その

総額及び別表に定める使途区分ごとの金額 

 

 

２ 議員は、その年度に交付を受けた政務活動費

のうちに支出に充てない残額が生じたときは、

前項の規定による収支報告書の提出後速やか

に、当該残額を県に返還しなければならない。 

（収支報告書の調査） 

第６条 議長は、政務活動費の適正な執行を図る

ため、前条第１項の規定により提出された収支

報告書の内容について必要な調査を、地方自治

法第 138 条 第３項に規定する事務局長（以下

「事務局長」という。）に行わせるものとする。） 

２ 議員は、前項の調査に資するため、前条第１

項に定める期間内に、政務活動費を充てた支出

に係る領収書その他の収支報告書の内容を証す

る書類（以下「証拠書類」という。）の写しを事

務局長に提出しなければならない。 

３～５ 略 

（収支報告書等の保存及び閲覧等） 

第８条 議長は、第５条第１項及び第６条第２項

の規定により提出された収支報告書及び証拠書

類の写しを、当該収支報告書の提出期限の翌日

から起算して５年を経過する日まで保存しなけ

ればならない。） 

２ 次に掲げるものは、議長に対し、前項の規定

により保存されている収支報告書及び鳥取県議

会情報公開条例（平成 12 年鳥取県条例第 59 号）

第８条に規定する非開示情報に係る部分を除い

た証拠書類の写し（以下「収支報告書等」とい

う。）の閲覧又は写しの交付を請求することがで

きる。 

(１)～(４) 略 

３ 前項の規定による収支報告書等の閲覧又は写

しの交付の請求は、当該収支報告書等の提出期

限の翌日から起算して２月を経過する日の翌日

からすることができる。 

４ 第２項の規定による収支報告書等の写しの交

２ 議長は、前項の使途基準に従い、政務調査費

の使途及び手続に関する指針を定めるものとす

る。 

３ 議員は政務調査費の執行に当たっては、前項

の指針を尊重しなければならない。 

（収支報告書の提出） 

第５条 議員は、その年度に交付を受けた政務調

査費に係る次に掲げる事項を記載した報告書

（以下「収支報告書」という。）を、年度終了日

（その日前に任期満了、辞職、失職若しくは除

名又は議会の解散により議員でなくなったとき

は、議員でなくなった日）の翌日から起算して

30 日以内に、議長に提出しなければならない。 

(１) 政務調査費の総額 

(２) 政務調査費を充てた支出について、その

総額並びに調査研究費、研修費、会議費、資

料作成費、資料購入費、広報費、事務所費、

事務費及び人件費の金額 

２ 議員は、その年度に交付を受けた政務調査費

のうちに支出に充てない残額が生じたときは、

前項の規定による収支報告書の提出後速やか

に、当該残額を県に返還しなければならない。 

（収支報告書の調査） 

第６条 議長は、政務調査費の適正な執行を図る

ため、前条第１項の規定により提出された収支

報告書の内容について必要な調査を、地方自治

法第 138 条第３項に規定する事務局長（以下「事

務局長」という。）に行わせるものとする。 

２ 議員は、前項の調査に資するため、前条第１

項に定める期間内に、政務調査費を充てた支出

に係る領収書その他の収支報告書の内容を証す

る書類（以下「証拠書類」という。）の写しを事

務局長に提出しなければならない。 

３～５ 略 

（収支報告書の保存及び閲覧等） 

第８条 議長は、第５条第１項の規定により提出

された収支報告書を、当該収支報告書の提出期

限の翌日から起算して５年を経過する日まで保

存しなければならない。 

 

２ 次に掲げるものは、議長に対し、前項の規定

により保存されている収支報告書の閲覧又は写

しの交付を請求することができる。 

 

 

 

 

(１)～(４) 略 

３ 前項の規定による収支報告書の閲覧又は写し

の交付の請求は、当該収支報告書の提出期限の

翌日から起算して２月を経過する日の翌日から

することができる。 

４ 第２項の規定による収支報告書の写しの交付
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付を受けるものは、当該交付に要する費用を負

担しなければならない。 

５ 前３項に定めるもののほか、第２項の規定に

よる収支報告書等の閲覧又は写しの交付に関し

必要な事項は、議長が別に定める。 

 

別表（第 4条、第 5条関係）  

使途区分 内 容 

調査研究費 実地調査及び調査委託に要す

る経費 

研修費 研修会等への参加に要する経

費 

会議費 各種会議の開催に要する経費 

資料作成 資料の作成に要する経費 

資料購入費 図書、資料等の購入に要する

経費 

広報費 広報活動に要する経費 

事務所費 事務所の設置及び管理に要す

る経費 

事務費 事務遂行に要する経費 

人件費 補助する職員の雇用に要する

経費 
 

を受けるものは、当該交付に要する費用を負担

しなければならない。 

５ 前３項に定めるもののほか、第２項の規定に

よる収支報告書の閲覧又は写しの交付に関し必

要な事項は、議長が別に定める。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（鳥取県議会基本条例の一部改正） 

第３条 鳥取県議会基本条例（平成 24 年鳥取県条例第 51 号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 

（政務活動費） 

第１１条 議員は、議員の調査研究その他の活動

の充実を図り、もって監視、政策立案等の議会

の機能を強化するため、鳥取県政務活動費交付

条例（平成 13 年鳥取県条例第９号）の定めると

ころにより、政務活動費の交付を受けるものと

する。 

２ 政務活動費については、使途を公開し、透明

性を確保しなければならない。   

 

 

（政務調査費） 

第１１条 議員は、議員の調査研究活動の充実を

図り、もって監視、政策立案等の議会の機能を

強化するため、鳥取県政務調査費交付条例（平

成 13 年鳥取県条例第９号）の定めるところによ

り、政務調査費の交付を受けるものとする。 

 

２ 政務調査費については、使途を公開し、透明

性を確保しなければならない。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、地方自治法の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 72 号）附則第１条ただし書に

規定する規定の施行の日から施行する。 

（経過措置）  

２ 第２条の規定による改正後の鳥取県政務活動費交付条例の規定は、この条例の施行の日以後の四

半期の最初の月の10日に交付する政務活動費から適用し、同日前に交付した政務調査費については、

なお従前の例による。 

 

（鳥取県情報公開条例の一部改正） 
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３ 鳥取県情報公開条例（平成 12 年鳥取県条例第 2号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（開示義務） 

第９条 略 

２ 実施機関は、開示請求に係る公文書に次の各

号に掲げる情報のいずれかが含まれている場合

には、前項の規定にかかわらず、当該開示請求

に係る公文書を開示しないものとする。 

 (１)～(７) 略 

 (８) 鳥取県政務活動費交付条例（平成 13 年鳥

取県条例第９号）第６条第２項の規定に基づ

き提出される証拠書類の写しに記載されてい

る情報であって、公にすることにより、議員

の政治活動に支障を及ぼすおそれがあるもの 

 

 

（開示義務） 

第９条 略 

２ 実施機関は、開示請求に係る公文書に次の各

号に掲げる情報のいずれかが含まれている場合

には、前項の規定にかかわらず、当該開示請求

に係る公文書を開示しないものとする。 

 (１)～(７) 略 

 (８) 鳥取県政務調査費交付条例（平成 13 年鳥

取県条例第９号）第６条第２項の規定に基づ

き提出される証拠書類の写しに記載されてい

る情報であって、公にすることにより、議員

の政治活動に支障を及ぼすおそれがあるもの 

 

（鳥取県議会情報公開条例の一部改正） 

４ 鳥取県議会情報公開条例（平成 12 年鳥取県条例第 59 号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 

（公文書の開示義務） 

第８条 議長は、開示請求があったときは、開示

請求に係る公文書に次の各号に掲げる情報（以

下「非開示情報」という。）のいずれかが記録さ

れている場合を除き、開示請求者に対し、当該

公文書を開示しなければならない。 

 (１)～(８) 略 

 (９) 鳥取県政務活動費交付条例（平成 13 年鳥

取県条例第９号）第６条第２項の規定に基づ

き提出される証拠書類の写しに記載されてい

る情報であって、公にすることにより、議員

の政治活動に支障を及ぼすおそれがあるもの 

 

 

（公文書の開示義務） 

第８条 議長は、開示請求があったときは、開示

請求に係る公文書に次の各号に掲げる情報（以

下「非開示情報」という。）のいずれかが記録さ

れている場合を除き、開示請求者に対し、当該

公文書を開示しなければならない。 

 (１)～(８) 略 

 (９) 鳥取県政務調査費交付条例（平成 13 年鳥

取県条例第９号）第６条第２項の規定に基づ

き提出される証拠書類の写しに記載されてい

る情報であって、公にすることにより、議員

の政治活動に支障を及ぼすおそれがあるもの 

   
   
議員提出議案第２号 

地球温暖化対策を推進するための森林整備等に係る財源の確保を求める意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年 12 月 18 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 
                       長谷川   稔       国 岡 智 志 
                       興 治 英 夫       斉 木 正 一 
                       横 山 隆 義       内 田 博 長 
                       藤 縄 喜 和 

   
地球温暖化対策を推進するための森林整備等に係る財源の確保を求める意見書 

 森林は、木材を供給するという役割のみならず、地球温暖化の防止や国土の保全など国民生活に欠

かせない多くの役割があり、特に、地球温暖化の防止に関しては、森林の整備そのものが大きな役割

を担っている。 
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 このような中、国は税制による地球温暖化対策を強化する観点から、「地球温暖化対策のための税」

を今年 10 月から導入したところであるが、その使い道は、地球温暖化対策の一つである二酸化炭素排

出抑制施策に限定され、もう一つの大きな柱である森林吸収源対策には全く充てることができない仕

組みとなっている。 

 地域経済が疲弊している中、必要な財源を確保した上で、森林と路網の整備を適切に実施するとと

もに、木材の利用さらには木質バイオマスなど再生可能エネルギーの利用を促進することにより、森

林・林業・林産業が再生し、これにより地域経済の活性化と雇用の確保が図られることとなることか

ら、国全体で地球温暖化問題を真剣に取り上げ、森林吸収源対策を強力に推進していく必要がある。 

 よって、国においては、地球温暖化対策の推進のための森林整備等に係る財源を確保するため、次

の事項について、速やかに実現するよう強く要望する。 

記 

１ 地球温暖化対策を着実に進める観点から、「地球温暖化対策のための税」の使途に森林吸収源対策

を新たに位置付け、森林・林業・林産業における地球温暖化対策の実行に必要な財源を安定的に確

保するための措置を講じること。 

２ １の財源によって、再生可能エネルギー源としての木質バイオマスや住宅分野における建築用材

など木材の利用による二酸化炭素の排出抑制のための支援を充実すること。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 24 年 12 月 18 日 

                                 鳥 取 県 議 会 

 

衆 議 院 議 長 

 

 

 

  様  

 

 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

財 務 大 臣 

農 林 水 産 大 臣 

経 済 産 業 大 臣 

環 境 大 臣 

  

   
議員提出議案第３号 

自治体における防災・減災のための事業に対する国の財政支援を求める意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年 12 月 18 日 

                       野 田   修       伊 藤   保 
                       長谷川   稔       国 岡 智 志 
                       興 治 英 夫       斉 木 正 一 
                       横 山 隆 義       内 田 博 長 
                       藤 縄 喜 和 

   
 自治体における防災・減災のための事業に対する国の財政支援を求める意見書 

12 月２日に発生した中央自動車道・笹子トンネル事故は、死者９人を含む大惨事となった。この事

故は、天井のコンクリート板の崩落によるものであり、トンネル完成から 30 年以上経ち、老朽化が影

響している可能性が高いとみられている。 

 地方自治体が所有・管理する道路、橋梁等の社会資本は、高度経済成長期の発展とともに、昭和 40

年代から加速化して整備した経緯があり、現在その多くが改築・改修期（建設後 30～50 年）を迎えて

いる。 

 社会資本は生活の基盤であるだけでなく、災害時には住民の生命・財産を守る機能もあるが、近年

悪化の一途をたどる自治体の財政状況から、防災・減災の強化はおろか、社会資本の計画的修繕や改

築すら進まない状況にある。 
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 国土交通省の調査でも、自治体が管理する道路橋で老朽化のための補修が必要な全国およそ６万の

橋のうち 89 パーセントが、厳しい財政状況などを背景に補修されないままになっていることが分かっ

たとの報告があり、二度と事故が起きないよう早急な対策が求められる。 

 よって、国においては、地方自治体共通の課題である社会資本の老朽化対策等の防災・減災のため

の事業について、予算の重点的な配分、地方負担の軽減措置等財政支援の拡充を行われるよう強く要

望する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

平成 24 年 12 月 18 日 

                                 鳥 取 県 議 会 

衆 議 院 議 長  

 

 

  様  

 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

文 部 科 学 大 臣 

農 林 水 産 大 臣 

国 土 交 通 大 臣 

防 災 担 当 大 臣 

  

   
議員提出議案第４号 

北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射に関する意見書 

 この議案を別紙のとおり提出する。 

  平成 24 年 12 月 18 日  

                       野 田   修       伊 藤   保 
                       長谷川   稔       国 岡 智 志 
                       興 治 英 夫       斉 木 正 一 
                       横 山 隆 義       内 田 博 長 
                       藤 縄 喜 和 

   
北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射に関する意見書 

 12 月 12 日、北朝鮮は我が国を初め国際社会から再三にわたる中止要請にもかかわらず、人工衛星打

ち上げと称し、事実上のミサイル発射実験を行った。この行為は、弾道ミサイル技術を使用したいか

なる発射も禁止した国連安全保障理事会決議に違反することは明白であり、東アジア地域のみならず、

国際社会の平和と安定を損なうものである。 

 北朝鮮はこれまで、国連安全保障理事会決議を無視し、弾道ミサイル技術を使用した発射や核実験

を繰り返しており、今回また行われた事実上のミサイルの発射は重大な挑発的行為であり、絶対に容

認することはできない。 

 よって、国においては、再びこのような暴挙を繰り返すことのないよう、北朝鮮に対し厳重に抗議

することはもちろん、国際社会に対し積極的に訴えていくとともに、国民の安全確保のため必要かつ

適切なあらゆる措置を講ずるよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

   平成 24 年 12 月 18 日 

 鳥 取 県 議 会                     

衆 議 院 議 長  

 

  様  

 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

外 務 大 臣 

防 衛 大 臣 
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３．動議（１件） 

区分 件 名 議決月日 採 決 

９月 

定例 

谷村悠介議員に対する懲罰動議 10月11日 可 決 

 

４．報告事項（４３件） 

区分 件     名 

２月 

定例 

第 １ 号 

第 ２ 号 

第 ３ 号 

第 ４ 号 

議会の委任による専決処分の報告について  

新生公立鳥取環境大学運営協議会規約を施行する日について  

地方独立行政法人鳥取県産業技術センターの常勤職員数について  

第４号長期継続契約の締結状況について 

平成 23 年度行政監査結果報告 

平成 22 年度決算に係る財政的援助団体等監査結果報告 

鳥取県包括外部監査報告（平成 23 年度） 

例月現金出納検査報告 
  一般会計及び特別会計、県営企業、県営病院事業（平成 23 年 11 月～平成 24 年１月） 

議案第 41 号及び第 89 号に対する人事委員会の意見 

議員派遣の報告 

６月 

定例 

第 １ 号 

第 ２ 号 

第 ３ 号 

第 ４ 号 

第 ５ 号 

第 ６ 号 

第 ７ 号 

第 ８ 号 

第 ９ 号 

第 1 0 号 

第 1 1 号 

第 1 2 号 

平成２３年度鳥取県一般会計継続費繰越計算書について 

平成２３年度鳥取県一般会計繰越明許費繰越計算書について 

平成２３年度鳥取県一般会計事故繰越し繰越計算書について 

平成２３年度鳥取県天神川流域下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書について 

平成２３年度鳥取県県営林事業特別会計繰越明許費繰越計算書について 

平成２３年度鳥取県港湾整備事業特別会計繰越明許費繰越計算書について 

平成２３年度鳥取県営電気事業会計予算繰越計算書について 

平成２３年度鳥取県営工業用水道事業会計予算繰越計算書について 

平成２３年度鳥取県営病院事業会計継続費繰越計算書について 

平成２３年度鳥取県営病院事業会計予算繰越計算書について 

議会の委任による専決処分の報告について  

長期継続契約の締結状況について  

例月現金出納検査報告 
  一般会計及び特別会計、県営企業、県営病院事業（平成 24 年２月～４月） 

議案第９号に対する人事委員会の意見 

９月 

定例 

第 １ 号 

第 ２ 号 

第 ３ 号 

第 ４ 号 

第 ５ 号 

第 ６ 号 

平成２３年度鳥取県営電気事業会計継続費精算報告書について  

議会の委任による専決処分の報告について 

地方独立行政法人鳥取県産業技術センターの業務の実績に関する評価について  

法人の経営状況について  

鳥取県出資法人等における給与等の状況について  

長期継続契約の締結状況について  

職員の給与に関する報告及び勧告並びに人事管理に関する報告 

住民監査請求に基づく監査結果 

行政監査結果報告（平成24年度） 

例月現金出納検査報告 

  一般会計及び特別会計、県営企業、県営病院事業（平成24年５月～７月） 

議案第７号「鳥取県税条例の一部改正について」に対する意見 

議員派遣の報告 

11月 

定例 

第 １ 号 

第 ２ 号 

第 ３ 号 

平成２３年度鳥取県継続費精算報告書について  

議会の委任による専決処分の報告について  

長期継続契約の締結状況について  

平成23年度決算に係る定期監査結果報告 

例月現金出納検査報告 

  一般会計及び特別会計、県営企業、県営病院事業（平成24年８月～10月） 

議案第29号に対する人事委員会の意見 

議員派遣の報告 
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第３節 請願・陳情の審査状況 
 

◎委員会別審査結果一覧 
 

区   分 

請願（件数） 陳情（件数） 

採

択 

趣
旨
採
択 

不

採

択 

研
究
留
保 

審
議
未
了 

取
り
下
げ 

計 

採

択 

趣
旨
採
択 

不

採

択 
研
究
留
保 

審
議
未
了 

取
り
下
げ 

計 

総 務 教 育 

常任委員会 

前年研留         1  1   2 

24年受理         1 6    7 

計         2 6 1   9 

福祉生活病院 

常任委員会 

前年研留         2  1   3 

24年受理 3      3 1 4 5 5   15 

計 3      3 1 6 5 6   18 

農林水産商工 

常任委員会 

前年研留               

24年受理          1    1 

計          1    1 

企画県土警察 

常任委員会 

前年研留               

24年受理         2 7    9 

計         2 7    9 

合  計 

前年研留               

24年受理 3      3       3 

計 3      3 1 10 19 7   37 
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１．請願の件名及び処理結果（３件） 

◎福祉生活病院常任委員会（３件）        

受理番号及び 

受 理 年 月 日 
所管 件     名 提  出  者 紹介議員 

審査結果 

前年 ２月 ６月 ９月 11月 

福 

24年－2 

(24.2.15) 

福祉

保健 

「こころの健康を守り推進

する基本法（仮称）」の法制

化を求める意見書の提出に

ついて 

鳥取県精神障害者家族会

連合会 

会長 濵 﨑 智 熙 

安田 優子 

興治 英夫 

砂場 隆浩 

澤  紀男 

－ 採択 － － － 

福 

24年－12 

(24. 6. 6) 

危機

管理 

「緊急事態基本法」の早期制

定を求める意見書の提出に

ついて 

仲 山 一 成 上村 忠史 － － 
研究

留保 
採択 － 

福 

24年－20 

(24. 9.13) 

福祉

保健 

Ｂ型肝炎・Ｃ型肝炎患者の救

済に関する意見書の提出に

ついて 

Ｂ型・Ｃ型肝炎全国センタ

ー（すべての肝炎患者の救

済を求める全国センター） 

Ｂ型・Ｃ型肝炎救済鳥取の

会 

代表 西 村 眞智子 

小谷  茂 － － － 採択 － 

 

２．陳情の件名及び処理結果（３７件） 

◎総務教育常任委員会（９件）       

受理番号及び 

受 理 年 月 日 
所管 件     名 提  出  者 

審査結果 

前年 ２月 ６月 ９月 11月 

総 

23年－13 

(23.11.22) 

教育 

鳥取西高等学校の耐震改修整備に

あたり移転を前提としないことに

ついて 

鳥取県立鳥取西高等学校同窓会 

 会長 児 嶋 祥 悟  外 

研究

留保 

研究

留保 

趣旨

採択 
－ － 

総 

23年－16 

(23.11.24) 

未来

づく

り推

進 

ＴＰＰ参加に向けた関係各国との

協議を中止することを求める意見

書の提出について 

農民運動鳥取県連合会 

 代表者 今 本    潔 

研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

総 

24年－13 

(24. 6. 6) 

総務 
消費税増税に反対する意見書の提

出について 

鳥取県民主商工会連合会 

会長 奥 田 清 治  外 
－ － 

不 

採 

択 

－ － 

総 

24年－14 

(24. 6. 8) 

教育 
少人数学級の推進など定数改善に

係る意見書の提出について 

鳥取県教職員組合 

執行委員長 前 田 厚 彦 

            外 

－ － 

不 

採 

択 

－ － 

総 

24年－15 

(24. 6.11) 

教育 
倉吉東高等学校補習科（仮称）設置

について 

倉吉東高等学校育友会 

 会長 西 田 寛 司  外 
－ － 

研究

留保 

趣旨

採択 
－ 

総 

24年－30 

(24.11.26) 

教育 
教職員を増やし 30 人以下学級実現

を政府に働きかけることについて 

鳥取県ゆきとどいた教育をすす

める会 

 代表 市 谷 尚 三  外 

－ － － － 

不 

採 

択 

総 

24年－31 

(24.11.26) 

教育 
現行の 30 人学級を維持しその拡大

を求めることについて 

鳥取県ゆきとどいた教育をすす

める会 

 代表 市 谷 尚 三  外 

－ － － － 

不 

採 

択 

総 

24年－32 

(24.11.26) 

教育 
公立・私立とも就学支援金制度の拡

充を求めることについて 

鳥取県ゆきとどいた教育をすす

める会 

 代表 市 谷 尚 三  外 

－ － － － 

不 

採 

択 

総 

24年－33 

(24.11.26) 

教育 
高校での就学援助制度の創設につ

いて 

鳥取県ゆきとどいた教育をすす

める会 

 代表 市 谷 尚 三  外 

－ － － － 

不 

採 

択 
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◎福祉生活病院常任委員会（１８件）       

受理番号及び 

受 理 年 月 日 
所管 件     名 提  出  者 

審査結果 

前年 ２月 ６月 ９月 11月 

福 

23年－11 

(23. 9.14) 

福祉

保健 

ポリオ不活化ワクチンの早急な導入

を求める意見書の提出について 

新日本婦人の会鳥取県本部 

会長  山 内 淳 子 

研究

留保 

趣旨

採択 
－ － － 

福 

23年－18 

(23.11.25) 

生活

環境 

原子力から再生可能エネルギーへの

段階的なエネルギー源の転換を求め

る意見書の提出について 

反核・平和の火リレー鳥取県実

行委員会 

実行委員長 三 村   清 

研究

留保 

趣旨

採択 
－ － － 

福 

23年－19 

(23.11.25) 

危機

管理 

島根原発１号機・２号機の定期点検後

の再稼動見合わせと３号機の建設凍

結を求める意見書の提出について 

反核・平和の火リレー鳥取県実

行委員会 

実行委員長 三 村   清 

研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

福 

24年－ 1 

(24. 2.6) 

福祉

保健 

障害者総合福祉法（仮称）の早期制定

を求める意見書の提出について 

きょうされん鳥取支部 

支部長 森 本 みどり 外 
－ 

研究

留保 

不 

採 

択 

－ － 

福 

24年－ 3 

(24. 2.16) 

福祉

保健 

国民医療と国立病院の充実強化を求

める意見書の提出について 

全日本国立医療労働組合鳥取医

療センター支部 

支部長 杉 谷 達 恵 

－ 
研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

福 

24年－ 4 

(24. 2.16) 

福祉

保健 

国民医療と国立病院の充実強化を求

める意見書の提出について 

全日本国立医療労働組合米子支

部 

支部長 渡 辺 和 志 

－ 
研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

研究

留保 

福 

24年－ 7 

(24. 2.20) 

福祉

保健 

公的年金の引き下げに反対する意見

書の提出について 

全日本年金者組合鳥取県本部 

 執行委員長 増 田 修 治 
－ 

不 

採 

択 

－ － － 

福 

24年－ 8 

(24. 2.20) 

福祉

保健 

「社会保障と税の一体改革」に反対す

る意見書の提出について 

全日本年金者組合鳥取県本部 

 執行委員長 増 田 修 治 
－ 

不 

採 

択 

－ － － 

福 

24年－17 

(24. 9.11) 

福祉

保健 

鳥取県にアレルギー疾患の拠点とな

る医療機関を設置することについて 

食物アレルギー児を持つ親の会 

ナチュラル 

  代表者 福 田 美 穂 

－ － － 採択 － 

福 

24年－18 

(24. 9.11) 

福祉

保健 

４年制看護大学を設置することにつ

いて 

鳥取県看護連盟 

  会長 子 道 寿美子 
－ － － 

趣旨

採択 
－ 

福 

24年－19 

(24. 9.13) 

福祉

保健 

誘致等により看護師等養成所を設置

することついて 

鳥取市看護師等養成機関の新た

な設置検討会 

会長 独立行政法人国立病院 

機構鳥取医療センター 

  院長 下 田 光太郎 

－ － － 
研究

留保 

研究

留保 

福 

24年－21 

(24.10.17) 

福祉

保健 
保育士養成のあり方について 

鳥取県立保育専門学院同窓会 

  会長 九 鬼 広 子 
－ － － － 

不 

採 

択 

福 

24年－22 

(24.10.30) 

福祉

保健 

鳥取県中部地域への看護大学設置に

ついて 

看護大学の中部地区誘致を推進

する会 

  会長 倉 都 祥 行 

－ － － － 
趣旨

採択 

福 

24年－23 

(24.10.30) 

福祉

保健 
看護大学の設置について 

社団法人鳥取県看護協会 

  会長 虎 井 佐恵子 
－ － － － 

趣旨

採択 

福 

24年－24 

(24.11.13) 

生活

環境 

集団的消費者被害回復に係る訴訟制

度の早期創設を求める意見書につい

て 

鳥取県生活協同組合連合会 

  会長 松 軒 浩 史 
－ － － － 

趣旨

採択 
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福 

24年－27 

(24.11.26) 

生活

環境 

湖山池高塩分化事業の中止と見直し

について 
鶴 崎 展 巨 － － － － 

研究

留保 

福 

24年－28 

(24.11.26) 

福祉

保健 

保育所・認定こども園基準の条例化に

ついて 

公的保育制度を守り豊かな保育

をもとめる鳥取県実行委員会 

  代表世話人 入 江 一 枝 

             外 

－ － － － 

不 

採 

択 

福 

24年－29 

(24.11.26) 

福祉

保健 

妊婦健診とヒブ、小児用肺炎球菌、子

宮頸がん予防ワクチンへの2012年度

と同水準の公費助成を国に求める意

見書の提出について 

新日本婦人の会鳥取県本部 

  会長 山 内 淳 子 
－ － － － 

研究

留保 

 

◎農林水産商工常任委員会（１件）       

受理番号及び 

受 理 年 月 日 
所管 件     名 提  出  者 

審査結果 

前年 ２月 ６月 ９月 11月 

農 

24年－11 

(24. 5.30) 

商工

労働 

最低賃金の引き上げと安定雇用の

創出、中小企業支援策の拡充を求め

る意見書の提出について 

鳥取県労働組合総連合 

議長 田 中   暁 
－ － 

不 

採 

択 

－ － 

 

◎企画県土警察常任委員会（９件）       

受理番号及び 

受 理 年 月 日 
所管 件     名 提  出  者 

審査結果 

前年 ２月 ６月 ９月 11月 

企 

24年－ 5 

(24. 2.17) 

企画 

住民の安全・安心を支える公務・公

共サービスの体制・機能の充実を求

める意見書の提出について 

鳥取県国家公務員労働組合共闘

会議 

  議長 下 田 陽 司 

－ 

不 

採 

択 

－ － － 

企 

24年－ 6 

(24. 2.17) 

企画 
「衆議院の比例定数削減に反対す

る意見書」の提出について 

平和・民主主義・豊かな暮らし

をめざす烏取県の会 

  代表世話人 草 刈   司 

－ 

不 

採 

択 

－ － － 

企 

24年－ 9 

(24. 2.20) 

警察 
暴力団排除条例の無効決議につい

て 

大日本護國團 

本部長 宅 島   勝 
－ 

不 

採 

択 

－ － － 

企 

24年－10 

(24. 2.27) 

企画 

住民の安全・安心なくらしを支える

交通運輸行政の充実を求める意見

書の提出について 

国土交通労働組合中国運輸支部

鳥取分会 

  分会長 忠 政 和 則 

－ － 

不 

採 

択 

－ － 

企 

24年－16 

(24. 8.31) 

警察 
八橋警察署庁舎建替え計画につい

て 

大山町 

 町長 森 田 増 範 
－ － － 

不 

採 

択 

－ 

企 

24年－25 

(24.11.22) 

警察 
八橋警察署御来屋駐在所の建替え

について 

大山町のぞみ区 

  区長 野 川 伸 幸 
－ － － － 

趣旨

採択 

企 

24年－26 

(24.11.22) 

県土

整備 

総合評価落札方式の見直し案につ

いて 

社団法人鳥取県建設業協会 

  会長 藤 原  正 
－ － － － 

趣旨

採択 

企 

24年－32 

(24.11.26) 

企画 
公立・私立とも就学支援金制度の拡

充を求めることについて 

鳥取県ゆきとどいた教育をすす

める会 

  会長 市 谷 尚 三  外 

－ － － － 

不 

採 

択 

企 

24年－34 

(24.11.26) 

企画 
私立高校の授業料助成制度の創設

について 

鳥取県ゆきとどいた教育をすす

める会 

  会長 市 谷 尚 三  外 

－ － － － 

不 

採 

択 
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第４節  質 問 事 項 

 

１．代表質問、一般質問 

  ２月定例会・代表質問 

質問者 質  問  事  項 

（２月23日） 

斉 木 正 一 

（自民党） 

一 知事の基本姿勢について 

１．現政権と国の来年度当初予算案につ

いて 

２．県の２４年度当初予算案・組織案に

ついて 

３．ＴＰＰについて 

二 県政の重要課題について 

１．東日本大震災から１年を経過して 

２．名古屋本部について 

３．鳥取県産業振興条例について 

４．境港と北東アジアの玄関口の振興に

ついて 

５．再生可能エネルギーについて 

６．農業の諸課題について 

７．中山間地域振興施策について 

８．鳥取環境大学について 

９．少人数学級と教職員について 

10．競技スポーツの振興について 

11．警察行政について 

［質問内容］現政権と国の来年度当初予算案。24年度県当初予算案と県組織案。ＴＰ

Ｐ。東日本大震災から学んだ教訓。名古屋本部のあり方。鳥取県産業振興条例。境港の

北東アジアの玄関口としての振興。再生可能エネルギー。農業の諸課題・担い手対策、

耕作放棄地対策。中山間地域振興施策。鳥取環境大学。少人数学級と教員採用。競技ス

ポーツの振興。警察行政・犯罪情勢を踏まえた取り組みと対策、危機管理対策につい

て。まんが王国とっとり。地域防災計画の改定、防災訓練、防災教育の充実、県庁全体

での危機意識の醸成、被災地の瓦れき受け入れについて。津波からの避難計画、島根原

発事故を想定した島根県との合同訓練について。情報伝達のあり方。地域の建設業者の

育成・総合評価制度の抜本的な見直しについて。国道431号線の整備。農業問題・米粉

用米、飼料用米の増産対策。東山水泳場の改修整備について。代表質問終了に当たっ

て。 

（２月27日） 

伊 藤   保 

（絆） 

一 平井県政とマニフェストについて 

１．「みんなで やらいや 未来づくり」

の総括を 

２．地方財政の将来像 

３．県庁の改革推進 

４．鳥取環境大学の今後について 

５．スポーツツーリズムの推進 

二 人材育成について 

１．職員人材開発センターのあり方 

２．幼保一体化施設のあり方 

３．特別支援学校の教員の養成 

三 高等学校の運営体制の充実に向けて 

四 県内スポーツの強化育成について 

１．体制・組織の見直し 

２．ジュニア期の選手強化 

３．県民のスポレク祭のあり方 

五 県民への安全・安心対策について 

１．戸籍謄抄本取得に関する人権施策 

２．犯罪被害者支援の運営資金の確保対

  策 

３．東郷池の氾濫対策 

４．交通に関する警察施設の拠点整備 

５．広域農道の耐震対策 

６．久本砕石採石場災害復旧行政代執行

に係る不納欠損処分について  

六 産業の直面する課題について 

１．農作物自由化への支援対策  

２．国の目指す農政に向けての取組み 

３．鳥取和牛のブランド化 

４．林家個々の生活に密着した支援策 

５．電気自動車工場操業に向けた動き 

６．市町村との連携について 

７．市町村懇談会のあり方  

８．施設管理の役割分担 

［質問内容］「みんなで やらいや 未来づくり」の総括。地方財政の将来像。県庁改

革の推進。鳥取環境大学の今後。スポーツツーリズムの推進。職員人材開発センターの

あり方。幼保一元化施設のあり方。特別支援学校の教員養成。高等学校の運営体制の充

実。県内スポーツの強化育成・体制、組織の見直し、ジュニア期の選手強化、県民スポ

レク祭のあり方。戸籍謄抄本取得に関する人権施策。犯罪被害者支援の運営資金の確保

対策。東郷池のはんらん対策。交通に関する警察施設の拠点整備。広域農道の耐震対

策。久本砕石の災害復旧行政代執行に係る不納欠損処分。農産物自由化への支援対策。

国の目指す農政に向けての取り組み。鳥取和牛のブランド化。林業施策。電気自動車工
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場操業に向けた動き。市町村行政懇談会の運営。施設管理の役割分担について。代表質

問終了に当たって。 

（２月29日） 

砂 場 隆 浩 

（かけはし） 

豊かなパートナー県政を実現するために 

一 県政と県民、県議会、教育委員会のパ

ートナーシップ 

１．パートナーシップの方向性 

２．情報共有がパートナーシップの基礎 

３．県民をパートナーとしたときの住民

投票の制度設計 

４．議会とのパートナーシップ 

５．教育委員会とのパートナーシップ 

二 県政の様々なパートナーを支えるため

に 

１．障がいのあるパートナーに自立して

いただくために 

２．未来を担うパートナーを健やかに育 

てるために 

３．春秋を重ねたパートナーの笑顔を守

るために 

４．企業というパートナーの元気をつく

るために 

５．ＮＰＯというパートナーの可能性を

伸ばすために 

三 パートナーの生命安全を守るために 

１．鳥取県地域防災計画（原子力災害対

策編）の見直し  

２．地下水の災害時利用の可能性と水資

源保全のために  

３．島根原子力発電所１、２号機の再稼

働と３号機の稼働  

 ［質問内容］パートナー県政・県民参画の方向性、県民との情報共有、住民投票、県議

会とのパートナーシップ、教育委員会とのパートナーシップについて。障害者の自立支

援対策。子育て支援。高齢者対策。制度融資。国際まんが博覧会。ＮＰＯ支援につい

て。次世代地域資源産業育成事業。完工検査。低入札価格。河北省張代省長の省長就任

に対する祝電。観光行政について。地域防災計画の見直しについて。災害発生時の自治

体との連携。被爆医療のトリアージポイントの整備。災害時の通信手段の確保につい

て。安定沃素材の服用。島根原発事故時における避難想定。避難道路の整備。地下水の

災害時利用の可能性と水資源の保全。島根原発１、２号機の再稼働と３号機の稼働中止

について。緩やかなエネルギー革命について。 

 

  ２月定例会・一般質問 

質問者 質  問  事  項 

（３月２日） 

鉄 永 幸 紀

（自民党） 

 

エネルギー対策について 

内 田 博 長 

（自民党） 

公共工事の入札制度・雇用・共同処理の効果、公共事業費及び財源確保、公共工事の入

札制度と事業執行、経営事項審査における建設機械の保有状況の評価、積算単価、地域

維持型ＪＶ、鳥取県造林公社について 

前 田 八壽彦 

（自民党） 

湖山池問題の解決。公益法人制度改革に伴う県出資団体の対応について 

横 山 隆 義 

（自民党） 

スポーツ振興・鳥取県スポーツ振興計画、学校体育、スポーツ活動の充実、生涯スポー

ツの充実、競技スポーツの総合的な向上、スポーツの国際交流の推進について 

長 谷 川  稔 

（かけはし） 

震災瓦れき処理。関金温泉の振興について 

（３月５日） 

福 田 俊 史 

（自民党） 

 

農業の６次産業化の促進と農産物直売所の振興策。漫画を活用した本県の振興策につい

て 

藤 縄 喜 和 

（自民党） 

鳥取西高改築問題について 

坂 野 経三郎 

（絆） 

財政健全化について 

広 谷 直 樹 

（かいしん） 

鳥取県漁業の今後・鳥取県漁業の将来像、水産資源保護の取り組み、燃油高騰対策、魚

価低迷対策、密漁対策について。リシップ船事業。沖合い漁業の振興策。海、山の環境

保全について要望。 

国 岡 智 志 

（かけはし） 

再生可能エネルギー導入の促進・森林資源の活用、木質エネルギー需給体制の構築、小

水力発電の活用について 
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（３月７日） 

澤   紀 男 

（公明党） 

 

観光政策。鳥取環境大学英語村。病弱特別支援学校。島根原子力発電所について。スポ

ーツを活用した新しい観光価値の創造について 

山 口   享 

（自民党） 

関西広域連合と地方分権の動きについて 

（３月９日） 

銀 杏 泰 利 

（公明党） 

 

鳥取大砂丘。経済対策・ＴＰＰ参加による影響、県内経済と雇用対策について 

谷 村 悠 介 

（とっとり） 

危機管理対応・北朝鮮等の難民船の対応、島根原子力発電所事故時の避難対応。県外事

務所のあり方。県内の雇用情勢と教育予算。県予算の使途のあり方と県財政の方向性に

ついて。津波発生による瓦れき処理の対応。島根県との連携について。緊急雇用対策。

まんが王国建国事業について。県営住宅家賃の徴収ミスについて 

錦 織 陽 子 

（共産党） 

消費税増税。介護保険。県立病院での差額ベッド料請求。産業廃棄物最終処分場建設。

指定管理者制度のあり方について 

森 岡 俊 夫 

（かけはし） 

みなとさかい交流館外壁改修工事について 

浜 田 妙 子 

（絆） 

鳥取県の酪農について 

森   雅 幹 

（絆） 

知事の政治姿勢・島根原発に係る鳥取県の立場、島根原発稼働、再稼働に係る鳥取県の

立場、事業費支出に係る金銭感覚。企業局の再生可能エネルギーへの取り組み。公契約

条例の導入について。島根原発の安全性について 

（３月13日） 

安 田 優 子 

（自民党） 

 

東日本大震災の瓦れき処理。まんが王国とっとりについて 

濵 辺 義 孝 

（公明党） 

中山間地域づくり・中山間地域振興条例の見直し、地域支援サポーター、地域支援アド

バイザー、中山間地域振興協議会について。地域の宝・地域力事例集の活用について 

市 谷 知 子 

（共産党） 

知事の基本姿勢・若者の雇用支援、教育振興協約の撤回。総合福祉法の制定。子ども子

育て新システム。県産材の利用。米軍再編について。まんが王国とっとり。北東アジア

ゲートウェイセカンドステージ。米軍機低空飛行訓練について。 

興 治 英 夫

（絆） 

農業、農村振興・鳥取県農業の現状と課題、戸別所得補償の活用、県内における農地集

積と新規就農者確保対策、耕作放棄地対策の現状と取り組みの強化、農業、農村の６次

産業化への取り組みについて 

内 田 隆 嗣 

（自民党） 

産業振興・入札制度、産業廃棄物最終処分場建設、環境イニシアティブ、大規模イベン

ト。鳥取県西部の都市計画・米子北インターチェンジ、都市計画マスタープラン、都市

計画道路の整備について 

野 田   修 

（自民党） 

沖合底引き網漁業存続支援。童謡・唱歌のふるさと再構築と持続的なジオパーク認定対

策の現状について 

（３月14日） 

浜 崎 晋 一 

（自民党） 

 

県民の安全安心と「とっとり支え愛基金事業」について 

 

福 間 裕 隆

（絆） 

地下水保全の取り組みについて 

廣 江   弌 

（自民党） 

医療・福祉の2025年対応について 

稲 田 寿 久 

（自民党） 

ベンチャー企業への県の対応。社会福祉法人に対する県の指導監査体制のあり方につい

て 
 
  ６月定例会・代表質問 

質問者 質  問  事  項 

（６月13日） 

前 田 八壽彦 

（自民党） 

１．議員に求められる倫理とは 

２．現今の政治情勢を憂う 

３．鳥取県民参画基本条例（仮称）を問う 

４．地域主権改革・広域連合の行方と原子

力発電所の再稼働・ミッシングリンクを

５．どうする高等学校教諭の採用激減を 

６．鳥取県のまもりは大丈夫か 

７．まんが王国とっとり建国記念「国際ま

んが博」の準備は大丈夫か 

８．県民にわかりにくい鳥取県の組織の見



 - 44 -

問う 

９．県民とともに今夏の節電を 

10．鳥取県の森林を守る森林環境保全税の

継続を 

11．県の基金の運用のやり方に異論あり 

12．県民の信頼を取り戻す社会福祉法人の 

直しを 

指導監査のあり方は 

13．姫路鳥取線は鳥取自動車道の完成で終

わりか 

14．鳥取県の看護師養成のあり方を問う 

15．危機を乗り越え水産業の振興を願って 

 ［質問内容］議員に求められる倫理。現今の政治情勢。鳥取県民参画基本条例。地域主

権改革。原子力発電所再稼働。ミッシングリンクの解消。高等学校教諭の採用激減。警

察体制再編整備。ヒットアンドアウエー型犯罪の防止。振り込め詐欺対策。サイバー犯

罪対策。国際まんが博覧会の準備状況。県庁組織の見直し。今夏の節電対策。森林環境

保全税の継続。県の基金運用。社会福祉法人の指導監査のあり方。姫路鳥取線。鳥取県

の看護師養成のあり方。漁業後継者対策。魚価の低迷対策。燃油高騰対策について。中

国地方広域連合について。県発注の業務委託の入札の最低制限価格の設定について。看

護大学設立について。水産業の振興・新船建造費、漁業者の労働環境の改善について。

ズワイガニの資源回復、ハタハタの資源管理について。漁業協同組合の人材育成につい

て。 

（６月15日） 

長 谷 川  稔 
（かけはし） 

 

人が人として大切にされる鳥取県を目指し

て 

一 「みんなでやらいや未来づくり」が目

指す地域像を問う 

二 命を大切にする鳥取県を目指して 

１．災害や原発事故から県民を守る  

２．お年寄りの老後を守る  

３．子ども達を守る  

４．生活の基盤を守る  

５．犯罪や事故から県民を守る 

三 雇用が守られ、暮らし続けることので 

きる鳥取県を目指して 

四 北東アジアの中で友好関係を発展させ

る鳥取県を目指して 

五 地域課題も疎かにしない鳥取県を目指

して 

～中部地区の課題を例にしながら～  

１．東郷池河川整備計画 

２．きらりタウン赤碕の分譲方式 

３．倉吉関金道路の整備促進 

六 県民の命や暮らしを守れる地方自治で

あるために 

 

 

［質問内容］「みんなで やらいや 未来づくり」が目指す地域像。ハンセン病患者に

対する差別問題。宅地建物取引上の人権問題。島根原発再稼働。県地域防災計画及び市

町村地域防災計画の修正。とっとり環境イニシアティブプラン。介護保険制度の現状と

課題。中学生までの医療費助成拡大。病児・病後児保育。学童保育の充実。発達障害児 

支援体制の構築。保育専門学院の今後。生活交通の確保。智頭急行の活用策。八橋署の

移転問題。無免許運転の厳罰化。取り調べの録音・録画の可視化。持続可能な森林経

営。国際まんが博覧会。指定管理者制度。コンベンションビューローと県観光事業団の

運営と役割。理容生活衛生同業組合における課題。米子～ソウル便の維持。春秋航空の

米子空港乗り入れ。環日本海定期航路の運航。東郷池河川整備計画。きらりタウン赤碕

の分譲方式。倉吉関金道路の整備促進。地方交付税の総額確保。市町村合併に対する所

見。国出先機関のあり方について。安定沃素剤の使用。風力発電について。道路交通法

の改正。市町村合併について。代表質問終了に当たって 

 

  ６月定例会・一般質問 

質問者 質  問  事  項 

（６月19日） 

銀 杏 泰 利 

（公明党） 

 

防災、減災対策・社会資本整備、河川施設、道路等の長寿命化計画の策定、教育委員会

所管施設の耐震化。原子力発電所対応について。電線共同溝化。公共施設、学校施設等

の耐震点検 

横 山 隆 義 

(自民党) 

林業の活性化。ロータリークラブの活動にいて 

（６月20日） 

福 田 俊 史 

（自民党） 

 

生ゴミリサイクルによる循環型社会の構築について 

濵 辺 義 孝 

（公明党） 

通学路の安全確保。不育症患者支援について 
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坂 野 経三郎 

(絆) 

県の財政状況の県民への伝達手段。原油価格高騰対策について 

山 口   享 

（自民党） 

広域連合のあり方について 

（６月22日） 

興 治 英 夫 

（絆） 

 

倉吉東高等学校における専攻科廃止後の対応について 

広 谷 直 樹 

（かいしん） 

山陰海岸ジオパークについて 

上 村 忠 史 

(自民党) 

国民、県民の幸福度。幼児教育について 

森   雅 幹 

（絆） 

がん対策の推進。臓器バンクの推進。理科教育。キャリア教育。公契約条例。原発再稼

働について 

内 田 隆 嗣 

（自民党） 

鳥取県西部地域の都市計画。まんが王国とっとりについて 

（６月25日） 

伊 藤   保 

（絆） 

 

きのこ王国。鳥取県米。畜産の将来について。一般質問・質疑終了に当たって 

谷 村 悠 介 

（とっとり） 

環境大学の環境整備。県財源確保の手法。教育環境の改善について 

安 田 優 子 

（自民党） 

米子～境港間の高速化について 

森 岡 俊 夫 

（かけはし） 

漁船確認業務と漁船登録業務について 

国 岡 智 志 

（かけはし） 

介護サービスの質の向上について 

（６月27日） 

澤   紀 男 

（公明党） 

 

観光政策。高齢者福祉。がん対策について 

錦 織 陽 子 

（共産党） 

原発再稼働。Ｃ－２輸送機配備計画。同和行政の終結。建設業応援施策。グループホー

ム、ケアホーム設置の安全対策と県の支援のあり方について。沖縄へのオスプレイ配備 

の中止。日米軍事同盟について 

市 谷 知 子 

（共産党） 

税と社会保障の一体改革。生活保護制度。公営住宅の増設。中国地方広域連合。山陰新

幹線構想の撤回について 

浜 田 妙 子 

（絆） 

再生エネルギーの地産地消。看護教員のあり方について 

野 田   修

（自民党） 

電子自治体の推進。日本海国土軸の必要性について 

（６月28日） 

福 間 裕 隆 

（絆） 

 

地下水保全の条例制定と積極的な活用について 

廣 江   弌 

（自民党） 

鳥取県の今後の医療、福祉のスタッフの養成と体制づくりについて 

砂 場 隆 浩 

（かけはし） 

地酒の振興について 

稲 田 寿 久 

(自民党) 

社会福祉法人に対する県の指導監査体制のあり方について。まんが博覧会に向けた知事

の決意と成功に向けた展望について 

 

  ９月定例会・代表質問 

質問者 質  問  事  項 

（９月20日） 

内 田 博 長 

（自民党） 

一 現在の政治情勢について 

二 平井県政に対する評価について 

三 中山間地対策について  

２．地域防災のあり方について 

３．今後の集落対策の充実について 

四 県民の生活、福祉、安全について  



 - 46 -

１．総合事務所のあり方について 

  て 

２．最低賃金と生活保護費の逆転現象につ

いて 

３．地下水条例について 

４．ノーレジ袋運動について 

５．中・長期的な警察基盤の整備について 

１．今後の医療・子育て支援政策につい 

五 農林業・観光の振興について  

１．林業政策について 

２．施設型農業への転換について 

３．道路情報提供の充実・強化と大山周辺

の観光等について 

六 鳥取県の教育について 

 ［質問内容］現在の政治情勢に対する感想。消費税増税に伴う県政への影響。維新八

策。県政に対する評価。中山間地対策・総合事務所のあり方、地域防災のあり方、今後

の集落対策の充実。今後の医療・子育て対策・保健医療計画の改定、救急医療体制の整

備、看護師養成、保育専門学院のあり方。最低賃金と生活保護費の逆転現象。地下水保

全条例。ノーレジ袋運動。中長期的な警察基盤の整備。農林業、観光振興・林業政策、

施設型農業への転換、道路情報提供の充実強化と大山周辺の観光。教育問題・いじめ問

題、海外赴任者の子弟を対象にした中高一貫校の設置につい道路の維持工事について。

県民参画基本条例の制定、若者の声が県政に反映される仕組みづくりについて。道路の

維持工事について。保育士の待遇改善。生活保護脱却後の就労、生活支援。鳥取県版経

営革新支援事業について。造林公社の経営改革。鳥取県林業担い手育成財団の基金の有

効利用。木材産業等高度化資金の無利子化。航空レーザー計測器による地形把握。木造

ハウスの実用化。県道倉吉江府溝口線の抜本的改良について。代表質問終了に当って 

（９月24日） 

興 治 英 夫 

（絆） 

一 知事マニフェストの政策項目の進捗

状況について 

１．進捗状況の評価 

２．今後の取り組み 

二 財政状況の回復と財政の有効活用 

１．財政状況への評価 

２．公共事業の抑制基調見直し 

三 国出先機関の地方移管と広域連合 

１．市町村への説明 

２．県民へのメリット 

３．中国広域連合について 

四 日本海国土軸について 

１．幹線鉄道の高速化の検討 

２．鳥取県として研究・提言を 

五 鳥取県民参画基本条例について 

１．住民投票制度の導入 

２．検討状況報告の論点 

六 総合事務所の見直しについて 

１．見直しの基本方針  

２．八頭地区の県民局 

３．農業振興課の集約 

七 いじめ問題について 

１．滋賀県大津市での対応 

２．県内の被害への対応 

八 保育士養成のあり方について 

１．保育専門学院の今後のあり方 

２．県の役割 

九 国際観光について 

１．役割分担と誘客の方策 

十 まんが王国 

１．国際まんが博メイン事業の成否 

２．地域活性化に向けた今後の戦略 

十一 雇用創造１万人プロジェクトについ   

  て 

１．雇用情勢への影響 

２．知事マニフェストの実現  

十二 中部地区への企業誘致に向けた取り

組み 

１．課題と県の取り組み強化策 

２．インフラの整備 

十三 自然科学研究施設の誘致 

１．鳥取県への誘致の可能性 

２．産業振興、雇用創出につなぐ 

十四 米ビジョンの取り組み 

１．販売戦略の確立と推進 

２．品種構成の方針の確立 

十五 全国学力テストの結果について 

１．結果の分析と課題 

十六 県立高校総合学科について 

１．現状認識と今後のあり方 

 ［質問内容］知事マニフェストの政策項目の進捗状況。県の財政状況の回復と財源の有

効活用。国出先機関の地方移管と広域連合。日本海国土軸。鳥取県民参画基本条例。総

合事務所の見直し。いじめ問題。保育士養成のあり方について。国際観光。まんが王国

とっとり。雇用創造１万人プロジェクト。中部地区への企業誘致に向けた取り組み。自

然科学研究施設の誘致。米ビジョンの取り組み。全国学力テスト結果。県立高校総合学

科について 
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  ９月定例会・一般質問 

質問者 質  問  事  項 

（９月26日） 

内 田 隆 嗣 

（自民党） 

 

産業振興・工業団地の必要性、産業廃棄物最終処分場、米子駅南北一体化、大型小売店

の現状と課題、都市計画マスタープランについて 

前 田 八壽彦 

（自民党） 

水産業の振興・栽培漁業センターの機能充実、養殖漁業、クロマグロの資源管理、漁港

の衛生管理、魚の消費拡大、学校給食での県産魚食の推進について。定置網による漁業

振興。境港水産物地方卸売市場の改修。魚の加工アドバイザーの設置。市場改革につい

て 

横 山 隆 義 

（自民党） 

商工団体のあり方について 

鉄 永 幸 紀 

（自民党） 

鳥取県産業振興条例と鳥取県行政のあり方について 

（９月27日） 

濵 辺 義 孝 

（公明党） 

 

中山間地域振興。鳥取大砂丘について 

上 村 忠 史 

(自民党) 

台湾との交流。海士町の地域振興について。高校での日本史の必修科目化について 

砂 場 隆 浩 

（かけはし） 

青少年健全育成条例の改正。いじめ、自殺対策について 

森 岡 俊 夫 

（かけはし） 

とっとり花回廊における入場券の不適切な取り扱い。東京アンテナショップについて 

（10月１日） 

福 田 俊 史 

（自民党） 

 

鳥取自動車道姫路鳥取線全面開通について 

国 岡 智 志 

（かけはし） 

有害鳥獣対策について 

斉 木 正 一 

（自民党） 

鉄道の高速化。総合特区の指定について 

長 谷 川  稔 

（かけはし） 

震災瓦れき広域処理における環境省の対応。看護師確保策と養成機関の取り組みについ

て 

（10月２日） 

澤   紀 男 

（公明党） 

 

水産業振興と観光連携。防災・減災施策。学校教育、支援について。高等学校の宿泊防

災訓練について。マグロのブランド化について 

藤 縄 喜 和 

（自民党） 

スポーツ競技力の向上。体育専科教員配置の成果について 

森   雅 幹 

（絆） 

教育問題・キャリア教育、シチズンシップ教育について 

広 谷 直 樹 

（かいしん） 

高齢化、農業経営の問題点・農作業中の事故防止、農業経営維持のための支援。鳥取港

の将来像について 

（10月４日） 

銀 杏 泰 利 

（公明党） 

 

一般質問・質疑――田中真紀子文部科学大臣就任に対する感想。人件費と公務員給与、

民間格差是正。鳥取西高改築問題について 

錦 織 陽 子

（共産党） 

領土問題の解決。ＴＰＰ・米国産牛肉の輸入緩和。政府の革新的エネルギー・環境戦略

と島根原発。建設技術者の育成。総合事務所の見直し。淀江産業廃棄物処分場建設計画

について 

市 谷 知 子 

（共産党） 

一般質問・質疑――国立鳥取医療センターの病棟削減。県立保育専門学院の存続。東部

広域可燃物処理施設建設計画。オスプレイ配備と低空飛行訓練の中止。日立金属、三洋

ＣＥの配置転換、リストラ問題。いじめ問題への対応について。教職員評価育成制度に

ついて 

浜 田 妙 子

（絆） 

 

中部療育園の現状。食物アレルギー対策。通学路の危険箇所への対応について 
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野 田   修

（自民党） 

拉致解決に向けた鳥取県の動きについて 

（10月５日） 

浜 崎 晋 一 

（自民党） 

新たな漁業経営の構築・養殖の推進による水産業の振興。まちなか過疎について 

谷 村 悠 介 

（とっとり） 

山口議員宛ての書簡について。いじめ問題の対策強化。韓国との交流中止。松枯れ対策

について 

福 間 裕 隆 

（絆） 

地下水保全条例。路線バスの存続。障害者雇用について 

伊 藤   保 

（絆） 

青少年健全育成条例。自由貿易への県の取り組みと対応。土木遺産の保存と活用につい

て 

稲 田 寿 久 

(自民党) 

青少年健全育成条例。自由貿易への県の取り組みと対応について 

 

  11月定例会・代表質問 

質問者 質  問  事  項 

（11月29日） 

横 山 隆 義 

（自民党） 

一 政治情勢について 

二 知事の基本姿勢について 

１．知事の掲げるマニフェストについて

予算執行のあり方について 

三 県政の重要課題について 

１．県民参画基本条例について 

２．看護師不足問題について 

３．魅力的な農林水産業の再生について 

４．公正で適正な入札の執行について 

５．鳥取県の教育について 

６．鳥取環境大学について 

７．スポーツ振興について 

８．警察行政について 

 ［質問内容］現在の政治情勢・民主党マニフェストの評価、地域主権改革、中国広域連

合の将来像。知事の基本姿勢・マニフェストの達成状況、予算執行のあり方。県民参画

基本条例。看護師不足。魅力的な農林水産業の再生・定住施策の取り組みと成果、元気

な産業、担い手の育成、新規就農支援、過疎解消策、第64回全国植樹祭、第30回全国都 

市緑化とっとりフェア。公正で適正な入札制度。鳥取県教育・教師の不祥事、いじめ防

止対策、知育、徳育、体育に対する教育長の基本認識。鳥取環境大学。スポーツ振興。

警察行政・防犯カメラの設置、スクールサポーターの活用について。地方債残高につい

て。教育者としての人生観について。教職員の心の健康対策。教師の本質。生徒を本気

にさせる教育。校長及び教師の任用について。ボランティア活動の推進。セレモニーに

対する教育。入学式等への県教育委員の出席について。奨学金制度の充実と返納滞納者

への対応。子供の生活習慣の定着について。合併後の高校の学校名について 

 

  11月定例会・一般質問 

質問者 質  問  事  項 

（12月３日） 

鉄 永 幸 紀 

（自民党） 

 

山陰自動車道の早期完成と将来の鳥取県交通網について 

前 田 八壽彦 

（自民党） 

臨時財政対策債に見る本県財政の課題ととっとり環境イニシアティブプランのエネルギ

ーシフトの諸課題について 

福 間 裕 隆 

（絆） 

水産資源の広域ブランド化に向けた取り組み。関西広域連合とのかかわり方。とっとり

の豊かで良質な地下水の持続的な利用に関する条例の名称について 

内 田 博 長 

（自民党） 

総合事務所の権限について 

（12月４日） 

野 田   修

（自民党） 

 

地域主導型再生可能エネルギーによる雇用創出について 

澤   紀 男 

（公明党） 

病弱特別支援学校。自死・心の対策について 

福 田 俊 史 

（自民党） 

総合事務所のあり方検討について 
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長 谷 川  稔 

（かけはし） 

子育て、青少年育成の環境整備に向けた支援について 

（12月６日） 

銀 杏 泰 利 

（公明党） 

 

企業誘致による地域経済活性化と雇用。鳥取県民参画基本条例・住民投票の投票資格者

と発議権者について 

内 田 隆 嗣 

（自民党） 

弓ケ浜の保全。米子港再生プロジェクトについて 

国 岡 智 志 

（かけはし） 

再生可能エネルギーの導入推進について 

（12月７日） 

伊 藤   保 

（絆） 

 

いじめ問題。違法薬物。人事委員会勧告について 

 

錦 織 陽 子

（共産党） 

原発ゼロ。高校奨学金制度。中山間の県立高校のあり方。脳ドック健診について 

砂 場 隆 浩 

（かけはし） 

学校技能職員の位置づけ。湖山池の保全について 

広 谷 直 樹 

（かいしん） 

鳥取県の稲作。家畜伝染病予防法改正について 

（12月11日） 

濵 辺 義 孝 

（公明党） 

 

老人クラブ社会参加活動促進事業の継続。通学路の安全確保について 

浜 崎 晋 一 

（自民党） 

農福連携の推進について。 

市 谷 知 子 

（共産党） 

三洋電機リストラ問題。復興予算の流用問題。米軍機とオスプレイ飛行訓練。ＴＰＰに

ついて 

森 岡 俊 夫 

（かけはし） 

鳥取県の歴史と文化について。デジタルハリウッドに対する思いについて 

藤 縄 喜 和 

（自民党） 

山陰海岸ジオパーク再審査。ぎふ清流国体の総括について 

（12月12日） 

興 治 英 夫 

（絆） 

 

北朝鮮のミサイル発射。産業と雇用に関する課題。ガソリンスタンドの存続問題。保育

士養成のあり方について 

森   雅 幹 

（絆） 

通学路の安全整備。消費者行政・消費者行政の重要性と鳥取県の現状、特定商取引法行

政処分。知事部局と警察本部の情報連携について 

谷 村 悠 介 

（とっとり） 

林業振興と人材育成。総合事務所のあり方と中山間地域振興。警察組織のあり方につい

て 

伊 藤 美都夫

（自民党） 

みんなで取り組む中山間地域活性化対策について。今後の県政運営について 

 

２．質 疑 

  ２月定例会 

質問者 質  問  事  項 

（３月１日） 

錦 織 陽 子 

(共産党) 

〔議案に対する質疑〕 

議案第21号・繰越金、とっとり支え愛基金。鳥取力創造運動推進基金。鳥取県ワクチン

接種緊急促進基金造成事業。鳥取県妊婦健康診査支援基金造成事業。精神障がい者地域

移行・地域定着支援事業。鳥取方式芝生化促進事業について 

市 谷 知 子 

（共産党） 

議案第21号・次世代鳥取梨ブランド創出事業、二十世紀梨ブランド化事業、まんが王国

とっとり建国記念事業、まんが王国とっとり建国推進事業「遙かな町へ」映画化支援事

業について 
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  11月定例会 

質問者 質  問  事  項 

（12月12日） 

市 谷 知 子 

（共産党） 

〔議案に対する質疑〕 

議案第32号・鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金、一般公共事業について 

 

３．討 論 

  ２月定例会 

発言者 発  言  項  目 

（３月２日） 

市 谷 知 子 

（共産党） 

 

議案第21号・平成23年度鳥取県一般会計補正予算、議案第37号・鳥取県基金条例の一部

改正について反対 

（３月９日） 

錦 織 陽 子 

（共産党） 

 

議員提出議案第１号・鳥取県議会委員会条例の一部を改正する条例に反対 

（３月19日） 

錦 織 陽 子 

（共産党） 

 

議案第１号・平成24年度一般会計予算、議案第４号・給与集中管理特別会計予算、議案

第42号・職員定数条例の一部改正について、議案第89号・職員給与に関する条例の一部

改正について、議案第17号・鳥取兼営電気事業会計予算、議案第18号・平24年度鳥取県

衛工業用水道事業会計予算、議案第19号・鳥取兼営埋立事業会計予算、議案第20号・平

成24年度鳥取県営病院事業会計予算、議案第67号・鳥取県監査委員条例の一部改正につ

いて、議案第83号・公の施設の指定管理者の指定（鳥取県立大山自然歴史館）につい

て、議案第88号・鳥取県税条例の一部改正について、議案第90号・関西広域連合規約の

変更に関する協議について反対。 

請願、陳情に対する意見 

前 田 八壽彦 

（自民党） 

議案第１号・平成24年度鳥取県一般会計予算に賛成 

 

砂 場 隆 浩 

（かけはし） 

議案第１号・平成24年度鳥取県一般会計予算に賛成 

山 口   享 

（自民党） 

議案第90号・関西広域連合規約の変更に関する協議について賛成 

市 谷 知 子 

（共産党） 

議案第33号・鳥取県児童福祉法施行条例の制定について、議案第50号・鳥取県社会福祉

施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について、議案第34号・鳥取県が設置する

専用水道の水道技術管理者の資格を定める条例の設定について、議案第47号・鳥取県福

祉事務所設置条例の一部改正について、議案第87号・鳥取県基金条例の一部改正につい

て、議案第81号・公立大学法人鳥取環境大学中期目標の制定について反対。 

請願、陳情に対する意見 

市 谷 知 子 

（共産党） 

議員提出議案第８号・災害廃棄物の処理の推進を求める決議に反対 

福 田 俊 史 

（自民党） 

議員提出議案第８号・災害廃棄物の処理の推進を求める決議に賛成 

長 谷 川  稔 

（かけはし） 

議員提出議案第８号・災害廃棄物の処理の推進を求める決議に賛成 

 
  ６月定例会 

発言者 発  言  項  目 

（６月25日） 

市 谷 知 子 

（共産党） 

 

中国地方広域連合調査特別委員会設置に反対 

 

（７月４日） 

錦 織 陽 子 

（共産党） 

 

議案第１号・平成24年度鳥取県一般会計補正予算、議案第８号・鳥取県企業立地等事業

助成条例の一部改正について、議案第14号・関西広域連合規約の変更に関する協議につ

いて反対。 
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請願、陳情に対する意見 

浜 崎 晋 一 

（自民党） 

議案第１号・鳥取県一般会計補正予算に賛成 

市 谷 知 子 

（共産党） 

議案第６号・鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について反

対。 

請願、陳情に対する意見 
 
  ９月定例会 

発言者 発  言  項  目 

（９月18日) 

前田 八壽彦 

（自民党） 

 

議員提出議案第１号 谷村悠介議員に対する辞職勧告決議に賛成 

銀杏 泰利 

（公明党） 

議員提出議案第１号 谷村悠介議員に対する辞職勧告決議に賛成 

（10月12日） 

砂 場 隆 浩 

（かけはし） 

 

議案第８号・鳥取県青少年健全育成条例の一部改正について反対 

市 谷 知 子 

（共産党） 

議案第８号・鳥取県青少年健全育成条例の一部改正について賛成。議案第９号・鳥取県

国民健康保険財政調整交付金の一部改正について、議案第10号・鳥取県石綿健康被害防

止条例の一部改正について反対。 

請願、陳情に対する意見 

上 村 忠 史 

(自民党) 

請願、陳情に対する意見 

錦 織 陽 子 

（共産党） 

議案第１号・鳥取県一般会計補正予算、議案第７号・鳥取県税条例の一部改正について

及び付帯意見、議案第23号・債務の免除（財団法人鳥取県環境管理事業センター運営資

金貸付金等返還額の減額）について、議案第16号・鳥取県特別県営住宅の設置及び管理

に関する条例の廃止について反対。 

請願、陳情に対する意見 

錦 織 陽 子 

（共産党） 

議員提出議案第２号・平成24年度における特別公債法の早期成立等を求める意見書に反

対 

市 谷 知 子 

（共産党） 

議員提出議案第５号・「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書に反対 

 

  11月定例会 

発言者 発  言  項  目 

（12月18日） 

市 谷 知 子 

（共産党） 

 

９月定例会議案第 25 号・平成 23 年度鳥取県営電気事業会計未処分利益剰余金の処分及

び平成 23 年度鳥取県営企業決算の認定について、議案第 26 号・平成 23 年度鳥取県営

病院事業決算の認定、11 月定例会議案第 28 号・平成 23 年度決算の認定について反対 

錦 織 陽 子 

（共産党） 

議案第18号・鳥取県保健所条例の一部改正について、議案第22号・鳥取県手数料徴収条

例の一部改正について、議案第23号・鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部改

正について、議案第29号・職員の給与に関する条例等の一部改正について反対。 

請願・陳情に対する意見 

市 谷 知 子 

（共産党） 

議案第19号・鳥取県認定こども園に関する条例の一部改正について反対。 

請願、陳情に対する意見 
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第３章 委員会活動 
 

 

第１節 常任委員会 
 

１ 総務教育常任委員会 

開催月日 主  要  議  題 

 

１月20日 

 

１ 報告事項 

 (１) 「水木しげるロード in 汐留 ～ＡＮＡに乗ってまんが王国とっとりへ～」の実施

について 

(２) 第４回鳥取県民参画基本条例（仮称）検討委員会の概要について 

(３) 県の行政事務からの暴力団排除にかかる県警への照会対象の明確化・拡大について 

(４) 鳥取県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例(案)に関するパブリッ

クコメントの実施結果について 

(５) 「食のみやこ鳥取プラザ」の状況等について 

(６) 「水木しげるロード in 汐留 ～ＡＮＡに乗ってまんが王国とっとりへ～」の実施

について 

(７) 関西圏における情報発信について 

(８) 関西経済界と連携した取組について 

(９) 鳥取県産品展示商談会の実施結果等について 

(10) 鳥取県ふるさと納税パートナー企業の募集について 

(11) 県有資産マネジメント方針の策定について 

(12) 「差別事象検討小委員会」の設置について 

(13) 宅地建物取引上の人権問題に関する対応について 

(14) 『鳥取県史ブックレット』第１０巻の刊行について 

(15) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 

１月30日 

～２月１日 

所管事項に係る県外調査（鹿児島県） 

・ 鹿児島大学理学部「実践的コア・サイエンス・ティーチャー養成の取り組みについ

て」 

・ 南九州市立田代小学校「地域による学校支援活動について」 

・ 南九州市総務部知覧特攻平和会館「知覧特攻平和会館での平和学習について」 

・ 鹿児島県庁「鹿児島県におけるスポーツ進行の取り組みについて、鹿児島県におけ

る行財政構造改革の取り組みについて」 

 

２月21日 １ 付議案の予備調査 

２ 請願・陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) 「水木しげるロード in 汐留～ＡＮＡに乗ってまんが王国とっとりへ～」オープニ

ングセレモニーの実施について 

(２) 第５回鳥取県民参画基本条例(仮称)検討委員会の概要について 

(３) 「水木しげるロード in 汐留～ＡＮＡに乗ってまんが王国とっとりへ～」オープニ

ングセレモニーの実施について 

(４) 有限会社ワールドファームの倉吉市進出に伴う協定書の調印について  

(５） 「第８回日本橋ストリートフェスタ２０１２」でのまんが王国とっとりのＰＲに

ついて 

(６) 千里大丸プラザ 鳥取うまいもん市場「トリピーショップ」の開設について 

(７) 名古屋行き夜行高速バスの米子乗り入れ開始について 

(８) 鳥取県公共事業評価委員会の答申について 

 

２月22日 

 

１ 付議案の予備調査 

２ 請願・陳情の予備調査 

３ 報告事項 
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 (１) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

(２) 今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針（案）（平成２５年度～平成３０年

度）に係るパブリックコメントの実施等について 

(３) 文化財の県指定について 

 

３月１日 １ 付託議案の審査 

２ 報告事項 

 (１) バードスタジアム国際交流基金（平成２４年度分）の取崩しについて 

 

３月15日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

(１) 「鳥取県に関するイメージ調査」の結果について」 

(２) 第２・３回鳥取力創造運動推進プロジェクトチーム会議の開催結果について 

(３) 第４回ボランティアシステム検討プロジェクトチーム会議の開催結果について 

(４) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

(５) 「東京国際アニメフェア２０１２」及び「アニメコンテンツエキスポ２０１２」 

への出展について 

(６) 千里大丸プラザ 鳥取うまいもん市場「トリピーショップ」オープニングイベント

の実施結果について 

(７) 販路開拓のための効果的な商談会の実施について 

(８) 平成２４年度職員採用試験の実施計画等について 

(９) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

(10) 第６７回国民体育大会冬季大会における鳥取県選手団の成績について 

 

４月20日 １ 報告事項 

 (１) 「鳥取県の子どもたちの未来のための教育に関する協約」の締結について 

 (２) 「コナン列車」特別運行について 

 (３) 第６回・第７回鳥取県民参画基本条例（仮称）検討委員会の概要について 

 (４) 「鳥取県地方税滞納整理機構」の取組状況について  

 (５) アンテナショップによる首都圏での販路開拓等の状況について 

 (６) 関西における企業の人材確保支援等について 

 (７) 関西圏における情報発信について 

 (８) 第１回商品クリニック及び定期展示商談会説明会の開催について 

 (９) 名古屋での情報発信等について 

 (10) 平成２４年度緊急雇用対策の実施について 

 (11) 鳥取県ふるさと納税パートナー企業の募集結果について 

 (12) 新鳥取県史 資料編「近世１」「近代２」「近代３」の刊行について 

 (13) 平成２４年職種別民間給与実態調査の実施について 

 (14) 「鳥取県の子どもたちの未来のための教育に関する協約」の締結について 

 (15) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (16) 今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針（案）（平成２５年度～平成３０年

度）に係るパブリックコメントの実施結果について 

 

５月21日 １ 報告事項 

 (１) 平成２４年度第１回未来づくり推進本部会議の開催について 

 (２) 国際まんが博発表会見・まんが王国とっとり王女即位式典の開催について 

 (３) 鳥取県庁における今夏のクールビズ・節電への取組について 

 (４) 東日本大震災避難者等総合支援チーム会議について 

 (５) 簿冊情報検索システムの運用開始について 

 (６) 国際まんが博発表会見・まんが王国とっとり王女即位式典の開催について 

 (７) 関西における進出企業・金融機関との連携について 

 (８) 鳥取うまいもん市場「トリピーショップ」の状況について 

 (９) 平成２４年度緊急雇用対策（県の直接雇用）の実施状況について 

 (10) 時間外勤務縮減の取組状況について 
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 (11) 平成２４年度事業棚卸し～県民視点での点検～の実施について 

 (12) 「県政推進に向けた県組織のあり方検討会議」の開催について 

 (13) 人権尊重の社会づくり相談ネットワークの運用状況について 

 (14) 鳥取県公文書等の管理に関する条例に基づく利用請求に対する処分に係る審査基準

についてのパブリックコメントの実施について 

 (15) いなばのジビエ連絡協議会の設立について 

 (16) 若桜鉄道沿線地域の活性化に向けた取組について 

 (17) 鳥取中部ウオーキングリゾート推進事業について 

 (18) 第１３回国際マンガサミット鳥取大会の準備状況について 

 (19) よみがえれ弓ヶ浜！白砂青松アダプトプログラムの実施について 

 (20) 平成２５年度鳥取県公立学校教員採用候補者選考試験実施要項について 

 (21) 平成２４年度全国学力・学習状況調査の実施状況について 

 (22) 鳥取民藝美術館の国登録有形文化財・新規登録について 

 (23) むきばんだ史跡公園グランドオープンについて 

 (24) 国・県指定・選定文化財の暴風による被害状況について 

 (25) 鳥取県スポーツ審議会の設置について 

 (26) 平成２３年度新体力テスト調査結果について 

 (27) 学校給食における県内産食材の使用状況及び取組について 

 

５月21日 所管事項に係る県内調査（烏取市） 

・ 鳥取市立南中学校「少人数学級の導入について、武道の必修化について」 

 

６月12日 １ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) 第８回鳥取県民参画基本条例（仮称）検討委員会の概要について 

 (２) 第１回ボランティア・市民活動推進プロジェクトチーム会議の開催結果について 

 (３) 関西圏における情報発信（まんが王国関係）について 

 (４) 株式会社ジェーシービーの鳥取事業所開設について 

 (５) 鳥取県庁業務継続計画（ＢＣＰ）（本庁版）について 

 (６) 第１回「県政推進に向けた県組織のあり方検討会議」の概要について 

 (７) 鳥取県日野地区連携・共同協議会の取組状況について 

 (８) 鳥取県文化財保護審議会への諮問について 

 (９) 企画展「開館４０周年 大きのこ展」の開催について 

 

７月２日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

 (１) 政策項目の進捗状況に係る自己評価結果（１年目）について 

 (２) 「とっとり動画ちゃんねる」の開設について 

 (３) 森林環境保全税の見直しについて 

 (４) イオンレイクタウン鳥取県フェアの開催結果について 

 (５) 株式会社ウッドプラスチックテクノロジーの倉吉市への生産拠点開設について 

 (６) 関西企業との新規商談会の開催等について 

 (７) 関西圏における情報発信（まんが王国関係）について 

 (８) 名古屋における情報発信（まんが王国関係）等について 

 (９) 平成２４年度鳥取県部落解放月間について 

 (10) 鳥取県公文書管理条例の利用請求に基づく処分に係る審査基準についてのパブリッ

クコメントの実施結果について 

 (11) 平成２４年度鳥取県職員採用試験における出題ミスについて 

 (12) 県教育委員会「まんが王国とっとり」関連事業について 

 (13) 平成２４年度美術品の購入について 

 

７月10日 

～12日 

所管事項に係る県外調査（福島県・宮城県・神奈川県） 

・ 福島県庁「少人数教育の取組について」 
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・ 宮城県仙台第二高等学校「生徒の学力向上の取組について」 

・ 宮城県庁「復旧・復興に向けた県の組織体制及び職員の健康管理について」 

・ 川崎市役所「川崎市自治基本条例について、川崎市住民投票条例について」 

・ 世田谷区立京西小学校「教科「日本語」の取組について」 

 

８月10日 所管事項に係る県外調査（香川県） 

・ 香川県立高松高等学校「学力向上の取組について、補習科について」 

 

８月21日 １ 報告事項 

(１) 政策項目の進捗状況に係る自己評価結果（１年目）について 

(２) 「自立と分散で日本を変えるふるさと知事ネットワーク」知事会合の開催結果につ

いて 

(３) 県政顧問の任命について 

(４) 第９回鳥取県民参画基本条例（仮称）検討委員会の概要について 

(５) ２０１２ロンドンオリンピック アーチェリー女子団体銅メダル川中香緒里さんへ

の『県民栄誉賞』の授与について 

(６) 平成２３年度一般会計決算について 

(７) 平成２４年度普通交付税交付決定（県分）の交付額の決定について 

(８) 森林環境保全税の見直しに係るパブリックコメント実施結果について 

(９) 産業廃棄物処分場税の適用期間の延長について 

(10) 消費税増税関連法の概要について 

(11) 首都圏での「国際まんが博」ＰＲについて 

(12) 東京と本県を結ぶ航空便の利用促進の取組について 

(13) 「食のみやこ鳥取プラザ」の状況等について 

(14) 三越千葉店での鳥取県フェア等について 

(15) 第２回鳥取県・関西経済連合会懇談会の概要について 

(16) 龍谷大学との連携事業について 

(17) 関西圏における情報発信（まんが王国関係）について 

(18) 平成２４年度関西における二十世紀梨等ＰＲについて 

(19) 名古屋における情報発信（まんが王国関係）等について 

(20) 平成２４年度事業棚卸し ～県民視点での点検～ の対象事業の決定について 

(21) 第２回「県政推進に向けた県組織のあり方検討会議」の概要について 

(22) 拉致問題の早期解決に向けた取組について 

(23) 北海道との交流事業の実施について 

(24) 国家公務員の給与等に関する人事院勧告等の概要について 

(25) 「平成２３年度教育行政の点検及び評価の概要」について 

(26) いじめ事案への新たな取組について 

(27) 県立鳥取西高等学校耐震化推進事業の基本計画について 

(28) 公立学校施設の耐震改修状況調査の結果について 

(29) 平成２４年度全国学力・学習状況調査結果 鳥取県の概要について 

(30) 「さかなクン ｉｎ 山陰海岸ジオパーク」の開催について 

 

８月21日 所管事項に係る県内調査（倉吉市） 

・ 倉吉東高等学校育友会、鴨水同窓会｢倉吉東高等学校補習科(仮称)設置について｣ 

・ 倉吉東高等学校「平成２２年９月定例会における議会決議を踏まえ、現在取り組ん

でいる学力向上施策の状況」 

 

９月19日 １ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

(１) 「鳥取県の子どもたちの未来のための教育に関する協約」の改訂について 

(２) 平成２４年度第一回政策戦略会議の開催について 

(３) 「鳥取県民参画基本条例(仮称)検討委員会における検討状況について」の概要につ

いて 

(４) 第３０回地域づくり団体全国研修交流会鳥取大会の開催について 
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(５) 寄附金税額控除の対象となるＮＰＯ法人を定める基準（案）に関するパブリックコ

メントの実施について 

(６) 財政健全化法に関する健全化判断比率等の状況について 

(７) 関西圏における情報発信（まんが王国関係）について 

(８) 平成２４年度事業棚卸しの評価結果について 

(９) 第３回「県政推進に向けた県組織のあり方検討会議」の概要について 

(10) インターネット上での不用物品の売却処分の結果について 

(11) 民間事業所退職給付額等実態調査の実施について 

(12) 「鳥取県の子どもたちの未来のための教育に関する協約」の改訂について 

(13) 平成２３年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」について 

(14) 今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針（平成２５年度～平成３０年度）に

ついて 

(15) 文化財の県指定等について 

(16) 青谷上寺地遺跡フォーラムについて 

(17) 平成２４年度全国中学校体育大会について 

(18) 平成２４年度全国高等学校総合体育大会について 

(19) 第６７回国民体育大会（ぎふ清流国体）について 

(20) 鳥取県スポーツ審議会への諮問について 

 

10月３日 １ 参考人招致 

（１） 鳥取県税条例の一部改正（産業廃棄物処分場税）について 

２ 付議案の予備調査 

 

10月10日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

 (１) ボランティア総合情報サイト（総合ボランティアバンク）の開設について 

(２) 住民参加型市場公募地方債(「ゲゲゲのふるさと」とっとり県民債)の発行について 

(３) 平成２６年度の一斉更新にあたっての指定管理者制度見直し方針（案）について  

(４) イズミヤ山陰フェアの開催について 

(５) 名古屋における情報発信等について 

(６) 平成24 年職員の給与等に関する報告・勧告の概要について 

(７) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

(８) 有隣荘の国登録有形文化財・新規登録について 

(９) 企画展「須田国太郎展－没後５０年に顧みる－」の開催について 

(10) 学校給食モニタリングの実施について 

 

10月12日 １ 報告事項 

(１) いじめが原因と思われる生徒の飛び降り事案について 

 

11月28日 １ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

(１) 第二回政策戦略会議の開催及びパブリックコメント等の実施について 

(２) ｢子どもたちの未来のための教育｣に関する知事と鳥取県教育委員との協議について 

(３) 鳥取県民参画基本条例(仮称)の検討について 

(４) 鳥取県非営利公益活動促進条例の一部改正（案）に関するパブリックコメントの実

施について 

(５) 今冬の鳥取県庁舎の節電への取組について 

(６) 米子市営東山水泳場の県営化等について（米子市内の２つの公営プールに係るあり

方の見直し） 

(７) 鳥取県税条例の一部改正（産業廃棄物処分場税）に係る附帯意見への対応状況につ

いて 

(８) 第4回「県政推進に向けた県組織のあり方検討会議」の概要について 

(９) ふるさと納税の現状と促進の取組について 
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(10) 拉致問題の早期解決に向けた取組について 

(11) 首都圏における鳥取県・秋田県共同ハタハタPRの実施について 

(12) 「食のみやこ鳥取プラザ」の状況等について 

(13) 関西企業との商談会の実施結果等について 

(14) 関西におけるIJUターン促進の取組について 

(15) 関西における松葉がにのPRの取組について 

(16) 株式会社カインズに倉吉支店開設に係る調印式の実施について 

(17) 契約保証金の減免について 

(18) ｢子どもたちの未来のための教育｣に関する知事と鳥取県教育委員との協議について 

(19) ブラジル鳥取県人会創立60周年記念式典への参加結果について 

(20) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

(21) 「相談窓口カード」の配布について 

(22) 高校生まんが王国とっとり応援団等の取組について 

(23) 県選択無形民俗文化財「弓浜半島のトンド」調査報告書について 

(24) 国史跡「青谷上寺地遺跡」における古代「山陰道」と考えられる道路遺構の発見に

ついて 

(25) 第67回国民体育大会知事表彰式の開催について 

 

12月７日 １ 付議案の予備調査 

 

12月14日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

 (１) 鳥取県民参画基本条例（仮称）の検討について 

(２) 寄付金税額控除の対象となるNPO法人を定める基準（案）に関するパブリックコメ

ントの実施結果について 

(３) 鳥取力創造運動推進PT（鳥取力創造キャビネット）における意見について 

(４) 平成２４年度鳥取力創造支援補助金の実績について 

(５) 東日本大震災による避難者への生活再建支援について 

(６) 総合事務所体制の見直し方針について 

(７) 秋田・鳥取うまいぞ！ハタハタフェスティバルの開催結果について 

(８) 首都圏におけるIJU（移住）ターンの取組について 

(９) 名古屋における情報発信等について 

(10) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

(11) 企画展「発掘された日本列島2012」の開催について 

(12) 山陰海岸ジオパーク映像完成披露セレモニー及び３D立体映像の公開について 

 

２ 福祉生活病院常任委員会 

開催月日 主  要  議  題 

  

１月11日 

～13日 

 

 

 

 

 

 

１月19日 

所管事項に係る県外調査（岡山県・徳島県・高知県） 

・ 岡山県庁「おかやま新エネルギービジョンについて」 

・ 備前グリーンエネルギー(株)「市民ファンドを活用した初期投資不要の太陽光発電に

ついて」 

・ 徳島県庁「津波対策及びＢＣＰの取組状況について」 

・ 高知県庁「高知県工賃倍増５か年計画について」 

・ ワークスみらい高知「障がい者の勤労機会づくりと自立支援の現場」 

 

１ 参考人招致 

（１） 社会福祉法人みのり福祉会の改善措置状況報告（平成23年３月７日提出分及び11月

28日提出分）について 

１月20日 １ 報告事項 
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(１) 第３回鳥取県津波対策検討委員会の開催結果について 

(２) 米子市、境港市、鳥取県と中国電力(株)との「島根原子力発電所に係る鳥取県民の

安全確保等に関する協定等」の締結について 

(３) 平成２３年度島根県原子力防災訓練の実施について 

(４) 北朝鮮漂流船の対応について 

(５) 住宅用火災警報器設置状況調査結果について 

(６) 平成２３年における鳥取県消防防災航空センターの運行状況について 

(７) 第４回鳥取方式の地域消防防災体制検討委員会の開催結果について 

(８) 第２回とっとり環境イニシアティブ推進プロジェクトチーム全体会議の概要及びパ

ブリックコメントの実施について 

(９) 「ちびっ子エコスタートモデル園」について 

(10) 「平成２３年度鳥取県こどもエコクラブ交流会ｉｎよなご」の開催について 

(11) 中国電力株式会社との「再生可能エネルギー電気導入拡大に関する覚書」締結につ

いて 

(12) 日南町におけるメガソーラー発電所建設に係る協定について 

(13) 【鳥取・島根連携】ラムサール条約リレーシンポジウムの開催について 

(14) 第３０回全国都市緑化とっとりフェア開催へ向けた準備状況について 

(15) 鳥取県犯罪のないまちづくり推進計画（改定版）の作成について 

(16) 年末の総合相談窓口の開設結果について 

(17) 年末の総合相談窓口の開設結果について 

(18) 第３期鳥取県障害福祉計画（素案）の概要について 

(19) 鳥取県高齢者の元気と福祉のプラン（平成２４～２６年度）（鳥取県老人福祉計画

及び介護保険事業支援計画）の策定状況等について 

(20) 岡山大学病院三朝医療センターの存続について 

 

２月21日 １ 付議案の予備調査 

２ 請願・陳情の予備調査 

３ 報告事項 

(１) とっとり若者自立応援プラン（仮称）（Ｈ24年～Ｈ26年）の策定状況について 

(２) 地域医療資源将来予測の概要について 

(３) 県内の病院医師の充足数及び医師奨学金の貸付状況について 

 

２月22日 １ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

(１) 第３回とっとり環境イニシアティブ推進プロジェクトチーム全体会議の概要及びパ

ブリックコメントの実施結果について 

(２) 平成２３年度版鳥取県環境白書（実績編）の発行について 

(３) 拡大湖山池会議並びに確認書締結式の概要について 

(４) 天神川流域下水道下水汚泥有効利用事業について 

(５) 鳥取県生活排水処理施設整備構想に係るパブリックコメントの実施について 

(６) 【鳥取・島根連携】ラムサール条約リレーシンポジウム等の開催概要について 

(７) 第１１次鳥獣保護事業計画に係るパブリックコメントの実施について 

(８) 鳥取県住生活基本計画の改定に係るパブリックコメントの実施結果について 

(９) 鳥取県住宅供給公社再生計画の進捗状況について 

(10) 第１回原子力安全対策プロジェクトチーム会議について 

(11) 平成２３年度島根原子力発電所防災訓練の実施結果について 

(12) 安全協定に基づく現地確認について（１／２７） 

(13) 地域防災計画（原子力災害対策編）策定に関する市町村説明会の開催結果について 

(14) 平成２３年度鳥取型防災教育実践モデル校報告会について 

４ 社会福祉法人みのり福祉会問題について 

 

２月24日 所管事項に係る県内調査（倉吉市）  

・ 社会福祉法人みのり福祉会の第２回改善措置状況報告書にかかる現地調査 
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３月１日 １ 付託議案の審査 

２ 報告事項 

 (１) 第２回原子力安全対策プロジェクトチーム会議の開催について 

(２) 倉吉市堺町地内における微量ＰＣＢ含有電気機器の発見と対応について 

(３) 第３０回全国都市緑化とっとりフェアへの電気自動車の協賛等について 

 

３月15日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

(１) 第４回鳥取県津波対策検討委員会の開催について 

(２) 東日本大震災被災地支援職員へのアンケート調査の結果について 

(３) 第５回鳥取方式の地域消防防災体制検討委員会の開催結果について 

(４) 東日本大震災に係る被災県への災害救助費の求償について 

(５) 鳥取県立社会福祉施設の使用料等に関する規則の一部改正について 

(６) 医療従事者の需要状況調査（24年１月調査）の結果について 

(７) 薬剤師の需要状況調査（24年１月調査）の結果について 

(８) 災害時における一般用医薬品等の確保・供給等に関する協定の締結について 

(９) 緊急雇用創出事業の予備枠による事業の追加実施について 

(10) 崎津地区メガソーラー事業について 

(11) 東部地域におけるレジ袋無料配布中止の実施について 

(12) 湖山水門の開放について 

(13) ＰＣＢの検出下限と環境ホルモンについて 

(14) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 

３月28日 １ 参考人招致 

（１） 社会福祉法人みのり福祉会の改善措置状況報告（平成２３年３月７日提出分及び１

１月２８日提出分）について 

（２） 社会福祉法人等に対する監査のあり方について 

４月20日 １ 報告事項 

 (１) 第４回鳥取県津波対策検討委員会の開催結果について 

 (２) 原子力安全対策室の発足について 

 (３) 第３回原子力防災連絡会議について 

 (４) ４月３日発表の暴風警報の被害報告について 

 (５) 北朝鮮の「人工衛星」と称するミサイル発射の対応について 

 (６) 鳥取方式の地域消防防災体制検討事業の検討結果について 

 (７) 「第２次鳥取県環境基本計画」、「とっとり環境イニシアティブプラン」及び「鳥取

県地球温暖化対策計画」の策定について 

 (８) 第５回北東アジア地方政府環境保護機関実務者協議会の結果について 

 (９) 平成２４年度版鳥取県環境白書（施策編）の公表についてについて 

 (10) 東部広域行政管理組合の焼却施設に係る環境影響評価準備書の提出について 

 (11) 「第４回中海の水質及び流動会議」の概要について 

 (12) 「東郷池の環境改善に向けたアクションプログラム」（第２期）の策定について 

 (13) 湖山池の水門開放後の塩分濃度変化等について 

 (14) 東日本大震災により生じた災害廃棄物の広域処理について 

 (15) 第１１次鳥獣保護事業計画の策定について 

 (16) レッドデータブックとっとり改訂版の公表について 

 (17) 第３０回全国都市緑化とっとりフェアへの車両協賛及びとっとりグリーンウェイブ

キャラバンの実施について 

 (18) 鳥取砂丘ボランティア除草実施結果について 

 (19) 「鳥取県公衆浴場法施行条例」及び「鳥取県旅館業法施行条例」の一部改正に伴う

パブリックコメント等の実施について 

 (20) 第３期鳥取県障害福祉計画の策定について 

 (21) 「第１４回全国障害者芸術・文化祭」の鳥取県開催に係る国要望について 

 (22) 鳥取県高齢者の元気と福祉のプラン（平成２４～２６年度）（鳥取県老人福祉計画
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及び介護保険事業支援計画）の策定について 

 (23) 「支え愛」まちづくり推進プロジェクトチーム第３回会議の開催結果について 

 (24) とっとり若者自立応援プラン（平成２４～２６年度）の策定について 

 (25) 三朝医療センターの入院休止について 

 (26) 公立豊岡病院ドクターヘリの運航実績について 

 (27) 被ばく医療機関の指定について 

 

５月11日 １ 議題 

（１） 防災対策にかかる提言書について 

 

５月21日 １ 報告事項 

 (１) 政府の今夏の電力需給対策への本県の対応について 

 (２) 東部広域行政管理組合の焼却施設に係る環境影響評価審査会の概要について 

 (３) モニタリングポスト（放射線監視装置）の設置について 

 (４) 平成２４年度湖山池会議（第１回）の概要について 

 (５) 湖山池におけるフナの大量斃死について 

 (６) 中海流域における湖沼水質保全特別措置法第７条第１項に基づく汚濁負荷量規制基

準の設定に係るパブリックコメントの実施について 

 (７) 【鳥取県・島根県連携】ラムサール条約湿地「中海・宍道湖一斉清掃」について 

 (８) 第３０回全国都市緑化とっとりフェアの準備状況について 

 (９) 平成２３年度消費生活相談の概要について 

 (10) 県営住宅の暴風被害について 

 (11) 福山市のホテル火災を受けた本県の対応状況について 

 (12) 産業廃棄物の不法投棄に係る改善結果について 

 (13) 第３回鳥取県版業務継続計画（ＢＣＰ）策定推進会議の開催結果について 

 (14) 東日本大震災避難者等総合支援チーム会議について 

 (15) 人形峠環境技術センターによるストレステスト結果について 

 (16) 平成２４年度第１回原子力安全対策プロジェクトチーム会議の結果について 

 (17) 福島県現地状況調査の概要について 

 (18) 緊急速報（エリア）メールの運用開始について 

 (19) ４月２１日(土)から２２日(日)及び２５日(水)から２６日(木)の暴風による被害状

況について 

 (20) 鳥取方式の地域消防防災体制を推進する有識者会議の開催結果について 

 (21) 福山市のホテル火災を受けた本県の対応状況について 

 (22) 福祉のまちづくり推進サポーター制度の創設について 

 (23) ファザーリング全国フォーラムinとっとりの開催について 

 (24) 「とっとり婚活応援団！発足式」の開催について 

 (25) 平成２４年度の熱中症対策について 

 (26) 次期「保健医療計画」、「健康づくり文化創造プラン」、「がん対策推進計画」の策定

について 

 (27) 福島県からの避難者等に対する内部被ばく検査の実施について 

 

６月12日 １ 付議案の予備調査 

２ 請願・陳情の予備調査 

３ 報告事項 

(１) 第５回（平成２４年度）鳥取県原子力防災専門家会議の開催結果について） 

(２) 扇ノ山における行方不明事案に係る自衛隊の災害派遣要請について 

(３) 保育士養成のあり方検討委員会の検討状況について 

(４) 薬物乱用防止を若者に訴える「紙芝居」について 

(５) 米子市崎津地区でのメガソーラーの設置及び運営に関する検討の協定について 

(６) 平成２４年度湖山池会議（第２回）の概要について 

(７) 持続可能な地下水利用に係る検討会の概要について 

(８) 「持続可能な地下水利用に向けた条例(仮称)案」の概要について 

(９) 東日本大震災により生じた災害廃棄物の広域処理の推進について 

(10) （財）鳥取県環境管理事業センターの公益法人制度改革への対応について 
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(11) 都市計画区域マスタープラン策定における住民参画について 

(12) 第３０回全国都市緑化とっとりフェアにおける実行委員会第２回総会の開催及び

実施計画の策定について 

(13） 国における生食用牛レバーへの対応について 

(14） 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 

７月２日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

(１) 鳥取県版業務継続計画（ＢＣＰ）策定推進に関する基本指針［第２次改訂版］の

策定について 

(２) 海抜表示板等の設置に係るデザインの統一について 

(３) 原子力発電所の安全対策に関する他県等との取組について 

(４) 島根原子力発電所の耐震性安全性評価における地震動評価等について 

(５) 台風４号による大雨の被害状況について 

(６) 「鳥取型防災教育の手引き（暫定版）」の作成について 

(７) 社会福祉法人あすなろ会の改善状況について 

(８) 社会福祉法人みのり福祉会の改善状況について 

(９) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援

法）の概要について 

(10) 鳥取県小児慢性特定疾患治療研究事業医療給付措置費負担命令規則の一部改正に

ついて 

(11) 鳥取県社会福祉施設入所措置費等徴収規則の一部改正について 

(12) がん対策推進評価専門部会の開催について 

(13) 福島県からの避難者等に対する内部被ばく検査の実施状況について 

(14) 「地下水シンポジウム～持続可能な地下水利用に向けて～」の開催について 

(15) ラムサール条約登録湿地及び東郷池の環境教育イベントの開催について 

(16) 鳥取県都市公園条例の一部改正に係るパブリックコメント実施について 

(17) 平成２４年度鳥取砂丘夏季ボランティア除草の開始について 

 

７月18日 

～20日 

所管事項にかかる県外調査（京都府・福井県・滋賀県） 

・ 京都府庁「原子力発電所対応の現状について」 

・ 滋賀県庁「原子力発電所対応の現状について」 

・ 京都大学原子炉実験所「科学研究への中性子利用について、原子炉の安全性につい

て」 

・ 美浜原子力防災センター「オフサイトセンターについて、美浜原子力発電所の安全対

策について」 

・ あいとうエコプラザ菜の花館「菜の花プロジェクトについて」 

 

８月21日 １ 報告事項 

(１) 東部広域行政管理組合の可燃物処理施設に係る環境影響評価準備書に対する意見概

要及び事業者見解について 

 (２) 公害紛争処理法に基づく公害調停の申請について 

 (３) 第４回とっとり環境イニシアティブ推進プロジェクトチーム全体会議の概要につい

て 

 (４) とっとりＣＯ2ダイエット作戦事業の開始について 

 (５) 湖山池の高塩分化の状況について 

 (６) 「持続可能な地下水利用に向けた条例（仮称）案」に係るパブリックコメントの実

施結果等について 

 (７) 「鳥取県石綿健康被害防止条例の改正案」に係るパブリックコメントの実施結果に

ついて 

 (８) 東日本大震災で発生した災害廃棄物の広域処理について 

 (９) （財）鳥取県環境管理事業センターからの一部債務免除の要請について 

 (10) 産業廃棄物処分場税の適用期間の延長について 

 (11) 都市計画区域マスタープラン策定における「まちづくり研究会」の概要について 
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 (12) 第30回全国都市緑化とっとりフェアの準備状況について 

 (13) ホテル・旅館等に係る緊急点検結果について 

 (14) 鳥取プレイランド跡地付近の試掘結果について 

 (15) 米子市崎津地区でのメガソーラーの設置及び運営に関する協定について 

 (16) 「社会福祉法人みのり福祉会改善命令に係る報告書」（福祉生活病院常任委員会）

への対応状況について 

 (17) 鳥取市東デイサービスセンターの事故への対応について 

 (18) 賃貸住宅あんしん見守り活動に関する協定の締結について 

 (19) 九州北部豪雨災害「鳥取県災害ボランティア隊」の派遣について 

 (20) 「保育士養成のあり方検討委員会報告書」について 

 (21) 県内認可保育所で発生した園児の負傷事故について 

 (22) ｢鳥取県青少年健全育成条例｣の一部改正に伴うパブリックコメントの実施について 

 (23) 次期「鳥取県周産期医療体制整備計画」の策定について 

 (24) 鳥取市の「看護師等養成機関の新たな設置検討会」について 

 (25) 鳥取県津波対策検討委員会の検討結果に係る今後の対応について 

 (26) 第４回原子力防災連絡会議について 

 (27) 第４回原子力安全対策プロジェクトチーム会議の結果について 

 (28) 島根原子力発電所２号機のストレステストの提出について 

 (29) 鳥取県職員災害応援隊の熊本県阿蘇市への災害派遣について 

 (30) ホテル・旅館等に係る緊急点検結果について 

 (31) 第５８回鳥取県消防ポンプ操法大会の結果について 

 

９月19日 １ 付議案の予備調査 

２ 請願・陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) 平成２３年度小規模作業所等の工賃結果について 

 (２) 障がい者福祉関連鳥取県江原道交流について 

 (３) 障がい者のためのパソコンボランティアセンターの設置について 

 (４) 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の施行に向けた取

組について 

 (５) 地域主権一括法に伴う条例のパブリックコメントの実施について 

 (６) ｢鳥取県青少年健全育成条例｣の一部改正に伴うパブリックコメントの結果について 

 (７) 災害時の医療救護活動に関する協定締結について 

 (８) 「違法ドラッグ脱法ハーブ」に関する店舗等への訪問調査指導の結果について 

 (９) 第５回原子力安全対策プロジェクトチーム会議の結果について 

 (10) 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）全国一斉自動放送等試験の結果について 

 (11) 「鳥取県と日本防災士会鳥取県支部との防災に係る相互協力に関する協定」の締結

について 

 (12) 平成２４年度「防災週間」に関連した行事について 

 (13) 東部広域行政管理組合の可燃物処理施設に係る環境影響評価審査会（平成２４年度

第２回）の概要について 

 (14) 鳥取県環境影響評価条例の改正案に係るパブリックコメントの実施について 

 (15) 鳥取県環境白書（「平成２３年度実績」及び「平成２４年度環境の現状」）の公表に

ついて 

 (16) 鳥取県東部地域におけるレジ袋無料配布中止について 

 (17) 海洋エネルギー資源開発促進日本海連合への参加について 

 (18) 平成２４年度湖山池会議（第３回）の概要について 

 (19) 持続可能な地下水利用に係る検討会の概要について 

 (20) ツキノワグマ出没の傾向と対策について 

 (21) 第３０回全国都市緑化とっとりフェアの準備状況について 

 (22) 浅漬けを原因とする腸管出血性大腸菌O１５７による食中毒事件を受けての対応状

況について 

 (23) 「鳥取県地域安全フォーラム２０１２」の開催について 

 (24) 鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の改正案に係るパブリックコメントの実

施について 
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 (25) 米子市崎津地区に係る鳥取米子ソーラーパーク（株）との賃貸借契約について 

 

10月１日 １ 付議案の予備調査 

 

10月10日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

(１) 第１回鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例の見直し検討委員会の開催につい

て 

(２) 「とっとり防災フェスタ２０１２」の開催について 

(３) 平成２４年度鳥取県原子力防災訓練（人形峠）の開催結果について 

(４) 心身障がい者扶養共済制度に係る加入者掛金の減免率等の見直しについて 

(５) 特別養護老人ホーム施設整備事業計画の募集について 

(６) 「とっとり子育て応援パスポート」５周年記念事業の実施について 

(７) 東部広域行政管理組合の可燃物処理施設に係る環境影響評価審査会（平成２４年度

第３回）の概要について 

(８) 「みんなのエコフェスタｉｎとっとり」の開催について 

(９) バイシクルタウン構想検討会の設置について 

(10) 都市計画区域マスタープラン策定における「まちづくり研究会」の開催状況等につ

いて 

(11) 平成２４年鳥取県地価調査の結果及び地価動向について 

(12) 緊急雇用創出事業の予備枠による事業の追加実施について 

(13) 「第４４回鳥取県交通安全県民大会」の開催について 

(14) 「鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例」の改正案に係るパブリックコメント

の実施結果について 

 

10月30日 １ 参考人招致 

（１） とっとりの豊かで良質な地下水の持続的な利用に関する条例（案） 

 

11月５日 

～６日 

所管事項にかかる県外調査（熊本県） 

・ 熊本市役所「熊本市地下水保全条例について、地下水保全に係る実施事業について」 

・ くまもと地下水財団「熊本市の地下水保全の取り組みについて」 

・ 熊本大学大学院「熊本地域における広域地下水流動の実態とその持続的管理を目指し

た取り組みについて、「とっとりの豊かで良質な地下水の持続的な利用に関する条例

（案）」に係る所見について」 

・ 熊本県庁（熊本市）「地下水保全条例について」 

・ 大菊土地改良区（菊池郡大津町）「地下水涵養の取り組みについて」 

 

11月13日 所管事項にかかる県内調査（西部） 

・ 大山町、日南町、日野町、江府町「各町の地下水条例について」 

・ 米子市、米子市水道局「採水の現状等について、企業誘致における水の利用状況等に

ついて」 

・ ニッポン高度紙工業米子工場「工場の概要及び採水の現状等について」 

・ 王子製紙㈱米子工場「工場の概要及び採水の現状等について」 

・ サントリープロダクツ㈱ 天然水奥大山ブナの森工場「工場の概要及び採水の現状等

について」 

・ コカコーラウエスト大山プロダク（株）大山工場「工場の概要及び採水の現状等につ

いて」 

 

11月28日 １ 付議案の予備調査 

２ 請願・陳情の予備調査 

３ 報告事項 

(１) 東部広域行政管理組合の可燃物処理施設に係る環境影響評価準備書に対する知事意

見について 

(２) ｢鳥取県環境影響評価条例｣の改正案に係るパブリックコメントの実施結果について 
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(３) 冬季の省エネルギー対策について 

(４) 鳥取県地球温暖化対策条例に基づく特定事業者等の取組計画書及び達成状況報告書

の公表について 

(５) 中海水質汚濁防止対策協議会窪地対策検討委員会の概要について 

(６) 湖山池将来ビジョンシンポジウムの概要について 

(７) 都市計画区域マスタープラン策定における「まちづくり研究会」の開催について 

(８) 第1回及び第2回鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例の見直し検討委員会の開

催結果について 

(９) 第1回島根原子力発電所に関する安全協定改定に係る協議会の開催結果について 

(10) 鳥取県原子力防災専門家会議委員の利益相反調査結果について 

(11) 原子力災害対策指針の決定について 

(12) 島根原子力発電所に係る放射性拡散シミュレーションの公表について 

(13) 地域防災計画（原子力災害対策編）の修正について 

(14) 原子力防災に関する島根県知事等との意見交換の結果について 

(15) 第5回原子力防災連絡会議について 

(16) 島根県との合同による平成24年度島根原子力発電所に係る防災訓練の実施について 

(17) 「とっとり防災フェスタ2012」の開催結果について 

(18) 鳥取県消防学校｢実践的訓練施設完成記念訓練｣～創立３０周年記念事業～について 

(19） 地域主権一括法に伴う条例（障害者自立支援法）のパブリックコメントの実施結果

及びその対応について 

(20) 第14回全国障がい者芸術・文化祭検討委員会について 

(21) 平成24年度「“支え愛”のまちづくり普及啓発事業」について 

(22) 地域主権一括法に伴う条例（介護保険法、老人福祉法等）のパブリックコメントの

実施結果及びその対応について 

(23) 地域主権一括法に伴う条例（児童福祉法：保育所）のパブリックコメントの実施結

果及びその対応について 

(24) 鳥取県認定こども園に関する条例の一部改正に係るパブリックコメントの実施結果

及びその対応について 

(25) 保育士養成のあり方に係る県方針（案）について 

(26) 鳥取県青少年健全育成条例の一部改正（平成25年1月1日施行）に係る県議会附帯意

見への対応状況について 

(27) 地域主権一括法に伴う条例（児童福祉法：児童養護施設等）のパブリックコメント

の実施結果及びその対応について 

(28) 地域主権一括法に伴う条例（児童福祉法：障害児入所施設等）のパブリックコメン

トの実施結果及びその対応について 

(29) 次期「がん対策推進計画(案）」、「健康づくり文化創造プラン（案）」、「食のみやこ

とっとり～食育プラン～（案）」の策定について 

(30) がん対策推進評価専門具会中間報告について 

(31) 鳥取県中部保健医療圏の産科・小児科医療体制検討会について 

(32) 地域主権一括法に伴う条例（医療法）のパブリックコメントの実施結果及びその対

応について 

(33) 看護士養成の抜本的拡充に向けての検討会について 

 

12月３日 １ 付議案の予備調査 

 

12月４日 １ 付議案の予備調査 

 

12月７日 １ 付議案の予備調査 

 

12月14日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

(１) 鳥取県地域防災計画修正に係るパブリックコメントの実施について 

(２) 鳥取県津波防災講演会の開催及び津波対策普及啓発パンフレットの作成について 

(３) 被ばくリスク予測の公表について 
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(４) 地域防災計画（原子力災害対策編）の修正素案について 

(５) 鳥取県広域住民避難計画（素案）について 

(６) 第6回原子力安全対策プロジェクトチーム会議の結果について  

(７) 第6回（平成24年度）鳥取県原子力防災専門家会議について 

(８) 平成24年度原子力防災講演会の開催について 

(９) 人形峠環境技術センターにおける停電について 

(10) 北朝鮮の「人工衛星」と称するミサイル発射の対応について 

(11) 平成24年度鳥取県自主防災組織訓練大会について 

(12) 平成24年度防災とボランティア週間に関連した行事について 

(13) 年末の相談窓口の開設について 

(14) 保育士養成のあり方に関する県内高校生への意見聴取結果について 

(15) ｢鳥取県青少年健全育成条例｣の一部改正に伴うパブリックコメントの実施について 

(16) 鳥取県中部保健医療圏の産科・小児科医療体制検討会について 

(17) 次期「保健医療計画（案）」の策定について 

(18) 第二期鳥取県医療費適正化計画（案）の策定について 

(19) 鳥取県独自の薬物乱用防止条例案の骨子について 

(20) 年末の相談窓口の開設について 

 

３ 農林水産商工常任委員会 

開催月日 主  要  議  題 

 

１月20日 

 

１ 報告事項 

 (１) 環日本海定期貨客船航路の運航状況等について 

 (２) 年末の総合相談窓口の開設結果について 

 (３) 平成23年度市町村ふるさと雇用再生特別基金事業に係る補助金交付決定の一部取消

し及び返還命令について 

 (４) アイクス税理士法人・株式会社アイクスの米子市進出に伴う協定書の調印について 

 (５) 「食のみやこ鳥取プラザ」の状況等について 

 (６) 平成23年度第３・四半期各事業実績について 

 (７) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (８) 農山村ボランティア事務局運営受託団体の募集について 

 (９) さかいみなと漁港・市場活性化協議会の開催について 

  

２月21日 １ 付議案の予備調査 

２ 報告事項 

 (１) 海外における販路拡大拠点への支援状況について 

 (２) 中国・ロシア・韓国トライアル輸送実証調査事業の実施状況について 

 (３) 平成24年３月新規高等学校卒業生の就職内定状況等について 

 (４) 株式会社ナノオプトニクス・エナジーの事業進捗について 

 (５) 鳥取県地域活性化協議会の開催結果について 

 (６) 知事の三洋電機株式会社訪問について 

 (７) 有限会社ワールドファームの倉吉市進出に伴う協定書の調印について 

 (８) 株式会社鶴見製作所の研修所設置に伴う協定書の調印について 

 (９) 豊蔵合同会社の鳥取市進出に伴う協定書の調印について 

 (10) 株式会社ウエストバイオマスの工場新設に伴う協定書の調印について 

 (11) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (12) 平成23年取扱事件等の概要について 

 (13) 県内労働関係機関による合同労働相談会等の実施について 

 

２月22日 １ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) 拡大湖山池会議並びに確認書締結式の概要について 

 (２) 「鳥取和牛オレイン５５ブランド化戦略」の策定及び「鳥取県農水産物ＰＲチーム
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（仮称）の結成について 

 (３) 「鳥取暮らし農林水産就業サポート事業」及び「鳥取県ＩＪＵ！アグリスタート研

修事業」の実施状況について 

 (４) 第64回全国植樹祭の準備状況について 

 (５) 県内のオフセット・クレジット（Ｊ－ＶＥＲ）の販売状況について 

 (６) (財)鳥取県造林公社経営検討委員会の最終報告について  

 (７) 千里大丸プラザ 鳥取うまいもん市場「トリピーショップ」の開設について 

 

３月１日 １ 付託議案の審査 

２ 報告事項 

 (１) 米川土地改良区の不適正経理に対する特別検査の概要について 

 (２) 「第８回(平成２３年度）鳥取県木の住まいづくりコンクール」について 

 (３) 農林水産部の試験研究に係る外部評価の実施結果について 

 (４) マグロレプリカ完成披露式について 

 (５) 首都圏での鳥取県産食材等のＰＲについて 

 

３月15日 １ 付託議案の審査 

２ 報告事項 

 (１) 関西広域連合の広域産業振興分野への参加について 

 (２) とっとり企業支援ネットワーク連携強化事業（東日本大震災に伴う特別相談）の実

施結果について 

 (３) ミドル・シニア仕事ぷらざ米子の移転について 

 (４) ふるさと雇用再生特別交付金事業及び緊急雇用創出事業の平成23年度予備枠の執行

状況等について（3/1現在） 

 (５) ＥＶ人材育成カリキュラム開発事業について 

 (６) 崎津地区メガソーラー事業について 

 (７) 米川土地改良区の不適正経理に対する特別検査（２回目）について 

 (８) 農山村ボランティア事務局運営業務受託者の審査結果について 

 (９) （財）鳥取県造林公社経営改革プラン(案)について 

 (10) 平成23年次の水産物の水揚状況（速報値）について 

 (11) 千里大丸プラザ 鳥取うまいもん市場「トリピーショップ」オープニングイベント

の実施結果について 

 

４月20日 １ 報告事項 

 (１) 暴風による農林水産被害状況及び被害への対応について 

 (２) 平成23年度食のみやこ・やらいや農林水産業プロジェクト会議の実施状況について 

 (３) 農業大学校の学生及び研修生の動向 

 (４) 神戸市中央卸売市場での「鳥取和牛オレイン５５」の認定開始について 

 (５) 第５８回鳥取県植樹祭（第６４回全国植樹祭プレ植樹祭）の開催について 

 (６) 美保湾でのギンザケ海面養殖試験の実施状況について 

 (７) とっとり経済産業活性化トップミーティングの開催結果について 

 (８) 第１７回北東アジア地域国際交流・協力地方政府サミット「経済協議会」の開催結

果について 

 (９) 環日本海定期貨客船航路の運航状況等について 

 (10) 鳥取県中部地域雇用開発計画の国の同意について 

 (11) 職業訓練の実施状況等について 

 (12) 平成２４年度緊急雇用対策の実施について 

 (13) ＴＰＣ株式会社の工場設置に伴う協定書の調印について 

 (14) 株式会社ナノオプトニクス・エナジーの進捗状況について 

 (15) 地域活性化総合特区の二次指定申請について 

 (16) 第３回北東アジア産業技術フォーラムの開催について 

 (17) 「食のみやこ鳥取プラザ」の状況等について 

 (18) 平成２３年度各事業実績について 

 (19) 一定額以上の工事又は請負契約の報告について 

 (20) 平成２３年度取扱事件等の概要について 
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５月21日 １ 報告事項 

 (１) 環日本海定期貨客船航路の運航状況等について 

 (２) 株式会社フロンティアファクトリーの鳥取市進出について 

 (３) ヤマト運輸株式会社及びヤマトコンタクトサービス株式会社の鳥取事業所開設につ

いて 

 (４) 株式会社ナノオプトニクス・エナジーの進捗状況について 

 (５) 鳥取地区工業用水道事業の新規給水状況について 

 (６) ４月２１日から２２日及び２５日から２６日の暴風による農林水産被害状況および

被害への対応について 

 (７) 平成２４年度湖山池会議（第１回）の概要について 

 (８) 大山町における茶園の雪害復旧について 

 (９) 「第５４回鳥取県しいたけ品評会」及び「きのこ王国とっとりけんフェスティバ

ル」の開催について 

 (10) 松くい虫防除に係る空中散布について 

 (11) よみがえれ弓ヶ浜！白砂青松アダプトプログラムの実施について 

 (12) 協同農業普及事業の実施に関する方針の一部改正について 

 (13) 湖山池におけるフナの大量斃死について 

 (14) 「食のみやこ鳥取県」地産地消推進プロジェクトについて 

 (15) 「２０１２近畿・中国・四国Ｂ-１グランプリin鳥取」の開催について 

 (16) いなばのジビエ連絡協議会の設立について（１）暴風による農林水産被害状況及び

被害への対応について 

 

６月12日 １ 付議案の予備調査 

２ 請願・陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) ５月１７日の降ひょうによる農作物被害状況と対応について 

 (２) 主要農産物の生産販売状況について 

 (３) 第１０回全国和牛能力共進会に係る第一次集合審査会について 

 (４) 米川土地改良区の不適正経理にかかる特別検査の結果について 

 (５) 第６４回全国植樹祭の準備状況について 

 (６) 第２回境港まぐろ感謝祭について 

 (７) 「2012近畿・中国・四国Ｂ－１グランプリｉｎ鳥取」の開催結果について 

 (８) 鳥取県雇用創造１万人プロジェクトの進捗状況等について 

 (９) 「原油価格高騰に関するワンストップ相談窓口」の開設について 

 (10) 「とっとり就職フェア２０１２・５月」の実施について 

 (11) 平成２５年３月新規学校卒業予定者の求人要請について 

 (12) 株式会社ジェーシービーの鳥取事業所開設について 

 (13) 第１回弓浜絣産地維持緊急対策事業及び弓浜がすり伝承館のあり方検討委員会の開

催結果について 

 (14) 米子市崎津地区でのメガソーラーの設置及び運営に関する検討の協定について 

 (15) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

４ その他 

 (１) きのこ王国鳥取県フェスティバルについて 

 

７月２日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

(１) 鳥取県の経済雇用情勢について 

 (２) 鳥取県建設業介護ビジネス参入支援事業補助金の募集開始について 

 (３) 環日本海定期貨客船航路就航３周年記念セレモニーの実施について 

 (４) 株式会社ウッドプラスチックテクノロジーの倉吉市への生産拠点開設について 

 (５) 株式会社源吉兆庵の米子市への生産拠点開設について 

 (６) 企業立地の分析（Ｈ２４．６月末現在）について 

 (７) 特急スーパーはくとでの車内販売の実施計画について 
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 (８) イオンレイクタウン鳥取県フェアの開催結果について 

 (９) 鳥取県産品の情報発信・インターネットショップサイトの開設について 

 (10) 小水力発電の適地・事業化調査について 

 (11) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (12) 台風４号による大雨の被害状況について 

 (13) 主な農業統計数値及び農業産出額からみた本県農業の現状と推移 

 (14) 県内産すいか・メロン等のロシア輸出について 

 (15) 葉たばこ廃作農家の営農状況について 

 (16) 鳥獣被害対策の取組状況について 

 (17) 米川土地改良区の特別検査結果に対する改善措置方針等の報告について 

 (18) 森林環境保全税の見直しについて 

 (19) 未来きらめく☆ととリンフェスタについて 

 

７月18日 

～20日 

所管事項にかかる県外調査（長野県・群馬県・東京都） 

・ 株式会社永井農場「中山間地における地域と共生した複合経営について」 

・ ながの緑育協会「心かよう美しい緑のまちながのの取組について」 

・ 長野県須坂市役所「水力発電による鳥獣被害防止用電気柵について」 

・ 多野東部森林組合「提案型施業集約化について」 

・ 国土交通省自動車局「超小型モビリティの導入ガイドラインについて」 

  

８月21日 １ 報告事項 

 (１) ロシアへの鳥取県農産物販売促進団の派遣結果等について 

 (２) 「鳥取暮らし農林水産就業サポート事業」及び「鳥取へIJU！アグリスタート研修

事業」の実施状況について 

 (３) 主要農産物の生産販売状況について 

 (４) 第１０回全国和牛能力共進会鳥取県最終予選会の開催結果について 

 (５) 原木しいたけ新規生産講座について 

 (６) 森林環境保全税の見直しに係るパブリックコメント実施結果について 

 (７) 「とっとり共生の森」協定締結及び県有林のオフセットクレジット（J-VER）の販

売について 

 (８) 第６４回全国植樹祭の準備状況について 

 (９) 農林水産部の試験研究に係る外部評価の実施結果について 

 (10) 海の森づくり事業（藻場造成事業）の取り組みについて～豊かな海づくり事業～  

 (11) 鳥取県外国漁船操業問題対策協議会の開催について 

 (12) マサバ陸上養殖技術開発について（養殖事業展開可能性調査）～豊かな海づくり事

業～ 

 (13) 未利用海藻掘りおこし調査について～豊かな海づくり事業～ 

 (14) 大消費地における販路開拓の取り組みについて 

 (15) 平成２４年度「食のみやこ鳥取県」特産品コンクールの審査結果について 

 (16) 鳥取県経営再生サポートセンターの開設等について 

 (17) 環日本海定期貨客船航路の運航状況等について 

 (18) 鳥取県職業訓練の実施の基準に関する条例の制定に係るパブリックコメント実施に

ついて 

 (19) 王子製紙株式会社の先端技術実証評価設備設置に伴う協定書の調印について 

 (20) 株式会社ガイナックスの米子市進出に係る調印式の実施について 

 (21) 大山テック株式会社およびメタルリボーン株式会社の米子市における立地について 

 (22) 鳥取県版経営革新支援事業の計画認定申請状況等について 

 (23) 鳥取県地域活性化総合特区の第二次指定等について 

 (24) 「食のみやこ鳥取プラザ」の状況等について 

 (25) 第２回弓浜絣産地維持緊急対策事業及び弓浜がすり伝承館のあり方検討委員会の開

催結果について 

 (26) 企業局経営改善計画（平成２３～２５年度）の進捗状況について 

 (27) 平成２４年度第１四半期各事業実績について 

 (28) 一定額以上の工事又は請負契約の報告について 

 (29) 米子市崎津地区でのメガソーラーの設置及び運営に関する協定について 
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９月19日 １ 付議案の予備調査 

２ 報告事項 

(１) 鳥取県の経済雇用情勢について 

(2-1) 中国での反日デモに係る県内企業への影響について 

(2-2) 境港の外貿コンテナ貨物取扱量の現状について 

(３) 第８回中国吉林・北東アジア投資貿易博覧会への出展結果について 

(４) 「鳥取ブランド展ｉｎロシア２０１２」の開催について 

(５) 第１回医工連携戦略プロジェクト推進委員会の開催について 

(６) 平成２４年度第１回農医連携促進協議会の開催について 

(７) 県有施設へ導入する直管形ＬＥＤランプの性能に関する標準仕様書の作成について 

(８) 竹内工業団地の新規貸付契約について 

(９) 米子市崎津地区に係る鳥取米子ソーラーパーク(株)との賃貸借契約の締結について 

(10) 県内産二十世紀梨等のロシア輸出について 

(11) 米川土地改良区の特別検査結果に対する再報告等について 

(12) 中海干拓農地（弓浜干拓地）の売渡しの公募について 

(13) 緑の産業再生プロジェクト事業における不適切な執行について 

(14) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

(15) 井戸海水の導入調査事業の取組について～豊かな海づくり事業～ 

(16) 平成２４年上半期における水産物の水揚状況について(速報値) 

(17) クロマグロ水揚実績及び資源管理について 

 

10月10日 １ 付託議案の審査 

２ 報告事項 

 (１) 台風１６号及びそれに伴う大雨による農林業被害について 

 (２) ロシアへの鳥取県農産物販売促進団の派遣結果等について 

 (３) 平成２４年度「食のみやこ鳥取県フェスタ」の開催について 

 (４) 主要農産物の生産販売状況について 

 (５) 台湾向け二十世紀梨輸出に係る販売促進団の派遣結果について 

 (６) 第１０回全共プレイベント（オレイン和牛の饗宴）結果について 

 (７) 第１回全国know村(のうそん)サミットinとっとりの開催について 

 (８) 国営中海土地改良事業の総事業費の変更について 

 (９) 第４２回全国林業後継者大会鳥取県大会の準備状況について 

 (10) 緑の産業再生プロジェクト事業等における調査結果について 

 (11) 第６４回全国植樹祭の準備状況について 

 (12) 第１３回日韓水産セミナーの開催について 

 (13) ｢食のみやこ鳥取県｣地産地消推進プロジェクトについて(民間企業とのコラボ企画) 

 (14) 鳥取県と株式会社ファミリーマートとの包括連携協定の締結について 

 (15) 鳥取県地域経済変動対策資金の発動について 

 (16) 鳥取ブランド展ｉｎロシア２０１２」の実施結果について 

 (17) 第２８回鳥取県技能祭の開催について 

 (18) 優れた技能者等の表彰について 

 (19) 第５０回技能五輪全国大会への鳥取県選手団の出場について 

 (20) 緊急雇用創出事業の平成２４年度予備枠の執行状況について 

 (21) アロイ工業株式会社の鳥取市・若桜町への生産拠点等の開設について 

 (22) コンテンツ制作関連企業（株）スター、デジタルハリウッドSTUDIO米子）の県内進

出について 

 (23) とっとり産業フェスティバル２０１２＆鳥取環境ビジネス交流会２０１２の開催結

果について 

 (24) 再生可能エネルギー固定価格買取制度（ＦＩＴ）と企業局電気事業の適用について 

 (25) 平成２４年度上半期取扱事件等の概要について 

 

11月６日 所管事項にかかる県内調査（八頭町・湯梨浜町） 

・ 有限会社 田中農場｢独自の土づくりを土台にしたこだわりの米づくりについて｣ 

・ 栽培漁業センター「マサバ陸上養殖技術開発について」 
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11月28日 １ 付議案の予備調査 

２ 報告事項 

 (１) 鳥取県の経済雇用情勢について 

(２) 三洋電機CEBU及び日立金属鳥取工場に係る緊急雇用対策会議開催結果について 

(３) GTI地方協力委員会準備会議への参加結果について 

(４) 環日本海定期貨客船航路の運行状況等について 

(５) 卓越した技能者（現代の名工）の表彰について 

(６) 第５０回技能五輪全国大会の結果について 

(７) 株式会社カインズの倉吉支店開設に係る調印式の実施について 

(８) 「食のみやこ鳥取プラザ」の運営スキームの現状等について 

(９) 「食のみやこ鳥取プラザ」の状況（8月～１０月）等について 

(10) 第3回弓浜絣産地対策事業及び伝承館のあり方検討委員会の開催について 

(11) 平成24年度第2・四半期各事業実績について 

(12) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

(13) 第１０回全国和牛能力共進会における鳥取県の成績について 

(14) 中海干拓農地（弓浜干拓地）の売渡等の結果について 

(15) 高校生と森林組合との交流会の開催状況について 

(16) 第64回全国植樹祭の準備状況について 

(17) 第4回フード・アクション・ニッポンアワード2012の優秀賞受賞について 

(18) ズワイガニ漁の解禁と今漁期の見通しについて 

(19) 首都圏における鳥取県・秋田県共同ハタハタPRの実施について 

 

12月７日 １ 付議案の予備調査 

 

12月14日 １ 付託議案の審査 

２ 報告事項 

(１) 年末の相談窓口の開設について 

(２) 第59回鳥取県勤労者美術展の開催について 

(３) 株式会社アイ・オー・プロセスの倉吉市進出に係る調印式の実施について 

(４) 鳥取県地域活性化総合特区の状況について 

(５) 人と農地に係る施策の推進状況について（人・農地プラン、青年就農給付金） 

(６) とっとり花回廊における入場券の不適切な事務処理に対する再発防止について 

(７) 平成25年産米の鳥取県生産数量目標（需要量）について 

(８) 美保湾でのギンザケ海面養殖実用化試験の開始について 

(９) 平成25年1月から3月までの漁況予報について 

(10) 境漁港の高度衛生管理型市場の導入について 

(11) 秋田・鳥取うまいぞ！ハタハタフェスティバルの開催結果について 

 

４ 企画県土警察常任委員会 

開催月日 主  要  議  題 

  

１月20日 １ 報告事項 

(１) さかいみなと漁港・市場活性化協議会の開催について 

 (２) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (３) 平成２４年鳥取県警察運営指針及び重点目標について 

 (４) 犯罪抑止総合対策の推進状況(平成２３年中)について 

 (５) 交通事故発生状況（平成２３年中）について 

 (６) 国に対する提案・要望に係る国の予算の状況等について 

 (７) 関西広域連合委員会の概要について 

 (８) 中国地方知事会広域連合検討会第１回会議の概要について 

 (９) 公立大学法人鳥取環境大学中期目標の検討状況について 

 (10) 中山間地域の振興についてのパブリックコメントの実施結果及び中山間地域振興条

例の見直し（案）について 

 (11) 「水木しげるロードｉｎ汐留～ＡＮＡに乗ってまんが王国とっとりへ～」の実施に
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ついて 

 (12) 平成２４年度鳥取県文化芸術活動支援補助金交付対象事業候補第１次募集の開始に

ついて 

 (13) エンジン０１（ゼロワン）文化戦略会議オープンカレッジｉｎ鳥取の開催について 

 (14) 「とりアート構想」の策定及び鳥取県総合芸術文化祭実行委員会委員等の募集につ

いて 

 (15) 台湾でのトッププロモーション結果について 

 (16) 「まんが王国とっとり建国記念 国際まんが博」実施計画作成業務に係るプロポー

ザル審査結果について 

 

２月21日 １ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) 関西広域連合委員会の概要について 

 (２) 春秋航空によるチャーター便運航について 

 (３) 名古屋行き夜行高速バスの米子乗り入れ開始について 

 (４) 「水木しげるロード in 汐留～ＡＮＡに乗ってまんが王国とっとりへ～」オープニ

ングセレモニーの実施について 

 (５) 特急「スーパーはくと」の事故について 

 (６) 第 17 回北東アジア地域国際交流・協力地方政府サミット実務代表者会議の結果に

ついて 

 (７) ロシア沿海地方における「鳥取県文化デイズ」の開催について 

 (８) 東京・ソウルでの民工芸品展示会開催による観光ＰＲについて 

 

２月22日 

 

１ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) 鳥取県公共事業評価委員会の答申について 

 (２) 拡大湖山池会議並びに確認書締結式の概要について 

 (３) 岩美町太田地区における土砂崩落について 

 (４) 枠予算（単県公共事業）の執行状況について 

 (５) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (６) 運転免許事務の取扱いの一部変更について 

 

３月１日 １ 付議案の審査 

２ 報告事項 

(１) バードスタジアム国際交流基金（平成24年度分）の取崩しについて 

(２) 山陰海岸ジオパーク写真コンクールの審査結果について 

(３) 平成24年度直轄事業計画（平成24年２月時点）の概要について 

 

３月７日 １ 付議案の予備調査 

 

３月９日 １ 議題 

（１） 「みなとさかい交流館外壁改修工事」にかかる参考人招致について 

 

３月12日 １ 議題 

（１） 付議案の予備調査 

（２） みなとさかい交流館外壁改修工事について 

 

３月15日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

(１) 関西広域連合議会３月定例会及び関西広域連合委員会の概要について 

 (２) 平成２４年度中山間地域振興行動指針（素案）について 

 (３) ロシア沿海地方における「鳥取県文化デイズ」の実施結果について 
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 (４) 第１７回北東アジア地域国際交流・協力地方政府サミット及びモンゴル中央県友好

交流１５周年記念事業の実施について 

 (５) 「日本の旬 瀬戸内・山陰」誘客キャンペーンの実施について 

 (６) 国際まんが博実施計画について 

 (７) クルーズ客船「コスタ・ヴィクトリア」の境港寄港について 

 (８) 緊急雇用創出事業の予備枠による事業の追加実施について 

 (９) 国道４８２号下蚊屋バイパスの開通について 

 (10) 湖山水門の開放について 

 (11) 皆生海岸保全施設整備事業（直轄）の概要 

 (12) クルーズ客船「コスタ・ヴィクトリア」の境港寄港について 

 (13) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (14) 平成２３年中の警察署協議会について 

 (15) 災害警備訓練の実施について 

 (16) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 

４月20日 １ 報告事項 

 (１) 平成２４年度国土交通省関係予算の配分について 

 (２) 建設工事に係る総合評価競争入札の評価点数の訂正について 

 (３) 道路施設等管理業務に係る最低制限価格の導入について 

 (４) 談合に係る入札参加資格の停止と営業停止・禁止について 

 (５) 土木技術職員の災害応援派遣について 

 (６) 県内の高速道路等の整備状況について 

 (７) 北条湯原道路「初和下長田道路」について 

 (８) 湖山池の水門開放後の塩分濃度変化等について 

 (９) 殿ダム事業について 

 (10) ＮＨＫ総合テレビのデータ放送を活用した河川水位等の情報提供について 

 (11) 平成２４年度鳥取県水防訓練の実施について 

 (12) (株)江美砕石工業の事実上の倒産に伴う安全対策について 

 (13) みなとさかい交流館外壁改修工事について 

 (14) クルーズ客船「クラブ・ハーモニー」の境港寄港について 

 (15) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (16) 鳥取県暴力団排除条例施行後の暴力団排除活動について 

 (17) 平成２４年春の全国交通安全運動の実施結果について 

 (18) 機動隊新庁舎の整備状況について 

 (19) 関西広域連合委員会及び鳥取・兵庫両県知事会議の概要について 

 (20) 公立大学法人鳥取環境大学の設立について 

 (21) 米子－羽田便の増便等について 

 (22) 「とっとり伝統芸能まつり」企画運営実施業務に係る企画提案の審査結果について 

 (23) 第９回とりアート（鳥取県総合芸術文化祭）の評価結果について 

 (24) 新生とりアート実行委員会委員の募集結果について 

 (25) エンジン０１文化戦略会議オープンカレッジｉｎ鳥取の開催結果について 

 (26) 第１７回北東アジア地域国際交流・協力地方政府サミットの開催結果について 

 (27) 鳥取県・モンゴル中央県友好交流１５周年記念事業の実施結果について 

 (28) 米子ソウル便、環日本海貨客船航路(旅客）の利用実績等について 

 (29) クルーズ客船「クラブ・ハーモニー」の境港寄港について 

 (30) 海外における外国人観光客誘客の実施状況について 

 (31) 「コナン列車」特別運行について 

 

５月18日 所管事項にかかる県内調査（米子市） 

・ 社団法人山陰コンテンツビジネスパーク協議会「「まんが王国建国」に関連した人材

育成・コンテンツ産業の拠点づくりについて」 

・ 公立大学法人鳥取環境大学サテライトキャンパス「学生への支援、地域貢献に向けた

取組みについて 

 

５月21日 １ 報告事項 
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 (１) 次期輸送機Ｃ－２の配備計画及び開発期間の延長について 

 (２) 第１９回関西広域連合委員会等の概要について 

 (３) 近畿ブロック知事会議及び中国地方知事会議等の開催について 

 (４) 岡山・鳥取両県知事会議の概要について 

 (５) 国の出先機関改革に係る動きについて 

 (６) 第２０回関西広域連合委員会の概要について 

 (７) 平成２５年度鳥取環境大学入学試験の実施について 

 (８) 公立大学法人鳥取環境大学の中期計画について 

 (９) まちなか生活実態調査について 

 (10) 若桜鉄道沿線地域の活性化に向けた取り組みについて 

 (11) ゴールデンウィークの主要観光施設等の入込客数について 

 (12) 「アジア太平洋ジオパークネットワークシンポジウム」の誘致決定及び「第５回ジ

オパーク国際ユネスコ会議」の開催状況について 

 (13) 国際まんが博の国内外への情報発信等について 

 (14) 第１３回国際マンガサミット鳥取大会の準備状況について 

 (15) 国際まんが博発表会見・まんが王国とっとり王女即位式典の開催について 

 (16) 予定価格の事後公表の試行結果について 

 (17) 測量等業務の総合評価方式の見直しについて 

 (18) 測量等業務の競争入札で用いる評価点数の誤りについて 

 (19) 平成２４年度湖山池会議（第１回）の概要について 

 (20) 湖山池におけるフナの大量斃死(へいし)について 

 (21) 鳥取県警察航空隊格納庫等の整備及び航空機「さきゅう」の更新について 

 (22) 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関する基準を定める

条例（案）」の概要に関するパブリックコメントの実施について 

 

５月21日 所管事項にかかる県内調査（鳥取市） 

・ 公立大学法人鳥取環境大学「公立化後の取組み状況について」 

 

６月12日 １ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) 三府県鳥取豊岡宮津自動車道整備推進協議会の設立について 

 (２) 平成２４年度湖山池会議（第２回）の概要について 

 (３) クルーズ客船の境港寄港について 

 (４) クルーズ客船の鳥取港寄港について 

 (５) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (６) 八橋警察署庁舎の建て替え計画について 

 (７) 関西広域連合委員会の概要について 

 (８) 近畿ブロック知事会議の概要について 

 (９) 中国地方知事会議等の概要について 

 (10) 日本海国土軸・環日本海交流圏形成に関する特別決議について 

 (11) 新聞コラム欄「統計百景」の創設について 

 (12) 鳥取県日野地区連携・共同協議会の取組状況について 

 (13) 平成２３年度の鳥取県への移住定住状況について 

 (14) 智頭急行株式会社定時株主総会の開催について 

 (15) 国際チャーター便の誘致活動状況について 

 (16) 河北省副省長来県について 

 (17) アラブ諸国駐日大使来県について 

 (18) クルーズ客船の境港寄港について 

 (19) 「まんが王国とっとり」国家戦略プロジェクト推進補助金２次募集の採択結果につ

いて 

 (20) 「国際まんが博」について 

 

６月14日 １ 参考人招致 

（１） 鳥取環境大学中期計画について 
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（２） 学生との意見交換（５／２１）について 

 

７月２日 １ 付託議案の審査 

２ 陳情の審査 

３ 報告事項 

 (１) 国の出先機関改革に係る動きについて 

 (２) 関西広域連合６月臨時会及び関西広域連合委員会の概要について 

 (３) 若桜鉄道株式会社定時株主総会の開催について 

 (４) 特急スーパーはくとでの車内販売の実施計画について 

 (５) イオンレイクタウン鳥取県フェアの開催結果について 

 (６) 平成２３年観光客入込動態調査結果の概要 

 (７) イオンレイクタウン鳥取県フェアの開催結果について 

 (８) 台風４号による大雨の被害状況について 

 (９) みなとさかい交流館外壁改修工事について 

 (10) 「みなとさかい交流館外壁イラストボード」除幕式について 

 (11) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (12) 「命の大切さを学ぶ教室」の開催状況について 

 (13) 鳥取・島根両県警察合同広域緊急配備訓練について 

 (14) 鳥取県道路交通法施行細則(鳥取県公安委員会規則)の一部改正について 

 

７月23日 

～25日 

所管事項にかかる県外調査（京都府・北海道） 

・ 京都国際マンガミュージアム「第９回国際まんがサミット京都大会開催後の取組み・

施設活用について」 

・ 北海道移住促進協議会「自治体の連携・協力した移住・定住促進について」 

・ 一般社団法人シーニックバイウェイ支援センター「地域住民と行政の連携した地域資

源の保全・改善について」 

・ てしかがえこまち推進協議会「エコツーリズムのツアー商品開発・ガイド育成等につ

いて」 

 

８月21日 １ 報告事項 

 (１) 全国知事会議の概要について 

 (２) 第２３回関西広域連合委員会の概要について 

 (３) 関西広域連合議会の鳥取県開催について 

 (４) 国出先機関の地方移管に係る動きについて 

 (５) 第２回鳥取県・関西経済連合会懇談会の概要について 

 (６) 次期輸送機Ｃ－２及びＭＶ－２２オスプレイについて 

 (７) 平成２４年度普通交付税（市町村分）の交付額について 

 (８) 特急「スーパーはくと」イラスト列車の運行開始について 

 (９) 米子－羽田便の増便期間の延長について 

 (10) 東京と本県を結ぶ航空便の利用促進の取組について 

 (11) 犯罪抑止総合対策の推進状況について（平成24年上半期） 

 (12) 警察安全相談の受理状況について（平成24年上半期） 

 (13) 交通事故発生状況について（平成24年上半期） 

 (14) 北海道との交流事業の実施について 

 (15) 民工芸品展示会開催による観光ＰＲの展開 

 (16) 「さかなクン ｉｎ 山陰海岸ジオパーク」の開催について 

 (17) 「国際まんが博」の開催状況と今後のイベントについて 

 (18) 総合評価落札方式の見直し案について 

 (19) 測量等業務の指名競争入札で用いる評価点数の誤りについて 

 (20) 第一次的高速道路ネットワークの早期連結を目指す１０県知事会議の政策提言につ

いて 

 (21) 湖山池の高塩分化の状況について 

 (22) 岩石採取場現地検査結果について 

 (23) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 



 - 75 -

８月22日 所管事項にかかる県外調査（京都府） 

・ 鳥取豊岡宮津自動車道の早期整備に向けた取組強化のための協議 

 

８月28日 所管事項にかかる県外調査（兵庫県） 

・ 鳥取豊岡宮津自動車道の早期整備に向けた取組強化のための協議 

 

９月19日 

 

１ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) 関西広域連合議会８月定例会及び関西広域連合委員会の概要について 

 (２) 第２回鳥取・広島両県知事会議の概要について 

 (３) 第３回中海会議の概要について 

 (４) 平成23年度決算(市町村分)に係る健全化判断比率・資金不足比率(暫定値)について 

 (５) 米子－東京便の増便期間の延長等について 

 (６) 貸切イベント列車「ジオパークディスカバリー」の運行について 

 (７) 春秋航空による上海米子連続チャーター便の運航中止について 

 (８) 「鳥取県地域安全フォーラム2012」の開催について 

 (９) 平成24年秋の全国交通安全運動の実施について 

 (10) 東日本大震災を踏まえた県警察の災害対策について 

 (11) 山陰デスティネーションキャンペーン オープニングセレモニーの実施について 

 (12) 山陰海岸ジオパーク１１０kmウオークの開催について 

 (13) 山陰海岸ジオパークエリア内（京都～鳥取）を直通する列車の運行について 

 (14) 映画「遥かな町へ」の製作中止について 

 (15) 「関西広域連合・中国トッププロモーション」の実施結果について 

 (16) 春秋航空による上海米子連続チャーター便の運航中止について 

 (17) 国際まんが博の開催状況等について 

 (18) 第１回まんが王国とっとり国際マンガコンテストの審査結果について 

 (19) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 (20) 国土交通省等の平成25年度予算概算要求の概要について 

 (21) 平成24年度湖山池会議(第３回)の概要について 

 (22) 久本砕石(株)の役員個人に対する債権の納付督促状況等について 

 (23) みなとさかい交流館外壁改修工事について 

 (24) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 

10月10日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

 (１) 関西広域連合による原子力発電所の安全確保に関する申入れ等について 

 (２) 鳥取環境大学英語村の増改築について 

 (３) まちなか生活実態調査 自治会（町内会）調査の集計概要について 

 (４) 「鳥取県被害者支援フォーラム」の開催について 

 (５) 警察音楽隊第12回ふれあいコンサートの開催について 

 (６) 秋の全国交通安全運動の実施結果について 

 (７) ブラジル鳥取県人会創立６０周年記念式典への参加について 

 (８) 緊急雇用創出事業の予備枠による事業の追加実施について 

 (９) 国土地理院との「地理空間情報の活用促進のための協力に関する協定」の締結につ

いて 

 (10) 一般国道４８２号「茗荷谷～淵見バイパス」の全線供用開始について 

 (11) 米子港における放置等禁止区域及び物件の指定について 

 (12) 米子鬼太郎空港（美保飛行場）駐車場の運営について 

 (13) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 

11月22日 

 

鳥取・岡山両県議会土木関係常任委員会合同会議 

「鳥取・岡山両県を結ぶ道路網の整備について」 
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11月28日 １ 付議案の予備調査 

２ 陳情の予備調査 

３ 報告事項 

 (１) 国出先機関の地方移管に係る動きについて 

 (２) 第93回近畿ブロック知事会議の概要について 

 (３) 中四国サミットの概要について 

 (４) 日本海国土軸・環日本海交流推進大会等の概要について 

 (５) MV２２オスプレイの本土での訓練について 

 (６) 中国地方知事会議等の概要について 

 (７) 関西広域連合議会等の概要について 

 (８) 平成24年度国連アジア統計研修事業について 

 (９) まちなか生活実態調査の調査結果について 

 (10) 八橋警察署移転候補地について 

 (11) 年末年始における特別警戒取締りの実施について 

 (12) 紅葉期の交通事故防止キャンペーンの実施について 

 (13) ブラジル鳥取県人会創立60周年記念式典への参加結果について 

 (14) 国際まんが博開催結果について 

 (15) 総合評価落札方式の見直しについて 

 (16) 「県道の構造の技術的基準等に関する条例（案）」の概要に関するパブリックコメ

ントの実施について 

 (17) 平成24年度鳥取県除雪対策協議会の開催結果について 

 (18) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 

 

12月６日 １ 請願・陳情の予備調査 

 

12月７日 １ 付議案の予備調査 

２ 報告事項 

(１) 県管理道路のトンネル緊急点検について 

 

12月14日 １ 付託議案の審査 

２ 請願・陳情の審査 

３ 報告事項 

 (１) 地域主権推進大綱について 

 (２) 私立学校審議会の建議について 

 (３) 平成25年度鳥取県環境大学推薦入試等の状況について 

 (４) 首都圏におけるIJU（移住）ターンの取組について 

 (５) Uターン状況実態調査の調査結果について 

 (６) 年末の交通安全県民運動の実施について 

 (７) 第12回東アジア地方政府観光フォーラム（EATOF2012）の開催結果について 

 (８) 急傾斜地崩壊対策事業における受益者負担金について 

 (９) 一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について 
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第２節 議会運営委員会 
 

開催月日 主  要  議  題   

 

２月13日 

 

１ ２月定例会について 

２ 全員協議会の開催について 

３ 県政に対する代表質問について 

４ 発言通告書の提出期限について 

５ 議員提出議案の提出期限について 

６ 請願・陳情の受け付け期限について 

７ 今後の答弁順序の取り扱いについて 

 

３月７日 １ 追加議案について 

２ 議員提出議案について 

 

３月９日 １ 議員提出議案について（日程追加） 

２ 議場における黙とうについて 

 

３月16日 １ 議員提出議案（意見書・決議）について 

２ 一般質問における所管常任委員会事項の発言等の取り扱いについて 

 

３月19日 １ 議員提出議案（意見書・決議）について（日程追加） 

２ ６月定例会の議事日程案について 

 

５月11日 １ 全員協議会の開催について 

２ 夏季における会議の際の服装について 

 

６月４日 １ ６月定例会について 

２ 全員協議会の開催について 

３ 関西広域連合議会議員の選挙について 

４ 県政に対する代表質問について 

５ 発言通告書の提出期限について 

６ 議員提出議案の提出期限について 

７ 請願・陳情の受け付け期限について 

 

６月15日 １ 全員協議会の開催について 

 

６月22日 １ 追加議案（人事案件）について 

２ 議員提出議案（条例）について 

 

６月25日 １ 特別委員会の設置について（日程追加） 

２ 議員提出議案について（日程追加） 

３ ９月定例会の議事日程案について 

 

６月27日 １ 前回委員会における会派持ち帰り事項について 

 

７月３日 １ 福祉生活病院常任委員長の調査活動報告について（日程追加） 

２ 携帯電話の規制についての申し合わせの見直しについて 

３ ９月定例会の議事日程案について 

 

９月11日 １ ９月定例会について 

２ 全員協議会の開催について 

３ 県政に対する代表質問について 

４ 代表質問、一般質問及び質疑に対する答弁者の追加について 
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５ 発言通告書の提出期限について 

６ 議員提出議案の提出期限について 

７ 請願・陳情の受け付け期限について 

 

９月18日 １ 議員提出議案について（日程追加） 

 

10月４日 １ 追加議案（人事案件）について 

 

10月10日 １ 懲罰動議について 

２ 懲罰特別委員会について 

 

10月11日 １ 議員提出議案（意見書・決議）について 

 

10月12日 １ 議員提出議案（意見書・決議）について（日程追加） 

２ 議員派遣の件について（日程追加） 

３ 一般質問における所管委員会事項の発言について 

４ 11月定例会の議事日程案について 

 

11月20日 １ 11月定例会について 

２ 県政に対する代表質問について 

３ 発言通告書の提出期限について 

４ 議員提出議案の提出期限について 

５ 請願・陳情の受け付け期限について 

６ 全国都道府県議会議長会の永年在職議員に対する表彰状並びに記念品伝達式について 

７ 一般質問における所管委員会事項の発言の取り扱いについて 

 

12月６日 １ 知事提出議案の撤回について 

２ 追加議案について 

 

12月６日 １ 海外派遣の団長報告について 

 

12月17日 １ 議員提出議案（条例・意見書）について 

２ 一般質問における所管委員会事項の発言等の取り扱いについて 

 

12月18日 １ 議員提出議案（条例・意見書）について（日程追加） 

２ ２月定例会の議事日程案について 
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第３節 特別委員会 
 

１ エネルギー・雇用促進調査特別委員会 

開催月日 主  要  議  題  等 

１月23日 

～24日 

所管事項にかかる県内外調査（米子市・境港市・岡山県真庭市） 

・ 木質バイオマス発電等の取組について 

・ ３Ｒに関する取組について 

・ 堺港リサイクルポートの取組について 

・ 「バイオマスタウン真庭」の取組について 

 

３月16日 １ 雇用創造１万人プロジェクトについて 

２ とっとり環境イニシアティブ推進プロジェクトについて 

 

７月３日 １ 雇用創造１万人プロジェクトの推進について 

２ とっとり環境イニシアティブプランの推進について 

 

10月11日 １ 雇用創造１万人プロジェクトの推進について 

２ とっとり環境イニシアティブプランの推進について 

 

12月17日 １ 雇用創造１万人プロジェクトの推進について 

２ とっとり環境イニシアティブプランの推進について 

 

 

２ 防災・危機管理調査特別委員会 

開催月日 主  要  議  題  等 

  

１月25日 

～26日 

所管事項に係る県外調査（宮城県・静岡県） 

 

 

３月16日 １ 第３回鳥取県津波対策検討委員会の開催結果及び第４回の開催について 

２ 東日本大震災被災地支援職員へのアンケート調査の結果について 

３ 第１回・２回原子力安全対策プロジェクトチーム会議開催結果について 

４ 平成２３年度島根原子力発電所防災訓練の実施結果について 

５ 安全協定に基づく現地確認について 

６ 第４回・５回鳥取方式の地域消防防災体制検討委員会の開催結果について 

 

４月27日 所管事項に係る県内調査（琴浦町・境港市）  

 

７月３日 １ 第３回鳥取県版業務継続計画(ＢＣＰ)策定推進会議の開催結果について 

２ 鳥取県版業務継続計画（ＢＣＰ）策定推進に関する基本指針[第２次改訂版]の策定につ

いて 

３ 海抜表示板等の設置に係るデザインの統一について 

４ 第５回（平成２４年度）鳥取県原子力防災専門家会議の開催結果について 

５ 島根原子力発電所の耐震性安全性評価における地震動評価等について 

６ 原子力安全対策プロジェクトチームについて 

７ 島根原子力発電所の現状について 

８ 鳥取県庁業務継続計画(鳥取県庁ＢＣＰ)について 

９ 原子力・津波防災対策に係る国要望について 

 

10月11日 １ 鳥取県津波対策検討委員会の検討結果に係る取り組みについて 

２ 原子力行政の現状について 

３ 第５回原子力安全対策プロジェクトチーム会議の結果について 

４ 鳥取県原子力防災専門家会議委員の利益相反について 

５ 「とっとり防災フェスタ２０１２」の開催について 
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６ 原子力災害及び津波災害時における教育委員会・学校の対応について 

７ 原子力災害及び津波災害に対する警察の対応について 

 

12月17日 １ 鳥取県地域防災計画修正に係るパブリックコメントの実施について 

２ 第1回及び第2回鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例見直し検討委員会の開催結果

について 

３ 第1回島根原子力発電所に関する安全協定改定に係る協議会の開催結果について 

４ 鳥取県原子力防災専門家会議委員の利益相反調査結果について 

５ 原子力災害対策指針の決定について 

６ 島根原子力発電所に係る放射性拡散シュミレーションの公表について 

７ 被ばくリスク予測の公表について 

８ 地域防災計画（原子力災害対策編）の修正について 

９ 地域防災計画（原子力災害対策編）の修正素案について 

10 鳥取県広域住民避難計画（素案）について 

11 原子力防災に関する島根県知事等との意見交換の結果について 

12 第5回原子力防災連絡会議について 

13 第6回原子力安全対策プロジェクトチーム会議の結果について 

14 第6回（平成24年度）鳥取県原子力防災専門家会議について 

15 人形峠環境技術センターにおける停電について 

16 平成24年度原子力防災講演会の開催について 

17 島根県との合同による平成24年度島根原子力発電所にかかる防災訓練の実施について 

 

 

３ 中海圏域調査特別委員会 

開催月日 主  要  議  題  等 

 

２月７日 

 

所管事項に係る県内外調査（米子市・境港市・島根県） 

・ 西部総合事務所「弓浜地区の農業振興について」 

・ 国営中海土地改良事業「代替水源の整備状況について」 

・ 渡漁港「護岸整備事業の状況について」 

・ 地産振興（株）「中海の海藻の肥料等への活用について」 

・ ＮＰＯ法人自然再生センター「中海の水質浄化の状況について」 

 

３月16日 

 

１ 春秋航空によるチャーター便運航について 

２ クルーズ客船「コスタ・ヴィクトリア」の境港寄港について 

３ 米川土地改良区の不適正経理に対する特別検査の概要について 

４ 中海護岸に関する最近の状況について 

 

７月３日 １ クルーズ客船の境港寄港について 

２ 「第４回 中海の水質及び流動会議」の概要について 

３ 中海干拓農地利活用促進事業に係る農地取得後の利活用方針（案）及び売渡見込みにつ

いて 

４ 米川土地改良区の不適正経理にかかる特別検査の結果及び改善措置方針等の報告につい

て 

５ 尾原ダムの竣工について 

６ みなとさかい交流館外壁改修工事について 

７ 「みなとさかい交流館外壁イラストボード」除幕式について 

 

10月11日 １ 第３回中海会議の概要について 

２ 米子－ソウル国際定期便等の平成２４年度上半期利用実績について 

３ 「第５回中海の水質及び流動会議」の概要について 

４ 中海におけるアオコの確認について 

５ 第４回大橋川改修事業に係る環境モニタリング協議会について 

６ 米川土地改良区の特別検査結果に対する再報告等について 

７ 中海干拓農地（弓浜干拓地）の売渡しの公募について 
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８ 国営中海土地改良事業の総事業費の変更について 

９ みなとさかい交流館外壁改修工事について 

10 米子港における放置等禁止区域及び物件の指定について 

11 米子鬼太郎空港（美保飛行場）駐車場の運営について 

 

11月８日 

～９日 

所管事項に係る県外調査（広島県・島根県） 

・ アストラムライン「高架橋の構造と空間を活用した道路計画について」 

・ 島根県「中海圏域の道路整備の状況について」 

 

12月17日 １ 「米子仁川往復航空券3万ウォンキャンペーン」の実施結果について 

２ 「中海水質汚濁防止対策協議会窪地対策検討委員会」の概要について 

３ 湖沼流域における下水道事業の支援策について 

４ 中海干拓農地（弓浜干拓地）の売渡等の結果について 

 

 

４ 中国地方広域連合調査特別委員会 

開催月日 主  要  議  題  等 

  

６月25日 １ 正副委員長互選 

 

７月３日 １ 中国地方広域連合の検討状況について 

 

８月20日 １ 中国地方広域連合の検討状況について 

 

10月11日 １ 中国地方広域連合の検討状況について 

 

12月17日 １ 中国地方広域連合の検討状況について 

 

 

５ 懲罰特別委員会 

開催月日 主  要  議  題  等 

 

10月11日 

 

１ 正副委員長の互選 

２ 懲罰動議の予備調査 

３ 懲罰動議の審査 

 

 

６ 決算審査特別委員会（平成２２年度） 

開催月日 主  要  議  題   

 

３月16日 

 

（全体会） 

１ 指摘事項に対する対応状況について 

２ 活動状況報告について 

 

 

７ 決算審査特別委員会（平成２３年度） 

開催月日 主  要  議  題   

 

７月３日 

 

（全体会） 

１ 平成23年度決算に係る決算審査特別委員会審査日程について 

 

９月19日 （主査会） 

１ 分科会における審査の方法、日程等について 
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９月25日 （分科会） 

【総務教育分科会】 

書類審査 

【福祉生活分科会】 

 書類審査 

【県営企業分科会】 

 書類審査 

【病院事業分科会】 

 書類審査 

 

９月28日 （分科会） 

【農林水産商工分科会】 

 書類審査 

【企画県土警察分科会】 

 書類審査 

 

10月11日 

 

（全体会） 

１ 平成23年度の財政概要について 

２ 平成23年度の一般会計、特別会計(企業会計、病院事業会計を除く)の決算概要について 

３ 平成23年度の県営企業会計決算概要について 

４ 平成23年度の病院事業会計決算概要について 

５ 平成23年度決算審査意見の概要について 

６ 前年度の指摘事項に対する対応状況について 

 

10月17日 （分科会） 

【県営企業分科会】 

現地調査 

・ 小鹿第一発電所及び小鹿第二発電所「水力発電所の適正管理による１００年運転を

目指した取組みについて」 

・ 小河内発電所「小水力発電事業の取組みについて」 

・ 加谷川発電所「発電事業化調査地点の調査」 

 

10月22日 （分科会） 

【福祉生活分科会】 

集中審査 

 

10月23日 （分科会） 

【農林水産商工分科会】 

 集中審査 

 

10月24日 （分科会） 

【病院事業分科会】 

 現地調査 

・ 県立中央病院及び県立厚生病院「昨年の指摘事項を踏まえての取り組み状況につい

て、未収金対策について、中核病院として果たすべき役割（機能強化）について、

薬剤師の病棟配置について、急性期リハビリテーションについて、医師、看護師の

産休・育休取得に伴う人材のやりくりの状況について」 

 

11月１日 （分科会） 

【総務教育分科会】 

 集中審査 

 

【農林水産商工分科会】 

現地調査 

・ 農林総合研究所企画総務部「普及指導体制について」 
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・ 農林総合研究所畜産試験場「和牛のハイブランド化について」 

・ とっとりバイオフロンティア「とっとりバイオフロンティア事業について」 

 

【企画県土警察分科会】 

集中審査 

現地調査 

・ 鳥取砂丘ジオパークセンター「山陰海岸世界ジオパークに関する現地調査」 

・ 鳥取空港国際会館「鳥取空港国際会館に関する現地調査」 

 

11月15日 （分科会） 

【福祉生活分科会】 

現地調査 

・ 倉吉児童相談所「相談体制と施設の現状について」 

・ 中部療育園「利用者及び施設の現状について」 

・ 福祉人材研修センター・鳥取県社会福祉協議会｢スタッフ体制と施設の現状につい

て｣ 

・ 鳥取砂丘こどもの国「施設の現状について」 

 

11月26日 （分科会） 

【病院事業分科会】 

集中審査 

 

11月27日 （分科会） 

【農林水産商工分科会】 

集中審査 

 

12月４日 （主査会） 

１ 各分科会における審査状況の報告について（指摘事項（案）） 

２ 指摘事項の選定について（文書指摘、口頭指摘） 

３ 委員長報告（原案）について 

４ 今後の日程について 

 

12月12日 （主査会） 

１ 指摘事項に対する意見への対応について 

 

12月17日 （全体会） 

１ 平成２３年度決算の認定の可否について 

２ 決算審査特別委員会委員長報告及び口頭による指摘事項について 

３ 指摘の方法について 
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第４節 協議等の場 
 

１ 代表者会議 

開催月日 主  要  議  題 

  

１月20日 １ 議会棟別館のセキュリティ対策について 

２ 委員会・全員協議会の傍聴について 

３ 全員協議会室の議員席について 

 

２月20日 １ 議会関係諸規定の改正等について 

２ 平成２４年度議員海外派遣の取扱いについて 

 

３月１日 １ 議会関係諸規定の改正等について 

 

３月16日 １ 平成２４年度議員海外派遣について 

２ 主要事業説明会（政調政審）の審議日数の確保について 

 

５月11日 １ 平成２４年度議員海外派遣について 

２ 関西広域連合議会議員の選出について 

 

５月21日 １ 招集旅行に係る宿泊の取扱いについて 

 

７月３日 １ 平成２４年度高校生議会について 

 

９月５日 １ ブラジル鳥取県人会創立６０周年記念式典への議員派遣について 

２ 都道府県議会議員研究交流大会への派遣について 

３ 県民の声への対応について 

 

10月９日 １ 韓国江原道議会の交流受入れについて 

 

11月12日 １ 福祉保健部からの要請について 

２ 平成２５年度議会事務局当初予算要求について 

 

12月７日 １ 地方自治法の改正に伴う関係条例の改正について 

２ 政務調査費に係る監査委員からの申入れ及び情報公開審査会の答申について 

３ 議員報酬の取扱いについて 

 

 

２ 議員全員協議会 

開催月日 主  要  議  題 

  

５月11日 １ 鳥取県議会基本条例（案）について 

 

６月11日 １ 平成２５年度国の施策等に関する提案・要望の概要について 

２ 中国地方における広域連合設立の検討について 

 

６月15日 １ 「国際まんが博」について 

 

９月18日 １ 中国地方における広域連合設立に向けた検討 
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３ 議会改革推進会議 

開催月日 主  要  議  題 

  

２月６日 １ 議会改革に係る県外調査結果等について 

２ 広報委員会の設置等について 

３ 本会議中継における手話通訳映像の挿入について 

２月24日 １ 議会基本条例に盛り込む項目等について 

３月８日 １ 議会基本条例に盛り込む項目等について 

３月29日 １ 議会基本条例に盛り込む項目等について 

４月12日 １ 県民参画条例（仮称）の策定状況について 

２ 議会基本条例の策定について 

４月23日 １ 議会基本条例の策定について 

５月21日 １ 鳥取県議会基本条例（案）に関する執行部との意見交換 

６月20日 １ 鳥取県議会基本条例（案）に対するパブコメ結果とその対応について 

８月３日 １ 政治倫理条例について 

９月10日 

 

１ 政治倫理について 

２ 高校生議会の開催結果について 

９月21日 １ 政治倫理について 

９月27日 １ 政治倫理について 

10月９日 １ 政治倫理について 

10月26日 １ 政治倫理について 

11月12日 １ 政治倫理について 

11月30日 １ 政治倫理について 

12月17日 １ 政治倫理について 

12月18日 １ 政治倫理について 

 

４ 広報委員会 

開催月日 主  要  議  題 

    

５月28日 １ 委員長の互選について  

２ 議会広報紙名の決定について 

３ 議会広報紙の年間計画について 

４ ６月定例会号の編集スケジュール（案）について 

５ ６月定例会号の紙面の企画・レイアウト案の検討・作成について 

 

６月20日 １ ６月定例会号の編集スケジュールについて  

２ ６月定例会号の紙面の企画・レイアウト案について  

３ 各議員、各委員会委員長への原稿作成要請について 

 

７月13日 １ 議員から提出された原稿の内容確認について 

 

７月17日 １ 初稿の確認について 
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７月26日 １ 再校の内容確認について 

 

８月21日 １ ９月定例会号の編集スケジュールについて 

２ ９月定例会号の紙面の企画・レイアウト案について  

３ 各議員、各委員会委員長への原稿作成要請の内容について 

 

９月26日 １ ９月定例会号の紙面の企画・レイアウト案について 

 

10月18日 １ 議員から提出された原稿の内容確認について 

 

11月29日 １ １１月定例会号の編集スケジュールについて  

２ １１月定例会号の紙面の企画・レイアウト案について 

３ 各議員、各委員長への原稿作成要請の内容について  

４ 来年度分議会だよりの検討について 

  

 

５ 政策調整会議 

開催月日 主  要  議  題 

  

３月14日 １ 北朝鮮当局による拉致問題の早期解決を求める意見書 

２ 水道施設の耐震化等に対する国庫補助制度の充実を求める意見書 

３ 原発事故の被害想定に基づき原子力安全法制を整備することを求める意見書 

 

３月15日 １ 原子力発電所に係る安全法制の整備及び防災体制の強化等を求める意見書 

２ 北朝鮮当局による拉致問題の早期解決を求める意見書 

３ 水道施設の耐震化等に対する国庫補助制度の充実を求める意見書 

４ 災害廃棄物の処理の推進を求める決議 

５ こころの健康を守り推進する基本法（仮称）の法制化を求める意見書 

 

６月27日 １ 債権の回収状況等について議会への継続的な報告を求める決議 

 

７月２日 １ 債権の回収状況等について議会への継続的な報告を求める決議 

 

10月４日 １ 平成２４年度における特例公債法の早期成立等を求める意見書 

２ 日韓暫定水域等における漁業秩序の確立を求める意見書 

 

10月10日 １ 平成２４年度における特例公債法の早期成立等を求める意見書 

２ 日韓暫定水域等における漁業秩序の確立を求める意見書 

 

10月11日 １ 「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書 

２ 島根原子力発電所に係る中国電力との安全協定等の改定を求める決議 

 

12月14日 １ 地球温暖化対策を推進するための森林整備等に係る財源の確保を求める意見書 

２ 自治体における防災・減災のための事業に対する国の財政支援を求める意見書 

３ 北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射に関する意見書 

  

 



第４章  そ の 他 
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第４章 そ の 他 
 

第１節 議長会議 
 

１．全国都道府県議会議長会議 

開 催 月 日 主  要  議  題 

１月 24 日 

 

決 議 

第 32 回オリンピック競技大会及び第 16 回パラリンピック競技大会の東京招致を支援

する決議 

緊急要請 

 東日本大震災で発生した災害廃棄物の広域処理の推進等に関する緊急要請 

７月 25 日 決 議 

 東日本大震災関連対策等の推進に関する決議 

 東日本大震災に伴う原子力発電所事故対策に関する決議 

 九州北部豪雨等による災害に関する決議 

提 言 

地方自治委員会関係 

  １ 地方分権改革の推進について 

  ２ 災害対策の充実強化について 

  ３ 消費者政策の充実・強化について 

  ４ 情報通信基盤整備の推進について 

  ５ 総合的な治安対策の強化について 

  ６ 基地対策等について 

  ７ 北方領土の早期返還について 

  ８ 竹島の領土権の確立について 

  ９ 尖閣諸島の領土権について 

  10 日本人拉致問題の一刻も早い解決について 

  11 各種基金事業の継続について 

社会文教委員会関係 

１ 少子化対策の推進について 

２ 医療体制の整備等について 

３ 高齢者・障害者施策の推進について 

４ 雇用対策の推進について 

５ 教育環境の充実等について 

経済産業委員会関係 

 １ 円高対策等の推進について 

 ２ 中小企業の活性化と地域産業の再生について 

 ３ エネルギー政策について 

国土交通委員会関係 

 １ 社会資本整備財源の確保について 

 ２ 道路の整備促進について 

 ３ 鉄道の整備促進について 

 ４ 空港、港湾の整備促進について 

 ５ 防災対策の充実について 

  ６ 水資源対策の充実強化について 

  ７ 特定地域振興対策の推進について 

  ８ 観光振興対策の推進について 

 農林環境委員会関係 

  １ 食料・農業・農村政策の推進について 

  ２ 食の安全・安心を確保する制度の拡充強化について 

  ３ 森林・林業・木材産業政策の推進について 

  ４ 水産業振興対策等について 

  ５ 環境保全対策の推進について 
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  ６ 環境負荷の少ない循環型社会構築の推進について 

  ７ 水俣病被害者救済措置の推進について 

10 月 23 日 決 議 

東日本大震災関連対策等の推進に関する決議 

東日本大震災に伴う原子力発電所事故対策に関する決議 

南海トラフ等を震源とする震災対策関係施策に関する決議 

提 言 

地方自治委員会関係 

 １ 地方分権改革の推進について 

 ２ 災害対策の充実強化について 

 ３ 消費者政策の充実・強化について 

 ４ 情報通信基盤整備の推進について 

 ５ 総合的な治安対策の強化について 

 ６ 基地対策等について 

 ７ 北方領土の早期返還について 

 ８ 竹島の領土権の確立について 

 ９ 尖閣諸島について 

 10 日本人拉致問題の一刻も早い解決について 

 11 各種基金事業の継続について 

社会文教委員会関係 

１ 少子化対策の推進について 

２ 医療体制の整備等について 

３ 高齢者・障害者施策の推進について 

４ 雇用対策の推進について 

５ 教育環境の充実等について 

経済産業委員会関係 

 １ 円高対策等の推進について 

 ２ 中小企業の活性化と地域産業の再生について 

 ３ エネルギー政策について 

国土交通委員会関係 

 １ 社会資本整備財源の確保について 

 ２ 道路の整備促進について 

 ３ 鉄道の整備促進について 

 ４ 空港、港湾の整備促進について 

 ５ 防災対策の充実について 

 ６ 水資源対策の充実強化について 

 ７ 特定地域振興対策の推進について 

 ８ 観光振興対策の推進について 

農林環境委員会関係 

 １ 食料・農業・農村政策の推進について 

 ２ 食の安全・安心を確保する制度の拡充強化について 

 ３ 森林・林業・木材産業政策の推進について 

 ４ 水産業振興対策等について 

 ５ 環境保全対策の推進について 

 ６ 環境負荷の少ない循環型社会構築の推進について 

 ７ 水俣病被害者救済措置の推進について 

 

２．中国四国九県議会正副議長会議 

開 催 月 日 

（開催地） 
主  要  議  題 

８月 29 日 

（高知県） 

再生可能エネルギーについて 
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３．中国五県議会正副議長会議 

開 催 月 日 

（開催地） 
主  要  議  題 

５月 22 日 

（島根県） 

１ 原子力災害対策の強化について  

２ 災害廃棄物の広域処理について  

３ ＴＰＰ協定交渉への対応について  

４ 中国地方における高速道路ネットワークの早期整備について  

５ 国際バルク戦略港湾及び日本海側拠点港の推進について  

６ 戸別所得補償制度等農業政策の立て直しについて  

７ 地方分権改革の推進について  

８ 議会の権限を拡大した更なる地方自治法の改正について  

９ 国民生活の安心と向上を図る各種基金事業の継続について  

10 雇用対策及び円高・産業空洞化対策の強化について  

11 地域農林水産業の振興について  

12 竹島の領土権の早期確立と日本海における漁業秩序の確立等について  

13 医師確保対策の推進について  

 

８月９日 

（山口県） 

要望事項 

１ 国通知文書の都道府県議会への発出について 

 ２ 岩国基地を巡る緊急課題及び米軍機による低空飛行訓練について 

 

 

４．近畿２府８県議会議長会議 

開 催 月 日 

（開催地） 
主  要  議  題 

８月 27 日 

（三重県） 

要望事項 

１ 痛ましい交通事故の根絶に向けた立法措置と交通安全対策の強化について 

２ 集団的消費者被害回復に係る訴訟制度の創設について 

３ 安全・安心な社会基盤の再構築の推進について 

４ 地方財政の充実及び強化について 

５ 公共建築物等における国産材の利用拡大について 

６ 道路の整備促進、高速道路ネットワークの早期整備について 

７ 反捕鯨団体の活動に対する毅然たる取締りについて 

８ 琵琶湖の総合保全について 

９ 森林整備法人等の累積債務処理のための支援について 

10 北陸新幹線の整備促進について 

11 原子力発電所の停止に伴う経済・雇用対策の充実について 

12 四国新幹線、山陰新幹線の導入によるリダンダンシーの確保について 

13 全国的な緊急防災・減災事業の継続について 

14 地球温暖化対策を推進するための森林整備に係る税財源の確保について 

15 山陰海岸ジオパークの取組への支援について 

16 日本海側拠点港の整備促進について 
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第２節 議員選出の審議会委員等一覧 

（平成24年12月31日現在） 

１．議会で選挙・互選するもの 

名     称 
人 員 

(任期) 
氏     名 根 拠 法 令 

境港管理組合議会議員 
４ 

（２年） 

森 岡 俊 夫 

廣 江   弌 

安 田 優 子 

斉 木 正 一 
境 港 管 理 組 合 規 約 

関西広域連合議会議員 
３ 

(在任中) 

藤 井 省 三 

福 間 裕 隆 

山 口   享 

 
関 西 広 域 連 合 規 約 

 

２．議会の同意を得るもの 

名     称 
人 員 

(任期) 
氏     名 根 拠 法 令 

監 査 委 員 
２ 

(在任中) 
興 治 英 夫 前田 八壽彦 地方自治法（196 条) 

 

３．法令により県議会議員中より選任するもの 

名     称 
人 員 

(任期) 
氏     名 根 拠 法 令 

鳥取県青少年問題協議

会委員 

１ 

(在任中) 
福 田 俊 史  

地方青少年問題協議会

法 

鳥取県都市計画審議会

委員 

１ 

(在任中) 
藤 縄 喜 和  

鳥取県都市計画審議会

条例 

 

 

第３節 議会の同意・選挙を要する特別職一覧 
（平成24年12月31日現在） 

１．議会の同意を得て知事が選任するもの 

副  知  事（任期４年） 

            藤 井 喜 臣  就任  平成21. 7.11  

監 査 委 員（任期 識見…４年  議員…議員の任期） 

  代表監査委員    岡 本 康 宏  就任  平成24. 4. 1 

  監 査 委 員          伊 木 隆 司  就任  平成23. 6.30 

    〃       湯 口 夏 史  就任  平成24. 4. 1 

監 査 委 員          興 治 英 夫  就任  平成23. 5. 9 

    〃       前 田 八壽彦  就任       〃 

人事委員会委員（任期４年） 

  委 員 長     曽 我 紀 厚  就任  平成24. 8.17［委員就任平成21.10.13］ 
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  委   員     荒 濱 健太郎  就任  平成23. 7.23  

〃       中 原   都  就任  平成22. 7.19  

２．議会の同意を得て知事が任命するもの 

公安委員会委員（任期３年） 

  委 員 長     宇 野 松 人  就任  平成24. 7.22〔委員就任平成22. 7.22〕 

委   員     渡 辺 光 子  就任  平成23.10.15 

〃       松 本 典 子  就任  平成24. 7.23 

収用委員会委員（任期３年） 

  会   長     松 本 啓 介  就任  平成24. 7.14〔委員就任平成22. 4. 1〕 

  委   員     前 田 六 仁  就任  平成24. 7.14 

    〃       淺 井 浩 二  就任  平成24. 7.14 

 〃       長 井 いずみ  就任  平成24. 8. 7 

    〃       安 谷 潔 美  就任  平成22. 4. 1 

    〃       前 田 宣 子  就任  平成22.12.28 

    〃       大 西 喜久子  就任  平成22. 7.22 

予 備 委 員     白 岩    保  就任  平成23. 4. 1 

〃       泉 谷 英 明  就任  平成22. 7.22 

  土地利用審査会委員（任期３年） 

  委   員     中 崎 雄 一  就任  平成22.10.16 

    〃       谷 口 敬 雄  就任     〃 

    〃       井 上 喜美子  就任     〃 

    〃       岸 田 陽 子  就任     〃 

    〃       浜 本 明 敏  就任     〃 

    〃       奥 田 隆 夫  就任     〃 

    〃       竹 下 純 子  就任     〃 

教育委員会委員（任期４年） 

    委 員 長     中 島 諒 人  就任  平成24.10.26 

委員長職務代行者  坂 本 トヨ子  就任  平成22.12.23 

    委   員   笠 見 幸 子  就任  平成21.12.21 

    〃       若 原 道 昭  就任  平成23.12.27 

    〃       松 本 美惠子  就任  平成24.12.27 

      〃       横 濵 純 一  就任  平成22. 4. 1〔教育長〕 
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男女共同参画推進員（任期２年） 

  男女共同参画推進員 落 合   潮  就任  平成23. 4. 1 

    〃       田 中 俊 一  就任     〃 

    〃       赤 本 充 子  就任     〃 

    〃       谷 口 麻有子  就任  平成24. 4. 1 

鳥取県廃棄物審議会委員（任期２年） 

  委   員     榎   直 子  就任  平成24. 4. 1 

    〃       足 立   拓  就任     〃 

    〃       田 中   勝  就任     〃 

    〃       河 原 長 美  就任     〃 

    〃       清 水 久 代  就任     〃 

    〃       西 村 正 治  就任     〃 

    〃       馬 場   芳  就任     〃 

３．議会で選挙するもの 

選挙管理委員会委員（任期４年） 

委 員 長     相 見   愼  就任  平成24. 1.25〔委員就任平成23.12.26〕 

委員長職務代理者  英   義 人  就任     〃 

  委   員     吉 田 圭 子  就任  平成23.12.26 

    〃       大 口 久 志  就任 

選挙管理委員会補充員（任期４年） 

  補 充 員     伊 藤 芳 子      平成23.12.26 

    〃       長 井 勇喜夫         〃 

    〃       福 嶋 登美子         〃 

    〃       横 山 ひとみ         〃 

境港管理組合議会議員（任期２年） 

  議   長     廣 江   弌  就任  平成23. 7.27〔議員就任平23. 5. 9〕 

  副 議 長     小 沢 秀 多  就任  平成23. 7.27〔議員就任平23. 5.11〕 

  議   員     森 岡 俊 夫  就任  平成23. 5. 9 

    〃       安 田 優 子  就任  平成23. 5. 9 

〃       斉 木 正 一  就任     〃 

    〃       白 石 恵 子  就任  平成23. 5.11 

    〃       吉 田 政 司  就任     〃 
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第４節 歴代正副議長等一覧 
 

１．歴代正副議長 

 

代 
議       長 

代 
副   議   長 

氏   名 就任年月日 氏   名 就任年月日 

１ 

 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

 

15 

 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

 

岡 崎 平 内 

 

岡 崎 平 内 

木 下 荘 平 

木 下 荘 平 

中 井 静 雄 

田 中 政 春 

木 下 荘 平 

 

田 中 政 春 

門 脇 重 雄 

田 中 政 春 

石 谷 董九郎 

山 瀬 幸 人 

山 瀬 幸 人 

山 瀬 幸 人 

 

稲 賀 竜 二 

 

田 中 政 春 

田 中 政 春 

石 谷 源 蔵 

田 中 政 春 

木 村 安 蔵 

岩 崎 吉太郎 

渡 辺 駛 水 

渡 辺 駛 水 

田 中 永 治 

井 上   皎 

 

明治 15. 1.27 

 

明治 16. 6.25 

明治 17. 3.21 

明治 18. 6.22 

明治 18.12.16 

明治 20. 3.14 

明治 21.11.24 

 

明治 22. 3.21 

明治 24. 3. 9 

明治 24.11. 2 

明治 26. 3.23 

明治 27. 9.22 

明治 28. 3.23 

明治 28. 6.28 

 

明治 30. 5.17 

 

明治 30. 7.15 

明治 30.10.28 

明治 30.11. 2 

明治 31.11. 5 

明治 32. 3. 7 

明治 32.10.21 

明治 34.11.30 

明治 36.10.19 

明治 40.10.14 

明治 44.10.13 

１ 

２ 

３ 

 

４ 

５ 

６ 

 

７ 

 

８ 

 

９ 

 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

 

 

17 

18 

 

19 

20 

21 

22 

遠 藤 春 彦 

雑 賀 寛 徳 

中 井 静 雄 

 

中 井 静 雄 

田 中 政 春 

中 井 静 雄 

 

門 脇 重 雄 

 

石 谷 董九郎 

 

入 沢 格 治 

 

入 沢 格 治 

河 崎 鉄 蔵 

稲 賀 竜 二 

平 井 致 道 

田 中 政 春 

鷲 見 康 重 

鷲 見 康 重 

 

 

鷲 見 康 重 

広 富 政 蔵 

 

野 波 令 蔵 

大 森 経 蔵 

足 羽 章 兮 

石 谷 良 造 

明治 15. 1.27 

明治 15. 6.22 

明治 16. 6.25 

 

明治 18. 6.22 

明治 18.12.16 

明治 20. 3.14 

 

明治 22. 2.21 

 

明治 24. 3. 9 

 

明治 26. 3.13 

 

明治 28. 3.25 

明治 28. 6.29 

明治 29.11. 2 

明治 30. 5.17 

明治 30. 5.19 

明治 30. 7.14 

明治 30.10.28 

 

 

明治 32. 3. 7 

明治 32.10.21 

 

明治 36.10.19 

明治 40.10.14 

明治 44.10.13 

明治 44.10.14 
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代 
議       長 

代 
副   議   長 

氏   名 就任年月日 氏   名 就任年月日 

26 

 

27 

28 

 

29 

30 

31 

32 

 

33 

34 

35 

 

 

36 

 

37 

38 

39 

 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

岩 崎 吉太郎 

 

山 本 熊 吉 

田 中 信 一 

 

足 羽 章 兮 

酒 井 虎 蔵 

田 江 泰 造 

米 原 章 三 

 

米 原 章 三 

本 城 藤 造 

井 上 光 美 

 

 

松 田 昌 造 

 

井 上 光 美 

景 山 圭 一 

黒 田 藤 重 

 

田 中 信 義 

中 田 吉 雄 

浜 口 虎太郎 

沢 住 辰 蔵 

沢 住 辰 蔵 

木 島 公 之 

土 谷 栄 一 

土 谷 栄 一 

木 島 公 之 

小 林 正 隆 

森 本 繁 蔵 

井 上 安 栄 

大正  4.10.13 

 

大正  8.10.28 

大正 10. 3.25 

 

大正 12.10.18 

大正 15.12.14 

昭和  2.10.30 

昭和  3.12. 7 

 

昭和  6.10.19 

昭和  7. 9.20 

昭和  7.11.24 

 

 

昭和  9. 3.28 

 

昭和 10.10.18 

昭和 13.11.24 

昭和 14. 9.21 

 

昭和 16.11.27 

昭和 22. 5.31 

昭和 25. 5. 2 

昭和 26. 5.19 

昭和 26. 9.27 

昭和 27. 6.24 

昭和 28. 9.16 

昭和 30. 5.16 

昭和 31. 6. 9 

昭和 33. 3.29 

昭和 34. 5. 7 

昭和 35. 7. 4 

23 

24 

25 

 

26 

27 

 

28 

 

29 

30 

 

 

31 

32 

 

33 

34 

35 

 

36 

37 

38 

 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

細 田 信太郎 

林   秀 蔵 

田 江 泰 造 

 

青 砥 吉寿郎 

浜 本 房 蔵 

 

井 上 光 美 

 

本 城 藤 造 

松 田 昌 造 

 

 

金 田 秀 平 

景 山 圭 一 

 

永 井 貞 録 

野 坂 寛 治 

宮 野 正 一 

 

小 椋 重 朗 

中 村 辰 雄 

佐々木 顕 一 

 

三 橋   誠 

三 橋   誠 

竹 中   栄 

山 家 一太郎 

井 上 安 栄 

長谷川 利 隆 

藤 井 政 雄 

竹の家 啓三郎 

入 沢   輝 

大正  4.10.14 

大正  6.11.30 

大正  8.10.28 

 

大正 11.12. 2 

大正 12.10.18 

 

昭和  2.10.30 

 

昭和  5.11.20 

昭和  6.10.19 

 

 

昭和  7.12.21 

昭和  8.12. 5 

 

昭和  9.12.19 

昭和 10.10.18 

昭和 13.11.24 

 

昭和 14.10.21 

昭和 16.11.27 

昭和 22. 5.31 

 

昭和 26. 5.19 

昭和 26. 9.27 

昭和 27. 6.24 

昭和 28. 9.16 

昭和 30. 5.16 

昭和 31. 6. 9 

昭和 33. 3.29 

昭和 34. 5. 7 

昭和 35. 7. 4 
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代 
議       長 

代 
副   議   長 

氏   名 就任年月日 氏   名 就任年月日 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

 

79 

80 

81 

82 

藤 井 政 雄 

竹 中   栄 

木 島 公 之 

島 田 安 夫 

太 田 実太郎 

土 谷 栄 一 

上 根 政 幸 

藤 井 政 雄 

角 田 勇 一 

林 原 嘉 武 

土 谷 栄 一 

浜 崎 芳 宏 

 

松 原 一 男 

広 田 藤 衛 

伊 藤 武 夫 

野 津 英 顕 

山 本 昇 造 

山 口   享 

 

原 田 一 雄 

花 本 美 雄 

長谷川 和 夫 

井 上 万吉男 

藤 井 省 三 

廣 江   弌 

村 田   実 

石 黒   豊 

前 田   宏 

 

山 根 英 明 

鉄 永 幸 紀 

小 谷   茂 

伊 藤 美都夫 

昭和 36. 7. 2 

昭和 37. 7. 5 

昭和 38. 5.14 

昭和 39. 9.25 

昭和 40.12.14 

昭和 42. 5.16 

昭和 43.10. 1 

昭和 44.12. 4 

昭和 46. 5.14 

昭和 48. 6.30 

昭和 50. 5.15 

昭和 52. 3.25 

 

昭和 54. 5. 8 

昭和 56. 6.29 

昭和 58. 5.10 

昭和 60. 6.25 

昭和 61. 7.18 

昭和 62. 5. 6 

 

平成 2. 9.28 

平成 3. 5. 8 

平成 5. 6.22 

平成 7. 5. 9 

平成 9. 6. 2 

平成11. 5.10 

平成13. 6.14 

平成14. 3.20 

平成15. 5. 9 

 

平成18. 6.19 

平成19. 5.10 

平成21. 6. 5 

平成23. 5. 9 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

 

59 

60 

61 

62 

63 

 

64 

65 

 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

 

72 

73 

 

74 

75 

76 

上 根 政 幸 

秋 久   勲 

栗 林 力 吉 

前 田 玄 一 

小 谷 善 高 

広 田 藤 衛 

伊 藤 武 夫 

松 原 一 男 

山 本 昇 造 

生 田 泰 治 

寺 谷 英太郎 

 

堀 安 成 文 

野 津 英 顕 

広 島 了 輔 

山 口   享 

窪 田 多喜雄 

 

三 森 政 治 

長谷川 和 夫 

 

常 田 享 詳 

柳 谷   中 

前 田   宏 

福 谷 勝 三 

広 田 喜代治 

山 根 英 明 

 

中 尾   享 

初 田   勲 

 

上 村 忠 史 

斉 木 正 一 

稲 田 寿 久 

昭和 36. 7. 2 

昭和 37. 7. 5 

昭和 38. 5.14 

昭和 39. 9.25 

昭和 40.12.14 

昭和 42. 5.16 

昭和 43.10. 1 

昭和 44.12. 4 

昭和 46. 5.14 

昭和 48. 6.30 

昭和 50. 5.15 

 

昭和 52. 7.14 

昭和 54. 5. 8 

昭和 56. 6.29 

昭和 58. 5.10 

昭和 60. 6.25 

 

昭和 62. 5. 6 

平成 元. 9.26 

 

平成 3. 5. 8 

平成 5. 6.22 

平成 7. 5.10 

平成 9. 6. 2 

平成11. 5.10 

平成13. 6.14 

 

平成15. 5. 9 

平成17. 7. 5 

 

平成19. 5.10 

平成21. 6. 5 

平成23. 5. 9 
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２．歴代事務局長 

 

代 氏   名 就任年月日 代 氏   名 就任年月日 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

塩 谷 久 治 

岸 田 広 美 

植 田 重治郎 

岸 本 光 男 

山 田 芳 美 

西 尾 邑 次 

山 本 茂 治 

芳 村 尚 之 

森 田 東 明 

山 口 岩 夫 

沖     正 

熊 澤   理 

佐 藤 隆 巳 

昭和 22. 1.29 

昭和 30. 4.16 

昭和 35. 5. 1 

昭和 38. 1. 5 

昭和 40. 4. 1 

昭和 43.10.16 

昭和 46. 3.22 

昭和 51 .5. 1 

昭和 52. 8.16 

昭和 54. 6. 1 

昭和 56. 4. 1 

昭和 57. 4. 1 

昭和 58. 6. 1 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

萬 井 重 男 

山 田   猛 

森 中 洋 吉 

森 下 正 敏 

岸 本   晟 

上 田   徹 

池 上 勝 治 

米 田 陽 治 

関   敏 之 

尾 田 一 壽 

衣 笠 克 則 

有 田   裕 

昭和 60. 4. 1 

昭和 62. 6. 1 

平成 元. 4. 1 

平成  4. 4. 1 

平成  6.11.16 

平成  8.10.11 

平成 13. 4. 1 

平成 16. 7. 1 

平成 18. 4. 1 

平成 19. 4. 1 

平成 21. 4. 1 

平成 23. 4. 1 
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３．歴代知事 

 

代 氏   名 就任年月日 代 氏   名 就任年月日 

１ 

２ 

 

 

 

 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

河 田 景 与 

三 吉 周 亮 

（島根県知事） 

佐 藤 信 寛 

境    二 郎 

 

山 田 信 道 

武 井 守 正 

西 村 亮 吉 

調 所 広 丈 

野 村 政 明 

深 野 一 三 

荒 川 義太郎 

久保田 貫 一 

大久保 利 武 

香 川   輝 

寺 田 祐 之 

山 田 新一郎 

告 森   良 

岡   喜七郎 

川 島 純 幹 

三 松 武 夫 

佐 竹 義 文 

阿 部 寿 準 

岩 田   衛 

日 比 重 雄 

木 下   信 

白 上 祐 吉 

石 井   保 

藤 岡 兵 一 

明治  4.11.14 

明治  7. 3. 5 

合併 

明治  9. 8.21 

明治 10. 8. 7 

再置 

明治 14. 9.12 

明治 21.10.19 

明治 24. 4. 9 

明治 25. 7.20 

明治 27. 9.15 

明治 29. 4.11 

明治 30.11.13 

明治 32. 5.10 

明治 33. 1.19 

明治 33. 4.27 

明治 34. 4. 2 

明治 39. 7.28 

明治 41. 3.28 

明治 43. 6.14 

大正  2. 2.26 

大正  3. 6. 6 

大正  6. 1.29 

大正  8. 4.18 

大正  9. 9.21 

大正 11.10.16 

大正 13. 6.24 

大正 13.10. 2 

大正 15. 9.28 

昭和  2. 5.17 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

久 保 豊四郎 

神 田 純 一 

館   哲 二 

中 谷   秀 

立 田 清 辰 

副 見 喬 雄 

八 田 三 郎 

土 肥 米 之 

武 島 一 義 

高 橋 庸 弥 

林   敬 三 

吉 田 忠 一 

西 尾 愛 治 

西 尾 愛 治 

遠 藤   茂 

石 破 二 朗 

石 破 二 朗 

石 破 二 朗 

石 破 二 朗 

平 林 鴻 三 

平 林 鴻 三 

平 林 鴻 三 

西 尾 邑 次 

西 尾 邑 次 

西 尾 邑 次 

西 尾 邑 次 

片 山 善 博 

片 山 善 博 

平 井 伸 治 

平 井 伸 治 

昭和  3. 5.11 

昭和  5. 8.26 

昭和  6.12.18 

昭和  9. 4. 6 

昭和 11. 4.22 

昭和 14. 1. 2 

昭和 15.12. 3 

昭和 17. 1. 9 

昭和 18. 7. 1 

昭和 20. 4.21 

昭和 20.10.27 

昭和 22. 2. 4 

昭和 22. 4.12 

昭和 26. 4.30 

昭和 29.12. 7 

昭和 33.12. 3 

昭和 37.11.28 

昭和 41.11.28 

昭和 45.11.28 

昭和 49. 3.27 

昭和 53. 3.24 

昭和 57. 3.24 

昭和 58. 4.13 

昭和 62. 4.14 

平成  3. 4.12 

平成  7. 4.12 

平成 11. 4.13 

平成 15. 4.13 

平成 19. 4.13 

平成 23. 4.13 

 



 

 

あ と が き 

 

 鳥取県議会年報は、前年１年間の議会活動の概要をまとめて毎年発行いたしておりま

す。 

 小史は、地方自治制度発足の昭和22年～25年の４年間の活動概要を昭和26年に合本発

刊したのを初号とし、以後、毎年発行しております。 

 バックナンバーは当議会図書室に保存しておりますので、ご利用ください。 
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